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資産時価評価と自己資本の現在価値評価

中　野　　　勲

　　　　　　　　　　　　　　　1．序論

　近年，とくに金融商品の時価評価の妥当性という問題を中心にして，1部分

の企業資産の範囲にかんして時価評価を導入することが妥当か否かにかんして

激しい議論が行われている。この報告の目的は，この問題を念頭におきながら

も，少し議論を一般化して，しかも会計情報の「意思決定目的への役立ち」と

いう見地から，資産評価と利益測定の問題を考察してみたい。とくに，オール

ソンとフェルサム（Or）の研究論文ωに依拠してモデル展開をおこなう。そ

して，ねらいとしては，時価評価についてやや新しい種類のメリットを3つ指

摘できるのではないか，と願っている。

　　　　　　　　　　2．資産評価と白已資本価値評価

　マイケル・ダイアモンドは，「21世紀のための財務会計基準の設定について」

（1991）②の中で，現在および将来の環境変動の激しさということを強く主張

し，激しい環境変動の中では伝統的な歴史的原価評価は情報ユーザーの情報二

一ズを満たせなくなりつつある，と考える。そしてカレントコストによる資産

ω　G．A一賄屹㎞m　a皿d〕．A．0Mso血，Val㎜州。皿md　CIe㎜S㎜叩1咽Acco凹血繰回gぬr　Opem日11gミmd

　同皿㎜c制Ac㎡vities，Comle㎜凹醐ワA㏄o皿n－i皿g　Resea㏄h，Vo1．11No．1（Sp㎡皿91955），醐．

　689－731．1A－0Ills011，助m㎞gs，Book　V利回es‘㎜d　Dividemds　i11　E叩ity　V挑。棚。血，ibid．，叩、

　661－687．
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評価とリスクの評価情報をより一層重視すべきである，と指摘している。

　これにたいする反論としては，未来のキャッシュフローや未来のリスクを適

切に予測するためにこそ，そのための基礎情報として歴史的原価情報が必要で

はないか，ということが指摘できるかもしれない。この点については，ダイア

モンドは，「変化の速さ」ということをもちだす。「変化がはやいために，企

業の財務的ヒストリーは今では未来の評価を行うに際して以前よりもレレバン

トでなくなっている。」（3〕そこで，カレントな資産の価値変動をいっそう迅速に

反映するカレントコストを会計情報に取り入れようと提案するのである。

　なお，私が注目するのは，彼がリスクの見積もり情報をも一層広範に報告す

べきだとしている点である。時価評価情報により近似的に反映される資産の経

済価値はかなり速い速度で変化しうるリスキーな属性であるから，評価益の数

値は決算日の翌日には評価損に変化しうる。したがって，時価情報を取り入れ

るとしても，その可変性一標準偏差ないし信頼区間一をもレポートすべき

ではなかろうか。

　このように，外部情報利用者（とくに投資家）の意思決定を支援するために

は，原価情報にたいして時価情報を付加することが必要だということがよく主

張される。しかし，その意味は私にはあまり明瞭ではない。そこで，この問題

を，時価情報は企業の現在または未来の自己資本価値（企業価値）を推定する

上で原価情報（だけ）の場合とくらべてどのような役立ちをもちうるか（また

はもちえないか）」という形でおきかえて考察したい。すなわち，株式投資家は

現在または未来の株価と，会計情報をもちいて形成する理論的な企業価値を比

較することにより，いくらかの意思決定への支援をうるであろう。資本市場が

情報処理に関して効率的市場であっても，それは平均的な話であって，個々の

ケースでは絶えず情報獲得とその巧みな処理に関して競争が行われているか

131胸id，P．3．
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ら，自己資本価値の一層適切な形成可能性という問題は意思決定にとってレレ

バントであろう。すなわち，よく言われるように，このように推定された自己

資本価値と現在の株価を比較することにより，ove輔。i㎎または㎜de軸。i㎎

された株式を発見することにより，価格差益を獲得しうるかもしれない。次に，

利益分配という制度的な問題についても，その大枠は客観性に富んだ原価主義

または原価・時価結合計算などに基づいて形成されるとしても，具体的な分配

金額の決定という意思決定においては，企業価値の維持（株価の維持）という

観点が暗黙に考慮されているとはいえないであろうか。これが仮説として可能

であるならば，制度会計的な観点からも，会計情報による企業自己資本価値の

推定への効率性という基準は財務会計情報の評価基準として考察に値するので

はなかろうか。

　なお，上のように会計情報を経由して自己資本価値を推定する代わりに，発

行済み株式総数の現在市場価格を求めて，それをもって自己資本価値として考

えるならば，検証可能性のある企業価値の計算が可能である。しかし，このア

プローチについては，つとにベンドリクセンにより指摘されているように，「株

価は外部的な，そしてまた気まぐれな諸要因によって影響されるものであるか

ら，検証可能性という長所は不偏性が欠如することにより相殺されるであろ

う。」ωしたがって，会計情報に基づいてヨリ基礎的な情報から推定された企業

価値を基準として，それと現実の株価を比較することが妥当な投資行動であろ

うし，また，妥当な会計目的であろう。

　　　　　　　　　　　　3．企業の産1己資本価値

　OFによれば，これは，第1年度（または今年度）から無限遠の未来までの

支払い配当額の現在期待値をリスクフリーな利子率で割り引いてきた現在価値

｛4〕　E，S．He血ddksen，Acco㎜1地並g　Thθoη，Rich班d．D．止w加，I血。．，1970，p．138．
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として定義されている。　（投資家は配当系列の変動に関してはリスク中立的で

あると。Pは仮定している）。

ハ＝Σ、二1RF→厄‘［4、、、］．

……
i1）

ここで，亙．：時点tにおいて入手可能な情報にもとづいて期待値をとる操作。

心：1＋r（ここでrはリスクフリーな利子率）。凶、，：時点けτにおける配当

額。　（資本拠出額がある時はそれを引いた後の純配当額）。

　この配当額を会計情報と結びつけたい。なお負債はゼロと仮定する。　（これ

は全期間中負債は正だが変化しない場合にも拡張しうる）。単純化のために，1

期間中の簿価の変動は利益によるかまたは配当支払いによるかのみである，と

仮定される（eX．，損益計算書を経由しない，利益または配当以外による利益剰

余金変動はないと仮定される）。これは「クリーンサープラス関係（CSR）」と呼

ばれる。つまり，

加‘＝加‘一1＋ルーa‘．
……
i2）

ここで，加’：第一年度末の総資産簿価。元、：第t年度の純利益。a‘：配当額。

　総資産帳簿価額加‘は貨幣資産伽と営業資産。o’からなると仮定される。

貨幣資産は利子率に基づく利子収益（心＿1）伽一1を稼得し，営業資産はそれ

に等しくないかもしれないある利益率にもとづく利益額。κ、を稼得する。そこ

で，全資産がリスクフリーな利子率に相当する標準的利益額を稼得したと仮定

する場合に比べて現実に当期に獲得された純利益額が相違するその差額を「異

常利益」（abm㎜刮∈㎜軸s）と名付ける。（0Fはまたこれを「超過利益」と

も呼んでいる）。すなわち，
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ポ＝∬、一（Rザ1）加’．1． ・・・… @（3）

ここで，κチ：第t期における異常利益（超過利益）。

　貨幣資産は標準利益だけを稼得するから，異常利益は営業利益。軌のみに関

係する。すなわち

。■　　　o
〃一0州

・・・… @（4）

ここで，o蛎：第t期の異常営業利益。

　最近問題となっているような株式やデリバティブ等の，変動的な利益（また

は損失）をもたらす金融資産は，0Fのこのモデルでは貨幣資産ではなくて，

むしろ営業資産のほうに属すべきである。このことは彼等によってもはっきり

と説明されてい乱

　この（4）式と上の「クリーンサープラス関係」とから，配当額を次のように

表せる。

凶＝ポ十心加卜1＿加‘．｛5）
……
i5）

　ここから，企業価値の決定要素である配当額が簿価（加‘および加’．1）と異

常利益（κ窒）によって決定されることが分かる。したがって，企業価値は，今

期の簿価と異常利益額の時系列によって決定されうることが，（5）を（1）に代入

することによって，簡単に証明されうる。すなわちこうなる。

P、＝Σ二1RF’■亙、［∂、、、］＝かW＋Σユ1R芦t凪［X手、、］， …（6）

｛5）証明：山＝ルー伽‘十州．1＝”十心伽・一1一切1．1一切1＋伽‘．1、

5
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（証明）

付録1を参照せよ。

　このように企業価値（自己資本価値）が簿価プラス異常利益現在価値として

表現できることから，また，企業の「のれん」8’が，（6）の右辺から，未来の

異常利益系列の割引現在価値として自然な形で表せることが分かる。

8F　Pl一加1

　＝Σ乳1R〆凪［x音、、］．
……
i7）

会計測定システムを企業を構成する諸財の経済価値を偏り無く測定する事を

目的とすると規定すると，長期的に見てかかる「のれん」といったオフバラン

スの項目の金額がゼロに収束するような会計が1つの好ましい目標と考えられ

よう。これを0Fは「不偏的会計」（㎜biased　a㏄o㎜ting）と名付けている。フ

ォーマルには，

τ＿〉ooの時，且［8量。。］＿〉0， ・…@…（8）

が，不偏的会計の表現である。他方，何らかの理由で（たとえば常に保守的な

資産評価をおこなうことにより）つねに（τ＿〉。。においても）この未来のの

れんが

亙’［8’H1〉0 ・・・… @（9）

であるとき，「保守的会計」が存在するというのである。

　なぜ，このように無限大の未来においてのれん価値がゼロになることとし

て，まだるっこしい定義をするのか。それは，いかに適切な個別資産の評価を

おこなっても，個別価値の和をこえた一たとえばシナジー効果ないし独占的

競争優位性などによる一「のれん価値」は残存しうる。したがって，短期的
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に「のれん」がゼロになることは，いかなる会計測定システムにおいても不可

能なのである。

　日本の会計では低価法は強制されず選択適用である。したがって，現実には

8一くO

という一保守的とは反対の一「過大的」（aggreSSiVe）会計もありうる。し

かしこの両方の場合をここで扱うことは紙幅の関係で不可能なので，保守的な

（資産価値過小表示的な）会計だけを検討することにしよう。　（また，このよ

うな過大的会計に関しては，これは一時的な現象であって，長期平均的に考え

ると，やはり保守的会計だけが現実に成立するものであると，0Fがいうよう

に，仮定しうるかもしれない）。

企業価値の推定という見地からこのましい「不偏的会計」はいかなる資産評

価により接近されうるか。このことを検討するために，0Fは，今期（t期）

の会計情報数値と来期（t＋1）のそれとの関係の表現として，下記の4つの

定義式を掲げる。　（これを，線形情報モデルLIMと彼等は名付けている）。第

1のものは，来期の異常営業利益が，（i〕今期の異常利益のいくらかの割合分の

持続（独占的優位の部分的持続），（ii）例えば期末営業資産。o、の過小評価にも

とづく標準利益の低さから異常利益が来期にヨリ大きく出るという要因，固そ

れ以外の諸情報（Ψ1、と吻．）からの異常利益の発生，そして（iV）予測エラー，

から生ずると仮定す乱すなわち，

0κチ“1＝ωu0πチ十ω1200’十ΨH＋εH＋1， ・・・… @（王Oa）

ここでωu：今期の異常利益が来期にどの程度持続するかを表す係数（0≦ωH

く1）．ω1。：営業資産の当期末における過小評価の割合（当該財の経済価値が

7
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その簿価を超過する金額を，その簿価にたいする割合としてあらわしたもの）。

（0≦ω1。）。Ψ1，：営業利益や営業資産額以外の情報で来期の異常営業利益に影

響を与える情報変数（その第1種類のもの一一例えば「来期の賃上げ予想額」）。

εH，1：来期の異常利益の予想におけるエラー（平均値ゼロの確率変数）。

　第2に，来期の営業資産額は今期末のそれよりも　伽だけ増大するという

成長仮定がおかれている。　（1≦o①盟＜R・）。すなわち，

00一十一＝ ω2200’十ソ2’十ε2叶1， ・・・… @（10b）

ここで，川：来期の営業資産額に影響をあたえる今期中のなんらかの情報（そ

の第2種類一例えば「未来の需要増に対応するための来期の製品増予想額」。

ε・’、1来期の営業資産額の予測におけるエラー（平均値ゼロの確率変数）。

　第3に，上の第1種の変数リ1、（ex、，賃上げ予想）が来期にもとの程度持続

するかを予想する式を考える。

ソH＋I＝ γ1ソV　H＋εヨ付1， ・…
i10c）

ここで，γ1：第1種類の情報が来期にもとの程度持続するかを表す係数（一1

＜γ1＜1）。ε・’。1：来期の川。1の予測における誤差。

　第4に，今期の第2種の変数値（次期の製品販売量の増加予想量）が来期の

それへと，どの程度の大きさで持続するか，を示す式をOFは定義する。

吻ユ十1＝ γ2吻‘十ε～十1 ……
i10d）

ここで，γ・：第2種の情報変数の今期のレベルがどの程度の残存割合で来期に

継続するかをしめすパラメータ。　（一1＜γ。＜1）．ε仙1：予測誤差。
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　上の4つの定義式は，今期の諸情報が来期のそれへと，どのように動いて行

くかをしめす運動方程式である。両辺の期待値を取ると，エラー項，ε蜆が消え

る。これらは次のように1個の行列により，諸変数の今期の期待値（o〃，oo吐

～用）を次期のそれら（o元手、1，oo、、1，川、1，用、1）へと移して行くところの

「1次変換」と見ることができる。

洲、羽 …（11）

　この式の左辺のベクトルを7、、一，変換行列をK，そして右辺の第t期末のベ

クトルをムと表すと，明らかに∫、、1二“．これを逐次代入して，

ム州＝K一ム． ・・・… @（12）

ここで，K一は，下の（13）式となる。

（13）式の証明は，末尾の「付録2」を見られたい。

　（13）において，ω11ならびにγ！の絶対値は1より小であることを想起すると，

τが十分に大きくなると（つまり十分に遠い未来には），K・の第1行はω1・（資

産の過小評価度）がゼロになると，ゼロペクトルに近づくことがわかる。つま

り，o〃（異常利益）は長期的にはゼロに近づく。　（のれんのゼロヘの収束）。

→叶ギ∵｛、H」
・・・… @（13）
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ここで，第（1，4）要素κ一。＝ω12［舳バ（ω11＿ω。2）（ω11＿γ。）1＋ω易／1（ω昭

一ω11）（舳一γ・）1＋γ蔓／1（γ・一ωll）（γ・一ω。・バ］．　　　　　　……（14）

　　　　　　　　　4．経済価値による資産評価の特徴（1）

　　一カレントな諸情報によるカレントな企業価値の推定にさいして

　現行の歴史的原価または低価法的な価額による資産評価に対立するものとし

て，個別的な資産について，それが稼得しうる未来収入額が分離して認識可能

な場合に限って，その「経済価値」にもとづく評価というものを定義したい。

これは，いわゆる未来収入の期待値の割引現在価値による資産評価と整合する

ものであって，上述の「異常利益」が未来のその財の売却時に生じないと現在

は期待される今期末の評価額である。つまり，その財の処分時点において，現

在評価額。，．1にたいするリスクフリーな利子額しか稼得しないと期待される

評価額π、，それがカレントな「経済価値」である。

　　厄（ル）＝（心一1）α、．1．

ゆえに，

　　0ト1＝1刎．1÷厄（κ’）1／RF．

つまり，来期末の利益込みの資産額を利子率で割り引いてきた現在価値が今期

末の評価額となる。例えば企業にとって分離可能な保有有価証券にかんして

は，そのカレントな時価がここでいう「経済価値」に近似するといえよう。

　営業資産がこの意味の「経済価値」で評価されるとき，異常利益が一すく

なくとも資産の過小評価という側面からは一出ないと期待されるので，この

場合には，上の（1Oa）式右辺のω1。＝Oと規定できる。そこで，分離可能な資産

について期末時価で評価されるときにはω1。＝O，それより低い（と仮定され

た）取得原価で評価された場合には（異常利益を来期にもたらすので）ω12＞

0と定義することが，このOFのモデルと整合的である。

　さて，上に紹介した諸式と諸仮定から，0Fは，任意の時点の企業価値（白
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資産時価評価と自己資本の現在価値評価（中野）

己資本価値）を下のようにいくつかの要素の和として分解している。

P1＝舳十α1伽穿十αml＋β・Ψ1．

ここで， α1＝ω11／（心一ωH），

O㎏昌ω、。R。バ（R。一ω。）（心一ω。）1，

β＝（β1，β。），　行ベクトル

　　　β・・R。／i（沢rω・）（心一γ1）1，

　　　β・＝α。／（心一γ・），

ハ＝（川，吻）’．列ベクトル

……
i15）

……
i16a）

……
i16b）

……
i16c）

……
i16d）

……
i16e）

……
i16f）

（証明）

　付録3を見られたい。

　（15）式の意味は，戸‘＿かハ，すなわち，企業価値マイナス簿価としての「のれ

ん」金額は，異常（超過）営業利益，営業資産，そして第1種および第2種の

「その他の変数」の，3つの変数の1次関数として表せる，ということである。

この「のれん」はおおむね貸借対照表上オフバランスになっている。企業価値

の全額のうちでこのオフバランスになっている金額の割合が大きいほど，その

会計測定システムの「企業価値の写像能力」はいっそう劣っており，逆にその

割合が小さいほどその写像能力はいっそう優れていると言えよう。

　諸資産が取得原価（または低価法価額）で評価される場合には，それが「経

済価値」で評価される場合に比べて過小な場合だけを考える限り，仙2はある

正の大きさである。逆にそれら諸資産が期末時価で評価されるならば，それは

「経済価値」に近似しているので，ω12＝Oである。したがってα2とβ2がゼロ

になるので，資産時価評価の場合のほうが原価評価の場合よりも，個別時価が

上昇トレンドを示している限り，企業価値額のうちでオフバランスとなってい

11
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る「のれん」の割合がいっそう小さいと考えられる。すなわち，

　「全営業資産が時価で評価される場合には，原価評価の場合よりもカレント

な企業価値の写像能力がいっそう高い。」　これは時価評価の原価評価に比べて

の1つのメリットといえよう。

　全資産ではなく部分的な資産（例えば保有有価証券）だけが時価評価される

場合にも，その分だけ，経済価値額に比しての過小評価割合をしめすω12の値

はいっそう小さくなり，したがって，それだけは会計数値の企業価値写像能力

が上昇するといえる。

　更に，興味ある現象として，（16b）から分かるように，資産過小評価に起因

するのれん発生額に関連するパラメータ　α。は，ω。。（営業資産の増加率）と

　ω、1（超過利益の持続度）に関連し，これらが高まるほどα2も上昇する。つ

まり資産増加率が大きくなるほど，原価評価による過小評価額がいっそう高く

なり，異常利益の計算基準である「標準利益」を低下させることにより，「異

常利益額」を上昇させ，結果としてオフバランスとしての「のれん」を高める。

超過利益の持続度というパラメータについても，同じように，その上昇は各期

の異常利益をたかめ，それらの現在価値としての「のれん」を高めることは容

易に分かる。

　要するに，原価（または低価）評価によるギのれん」発生度は，資産成長が

高いほど，また，異常利益の持続度が高いほど，大きくなる。これを逆に言う

と，

　r原価から時価への評価基準の切り替えによる企業価値写像能力の改善度

は　資産成長度が高いほど，または異常利益の持続度が高いほど，大きい。」

　　　　　　　　5．経済価値による資産評価の特徴（2）

一一
ｷ期的未来における利益情報によるその長期的未来の企業価値の推定に関して

前節では，　（異常）利益と資産の諸情報による企業価値の推定の可能性につ
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資産時価評価と自己資本の現在価値評価（中野）

いて考察した。そして，不偏的会計（ω1・＝O）でなく保守的会計（ω1・＞0）

の場合には，そして特に資産の成長が予想される場合には，その予想を厳密に

行うためにはω12とωmの推定が必要になるという点でいっそう不正確でまた

ヨリ困難となることがわかった。そこで，同じく企業価値を予測するにしても，

いっそう簡単に最重要情報としての企業利益だけを使って，その利益のある倍

数という形で自己資本価値を推定する場合に，「保守的会計VS不偏的会計」

でいかなる差異が生ずるかを，OFは考察している。

　現在または特定未来時点の企業価値をその時の利益で予測するといった問題

では，なんらかの特殊またはランダムな原因のために特異な関係が生ずること

もあろう。そこでOFは，長期平均的な趨勢を調べるために，無限遠の未来に

おいてその企業価値が同じ無限遠の未来利益とどういう関係になるかを考え

る。そのために0Fは，（配当前）企業価値が利益のある倍数に収束する場合

としない場合とを考察する。すなわち，彼等の証明によれば，

li〕保守的会計であって，しかも営業資産の成長が存在する（舳＞O）場合

にはτ一〉ooのとき，

亙1［片…必他一φ舳1・O． ・・・… @　（17）

　価〕不偏的会計が行われている場合，または保守的会計が実施されていても

営業資産について成長がないと見込まれる場合には，τ一＞∞　のとき，

亙1［ハ判・ん一φ・舳1一・0、 ・・… @　（旦8）

ここで，φ：心／（RF－1）．

（証明）

　　付録4を見られたい。
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　不偏的会計において長期的には企業価値が未来利益のある倍数となるという

ことは，ω12：Oである限り異常利益は遠い将来にはゼロに収束することから，

したがってまた将来には「のれん」がゼロに収束し，したがって企業価値は簿

価に収束することから，理解できよう。また，興味深いのは，保守的会計でも

資産の成長がない場合には自己資本価値は不偏的会計の場合と同じく長期的未

来にはφ舳に収束するが，資産成長がある場合にのみそれを超えた値になる

ということである。資産成長がない場合には保守的会計による今期末の資産過

小評価からの過小利益額は前期末資産過小評価からの今期利益過大計上により

相殺され，したがって，各期の利益絶対額には変化は生じないと期待されるこ

とから，不偏的会計の場合と同じ利益額になることが説明できよう。他方，成

長時に保守的会計を適用すると，資産成長による企業価値の上昇のほうが，成

長による純利益の増大（それは保守的会計処理により抑制される）を越えるた

めに，（17）の不等式が生ずるのではなかろうか。

　以上の考察からの興味あるファインディングとして，保守的資産評価は，カ

レントな企業価値をカレントな会計情報により精密に点推定しようとする場合

には障害をもたらすが，ト〉。。のときの長期漸近値としての企業価値をその

未来の利益だけにより推定しようとする場合には営業資産の成長がある場合に

のみ傷害をもたらし，非成長企業にかんしてはなんら妨げとならないことが分

かった。

　以上の結果を，資産時価評価のメリットとしてまとめると，「長期的未来の

収束値としての企業価値をその未来的利益情報のみによって推定する事を考え

るならば，営業資産の成長する企業に関しては，資産の原価評価は不正確な企

業価値の予想をもたらすのにたいして，時価評価利益は（それが経済価値に近

似する場合には）正しい長期的企業価値をもたらす。」

未来の利益と未来の企業価値との間の関係について興味あるもう王つの問題
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資産時価評価と自己資本の現在価値評価（中野）

は，会計上の純利益額が企業価値の期問的変動差額（経済的利益）にどの程度

接近しうるか，という問題である。長期的傾向としてこの両者の一致性が証明

されるならば，1つには，その場合の会計的利益は企業の収益価値（企業価値）

を維持した後の分配可能利益を示すことになり，投資家にとって（また経営者

にとっても）きわめて興味深い特性をもつことにある。また，株価が企業価値

と連動する限りにおいて，会言†利益は当期中の株価変動を示すことになり，こ

の利益額をなるべく早く知ることは株価変動から利益を得ることを可能にする

点で，投資家の関心を呼ぶであろう。

この問題について，0Fは次の命題を証明している。

　保守的会計でかつ営業資産の成長が予想される場合には，

τ・一〉∞の時，〃［（P、、、十ム、ザP’、、．一）一κ、、、］〉O．
・…… @（19）

　それに対して，不偏的会計の場合または保守的会計ではあるが営業資産が非

成長である場合には，

τ一〉∞の時，〃［（＾、、十払、、一P一、、．1）→‘、、］一＞0．
・・・… @（20）

（証明）

　　付録5を参照されたい。

　かくして，長期的未来に関する予想としては，全営業資産が経済価値で評価

された不偏的会計では，会計的利益額は企業価値の差額としての経済的利益と

合致する。また，保守的会計でも非成長の場合には同様の結果となる。それに

反して，保守的会計で成長企業では，長期的な漸近的傾向としてさえも，会計

的利益が経済的利益に近づくことはないのである。

　こうして，時価会計の原価会計に対する1つのメリットとして，「営業資産

が成長してゆく企業において原価主義会計では会計上の利益が経済的利益に近

ユ5
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づくことは期待できないが，時価会計では（たとえ「のれん」は資産計上計上

されていなくとも）長期的漸近的傾向としては会計的利益は経済的利益に収束

する」ことが指摘できるのであ糺

　しかし，すべての営業資産が時価評価されることは現段階では実現困難なの

で，その1部分でも時価評価されることにより過小評価割合伽がすこし小さ

くなったとすると，どうなるか。現時点よりもτ期未来の期間においてその経

済的利益と会計的利益との差額の，現時点での期待値は，

　　［1／（Rr伽）一（1一ω。）ハ（Rr1）（伽一ω、1）口［伽肋ル／（心一ω。）］［舳

一物／（舳一惟）1．　　　　　　　　　　　　　　……（21）

　この式から，ω1。＝Oまたは吻二1（不偏的な資産評価　または　成長がゼ

ロ）の時これがゼロとなることは明らかであるが，吻＞王という通常の成長

企業においては，部分的に時価評価が導入されたとき，つまりω12＞Oだがそ

の値が少し減少したとき，上の（21）武の値はは少し小さくなる。ここから，次

のような部分的時価評価のメリットが生ずる。

　「部分的な資産時価評価が導入されて，しかも「のれん」価値は通時的に減

少してゆくならば，長期的漸近値として，会計的利益は経済的利益に近ずいて

地」

　　　　　　　　　6．経済価値による資産評価の特徴（3）

　　一一・・現時点の会計情報による長期的未来の企業価値の予測に関して

　現在の会計情報によって未来の企業価値を推定することができれば，それは

投資家にとって（そしてまた経営者にとっても）きわめて有益であろう。前節

で未来の利益が未来の企業価値とどう関連するかを考察したので，その未来利

益を今期の簿価にもとづいてどのように推定できるかを考えればよい。この2

段階の未来予測にかんして，0Fは次の3つの命題を簡単に証明している。（た
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だし，未来の企業価値がどうなるかは各期の利益のうちでいくらが配当される

かにも依存する。そこで，0F　はこの序論的な考察においては利益の全額が

分配されるという仮定にたっている）。

　（i〕資産評価において不偏的会計が行われる時には前述のように（（18）式）

から

山ハ・。・必・ゼφ五舳1・O．

であり，さらに上述の利益全額分配仮定により，

ふ［ル、。］一＞（R。一1）加‘． ・・・… @（22）

すなわち，十分に遠い未来の純利益は今期末の簿価にたいして利子率を乗じた

積に等しく，さらにこの推定未来利益にφ（＝R・／（R戸1））を乗じた積としてそ

の未来の（配当前）企業価値が推定できるのである。つまり，その未来的企業

価値は，

（心一1）伽。Uル／（ルー）口＝R曲”． ・・…
i23）

となる。

（ii）資産評価においては保守的会計が行われ，しかも営業資産の未来の成長

はないと仮定するときは，上の（18）式から

　　卜＞o。の時，励［（P仲・十a舳一φκ仲・］一＞O．

である。しかし，この特定のケースにおいて，遠い未来の利益の期待値と今期

の簿価との関係として，利益全額配当政策のもとでは，

凪し、、、］一〉（Rザ1）加、十K

＝（R・一1）わΨ。十伽・1・α’十地（1一惟）I’1／（1－0D・）．
・・…
i24）
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（κ〉O）

　すなわち，保守的会計だが資産成長がない場合には，普遍的会計の場合と同

様に未来の企業価値は未来の利益のφ倍として推定できるのだが，その未来利

益と今期の簿価との関係は不偏的会計のように簡単ではなく，今期末の簿価に

たいする利子にたいしてKというやや複雑な構造のパラメータを付加したも

のに収束する。このKがつけ加わる理由の解釈としては，保守的な資産評価

のために，その過小な簿価を補正するための値がKであると考えられる。

　㈲　保守的な資産評価が実施され，営業資産が正の成長を示すであろう場合

には，上の（17）式から，

凪［P胴・仏一φ舳1・O，

であるが，さらに全利益配当政策のもとでこの未来利益と今期の簿価との関係

として

凪［ル、、］一＞∞， …（25）

となる。つまり，保守的な資産評価のために，成長する各期の純利益から資産

簿価X利子率としての標準利益をひいた後の「異常利益」が増大してゆく。そ

のために「のれん」価値が時の経過とともに無限大へと発散する。ゆえに，簿

価の過小評価のかかる増大のために，十分に遠い未来の企業価値を今期の会計

情報（eX．簿価）にかかわらしめてシンプルに表現する事は不可能なのである。

（証明）

　付録6を参照されたい。

ここでのモデルの枠内では，不偏的会計としての時価評価のもとでは　今期
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の簿価にたいして「リスクフリー利子率プラス1」を乗じた積として簡単に未

来における収束値としての企業価値（自己資本価値）を簡単に推定できるのに

反して，取得原価等の保守的会計ではその現在簿価の過小評価額にたいしてか

なり複雑な補正を行わなければ一資産の成長がない場合でも一一妥当な未来

的な企業価値の収束値を得ることができない。（Kを計算するには，伽，ω11，

吻，および柏といったパラメータの推定が必要であり，その際誤差が発生する

であろう）。さらに，保守的評価と資産成長が同時に見られる場合には　無限

遠の未来における企業価値は無限大に発散するので，この意味の未来的企業価

値は推定不可能といわねばならない。

　（ただし，かかる漸近式ではなくて，今期（t期）からみてτ期将来の情報

ベクトルを精密に推定するために，（u），（12），そして（13）をもちいて，

P固・あ舳［ω・ω1蝪／1（R・一ω・）（吻一ω・）口・・一・［ω・ω1・鮎／1（吻一悼）

　　（吻一価）（ルーωn）口吻十［ω1。嚇R。／1（心一物）（心一ω1）1］0伽十

　　［ω1鮎R・／（吻一惟）（心一説）（R。一ω・）1版　　　　……（26）

この（25）式から分かるように，保守的会計で資産の成長が予想される場合に

は，ω1、，ω1。吻，心　　，そして吻の現在値といった沢山の不確定な値をな

んとか推測して（26）式に代入しなければならない。このようにして　保守的会

計で資産成長がある場合には，現在の会計情報にもとづいて未来の企業価値を

理論的に推定するためには最も大きな困難が克服されねばならないことが分か

互宣）

以上の考察は，各期の利益の全額が配当として払い出されるという非現実的

な予想に依存している。実際には各企業は利益の1部分のみを配当するにすぎ

ないので，資産の過小評価を補正するための公式はなおユ段と複雑になろう。
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このようないっそう現実的な公式は0Fによってはまだしめされていない。

　　　　　　　　　　　　　　　　7．結論

　上の考察から，資産時価評価がある前提（とくにそれが不偏的価値評価であ

るとの仮定）のもとで持ちうる3つのメリットが明らかになった。

　（1〕投資家にとってもまた企業利益のうちからの分配額の決定にとっても重

要と思われる企業価値のカレントな（今期の）金額をカレントな諸情報にもと

づいて推定しようとする場合，諸個別財の「経済価値」ないし（ある場合には）

時価による評価は，ヨリ少ない個数のパラメータの推定によりその計算を行い

うるという点で，保守的評価である「原価主義」よりも勝っている。その差は，

営業資産の成長度が高いほど大きい。

　（2）複数個の企業情報等により企業価値を精密推定するのではなく，最重要

な情報であるカレントな企業利益だけを用いて企業価値を推定する事が考えら

れる。しかも特異なランダムな関係の発生を避けるために，長期漸近的な傾向

として，両者間の関係を見る場合，時価評価においては企業価値は無限遠の未

来においてその未来の簿価のφ倍として簡単に求められ得るのに反して，原価

評価では，資産の成長がある場合には，利益だけのある倍数といったシンプル

な式でその収束値を求め得ない。また，時価評価のもとでは，時価評価による

期間利益額はその経済的利益（企業価値の差としての利益）に収束するのに反

して，原価評価ではつねに会計利益は経済的利益を下回るのである。

　（3〕今期の諸情報に基づいて未来の企業価値を推定できれば，多くの人たち

にとって最も有益であろう。時価評価のもとでは，上の（2〕を媒介にして，無限

遠の未来の企業価値は，全利益分配政策のもとにおいては，今期末簿価に「利

子率　プラス1」を乗じたものとなるが，成長企業が原価評価を実施する場合

には，未来の企業価値はきわめて複雑な公式によらなければ推定できない。お

おくのパラメータの推定値をインプットしなければならず，推定エラーはいつ
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そう大きいであろう。

　しかしこの緒論は，0Fの特定のモデルに依存した例示的なものであり，暫

定的である。特に問題となる仮定は，投資家達がリスク中立的だという前提で

ある。現実にはおそらく彼等はリスク回避的であると思われ，したがって未来

の配当に関するちらばりの可能性（eX．，分散）については負の効用を感じるで

あろう。したがってこのリスクに対応して投資家の期待効用とそして株価も切

り下げられるはずである。

　パラメータが取りうる値の範囲についてもきつい制約が課せられている。例

えば，ω11（異常利益の持続度）がつねに1より小で，したがって時間の経過

とともに実質的な原因からの異常利益（のれん）はゼロに収束すると仮定され

ている。これも常に妥当するとはいえないのではないか。　（eX．，たえざる新し

いのれんの創出）。金融機関でない一般会社ではその保有する金融資産を時価評

価するか原価評価するかは，期間利益の全体の内でどの程度の大きさを占めて

いるであろうか。もしもこの割合が小さい場合には，時価評価がもたらす企業

価値の推定への貢献度は小さいかもしれない。しかし，　（とくに未来の）企業

価値の推測ということ自体は大変重要な目標であると筆者には思われるので，

それに向かって少しでも改善が達成されうるとすれば，これはアプリオリには

きわめて大きい価値を持つように感じられるのであ孔

　また，上の（3〕の結論の場合に採用されている仮定，すなわち各期において純

利益の全額が分配されるという仮定は非現実的である。もっと現実的な分配政

策を仮定した上で，それを前提においた「未来の企業価値と今期の会計情報と

の関係」の考察が企てられるべきであろう。しかしそのためには，0Fのモデ

ルは，経営者や株主等の最適化の意思決定プロセスを合むモデル，最適化モデ

ルヘと組み替える必要があるかもしれない。

　また，この0Fの研究は，企業価値の推定といった，従来では経営財務論ま

たは財務分析の領域の問題と考えられていた事柄を財務会計上の評価基準の選
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択問題と結合させようという新しい方法論が採用されている。1個のサービス

ファンクションとしての会計機能を重視するならば，このような経営財務論と

会計学との結合的研究は益々盛んになるべきであろう。

　昨今の会計学界においては，論議されている資産時価評価の範囲はおおむね

企業が保有する金融資産に限られ，その事業資産（eX．，棚卸資産，設備等の固

定資産，土地その他）に関してはそれを時価評価することの妥当性の有無にか

んしてはほとんど論議されていない。しかし，実践的な問題としては，バブル

の時代に高値で投機目的で取得された土地等が多くの企業でなおその取得原価

で記録されており，それが期末貸借対照表では期末時価に比べて過大である限

り，一種の含み損失を抱えているのではないか。すくなくともこの範囲の土地

にかんしては，期末時価評価による評価損の計上が考えられるべきではなかろ

うか。そして，第二に，上の考察からも分かるように，ある種の条件の下にお

いて，事業資産をも含めた全資産の期末時価評価は，長期的将来における企業

時価資本の現在価値へと収束する途中過程にあるものとしての，当企業全体の

期末取替原価を近似的に表している。もしも投資家がこの期末時価合計が企業

価値よりも低いと考えるならば，当該産業への新規参入はその差額だけの超過

価値をもたらすと半竈断される。その逆であれば，新しい参入は長期的な禾竈益を

もたらしはしないであろう。

　このような意味で，単に金融資産だけではなくて企業全体の取替時価合計額

は，当該産業への参入の是非のインデックスを形成すると見られるので，その

意味でその時価情報は国民経済的に見て資本の最適配分に貢献すると考えられ

る。かかる見地からの企業資産時価評価の妥当性の検討も大いになされるべき

である。

（以上）
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（付録1）第（6）式の証明

　本文の（5）式から，

P‘＝ΣエlR戸・坦、［凶、、］＝Σ昆1R月一厄、［κ告、一あソ‘、、十Rπムソ、、、．I］

　＝Σ長1R言一凪し紅、］÷Σ芝1R芦厄．［一わソ、仇十RFあ、’’、，．1］．

　この最終式の第2項を考えて（風を省略する），

　τ目1の場合：R戸1（一あソ‘十王十ル加。）＝＿R戸1伽叶1＋加止

　τ昌2の場合：〃2（一加’。2＋心加、。1）＝一κ2加、。2＋R戸1加‘十1．

　τ＝3の場合：蛎3（一加’。3＋ル加。十2）＝一R戸3加’十3＋町2加’十2．

　これらの諸式の右辺を加えてゆくと，

　Σ昆1R〆凪［一かソ‘、、十RF加、、、．1］＝わΨ、一R公一厄、［あソ，、、］．

束すると仮定される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（Q凪D．）

この第2項はゼロに収

（付録2）第（13）式の証明

　その行列の対倉線上の4つの要素およびゼロとなっている諸要素が（13）のそれらのよ

うになることは自明である。そこで，残りの諸要素について順次，数学的帰納法により

証明する。　（0Lは証明していないので，中野の証明である）。

　㈲　その（1，2）要素一H（1，2）一の証明

　昨1の場合，〃（1，2）＝ω12．ゆえに，（13）式のH（1，2）はこの場合正しい。そ

こで，t＝τの時それが正しいとして，t≡τ十1の時正しいか。

　〃十1（1，2）…H■（1，2）〃（1，2）の（1，2）要素＝ωilω12＋ω口1（ωあ＿伽1）／（⑪肥

一ωu）一物＝［｛ω鉱工一ω炉）／｛伽’ω11）］ω12．　故に，正しい。

　｛b〕H（1，3）要素の証明

　㌍ユの場合，〃（1，3）…1となって，（I2）式のそれと等しく，従って，正しい。次

に，一τの時それが正しいとして，‘＝τ十1の時正しいか。

　冴一十1（1，3）＝〃一（1，3）〃（1，3）の（1，3）要素＝ωb＋1（ω1＿γ1）／（ω11＿韓）1

市；11／（ω11一韓）1［ωifl一ω1γ1＋ω玉1γ1一γi＋1］＝（ω1す1一γ三十1）／（ωn一γ）．　ゆえ

に，（13）式の（1，3）要素は正しい。

lc〕H（1，4）要素の証明

τ二1の場合，（13）式の（1，4）要素，すなわち（ユ4）式の値は，

［ω12／工（ωlr吻）（ωlrψ）（⑰ザ惟）］］・［伽伽2一ωllψ一ωn吻十吻惟十ω11
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ヅω州・1＝0．

　ゆえに，これは，（12）式の（1，4）要素と等しい値となって，正しいことが分かった。

　次に，t＝τの時それが正しいとして，一＝τ斗1の時，

　〃十1（1，4）宝〃・冴の（1，4）要素＝ω12・（ωあ一ωi1）／（ω鴉一ω11）十ω12帖［＊］．

一（A）　ここで，［‡］は，（14）式の大カッコ内の式。

　そこで，この（A）と，（14）式のτの代わりにτ十1を入れた式が等しくなることを証

明すればよい。両氏の差をとると，

　　（ω1・脇一ω1・ωll）／（吻一ωll）十ω1・γ・舳／［（伽r吻）（ωrγ・）］十ω州・嚇

／〔（伽一ω。）（ω吻一γ・）1＋ω1・γ1＋1／［（γザω1王）（γザ物）1一［ω皿⑳ポ1／［（ω、1一物）

（ω。1・）1＋ω1・嚇十1／［（伽・一ω・）（ω・一γ・）1＋γ蔓十1／［（γ・一価）（γ・一物）］トロ／

［（ωu一説）（ω1rγ2）（吻一γ2）］］・［（ω12ω2一ω12ω王1）（一ωn吻十ω11Y2＋γ2吻一

γ1）十ω1・γ・ωb吻一ω州1ωi1一ω1・γ・ω蔓・ω・十ω1・γ1脇十ω・・γ蔓十1ω・一ωリγ蔓十1

⑰・一ω1・ω1f’吻十ω1・鮒1γ・十ω1・ω捗’ω・一ω1・・鮎十’γ・一⑪・γ蔓十1ω・十ω1・

γ蔓十！ω腕1＝0．

　　　　　　　　　　　　　　　　　（Q．E．D．）

　㈹H（2，4）要素の証明

　τ＝1の場合，（13）式の（2，4）要素は1であり，それは（n）式の変換行列の（2，4）

要素に等しい。したがって，この場合には（13）のその要素の公式は正しい。

　次に，にτの時それが正しいとして，C＝τ十1の時，

　〃十1（2，4）＝〃・Hの（2，4）要素二ωあ十［（ωあ＿γ蔓）／（吻一γ2）］γ2＝［1／（吻

＿γ2）］［ω弦1一ω蔓2γ2＋ω易γザγ蔓十1］＝（ω敏］一γ蔓十1）／（吻一γ2）＝（13）式の（2，4）

要素においてτ十玉を入れた場合の値。

　ゆえに，この式も正しいことが分かった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（Q月．D．）

（付録3）第（15）式および第（16）の諸式の証明

のれんについて，（7）式から，

8‘呈P’一加一＝Σ艮1灰月一亙‘し葦十。］＝R戸1［凪（κ告1）］十Σエ2R〆厄！［兀紅。］

　：R戸1亙、［兀紅ユ］十R戸1Σえ2友戸仲ユ亙、［κ告、］．

ゆえに，

R職＝厄‘［似チ十1＋81＋1］．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・（a）

さて，この「のれん」について，次のように仮定してみる。

8’＝α：0κ芋十α20αi＋β’ハ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．（b）

両辺にRFをかけて，

R昭一昌R・α10〃十R・α・・伽十心β・Ψ1．　　　　　　　　　・（・）
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　また，上の（a）式の右辺に本文のLIMに関する（10）式と，そしてまた上の（b）式を代入

すると，

畑’昌引ω。・〃・ω1…’用、十α1・κ1・1＋α・・舳十β・”・l1＝（α1＋1）（ω・

・〃十ω1・・刎十Ψ1’）十α・（伽・・、十吻）・β1γ1ソll＋β・γ・吻．　　　……（d）

　上の（c）の右辺と（d）の右辺は等しくなるべきである。（なぜなら，o蛎その他の値が

いくらであっても両者はひとしくなるべきであるから）。ゆえに，oポ，oω，およびソ。の

各変数にかかる係数を等しくおくことにょり，次の4つの等式を得る。

RFα1　＝（α1＋1）ω11．

RFα2　＝（α1＋1）ω12＋α2ω盟．

R・β！＝（α1＋1）十β1γ1．

灰Fβ2　　＝α2－1一β2γ2．

・…・
ie）

・・・…
io

　…（9）

・・・… @（h）

　α1，α2，β1，および　β2について上の4つの方程式を解くと（ユ6a）一（16e）が得ら

れる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（Q．E．D．）

（付録4）（17）式と（18）式の証明

　本文（15）式の両辺にムを加えて，

Pl÷ム＝加・十凶十α1αチ十α・0伽十β・γ1．　　　　　　　　……（a）

　また，

0〃＝πチ＝北、一（心一1）加’．］＝カド（ルー1）［加’十ムー兀’］＝R舳一（心一1）

［加1・a・1・［心／（心一1）1・（心一1）κr（R・一1）［加1・a11・（心一1）［φκr

（加‘十山）］．

　ここから，

　0蛛／（RF－1）＝φルー（加1÷a1）．ゆえに，加1＋山＝φπド0材／（RF－1）．ゆえ

に，

加・・dl・α1伽1・φπr・〃／（心一1）・α1・〃・φ肘［α1－1／（心一1）1

○ポ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（b）
　この（b）の最終式からφルの式をつくり，また，それを上の（a）式とくみあわせること

により，

P1手41一φル＝加・・dl・α1・κ1・αml・β・トあΨ1一かα1・〃・［α・一1

／（心一1）］・ポ＝α・。・ポ十α…i＋β・ソ‘．　　　　　　　一・・（・）

　ここで，α㍉＝α1＿1／（心＿1）二＿RF（1＿ω11）／［（ル＿1）（RF＿ω11）］．

　（C）式においてtについてC＋τ（τは大きい数）により置換し，それを時点tにおいて
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期待値をとる。しかし，その計算を展開する前に，準備としてκ一（（13）式）においてτ

→OOのときどうなるかを調べておくことが必要である。ω11，γ1，そしてγ2は絶対値に

おいて1よりも小なので，τ→ooのときゼロに近づく。ゆえに，十分に大きいτに関

して，

ぺ㍗州ド㌣ギ「十
　（c）式と（d）式から，

亙一［P‘。。・a・・一φ・舳1・α＊1似1…α…舳・β・γ艸τ・α＊・［1ω1鮎／（吻一

ω、1川・α、十1ω1・／（吻一γ・川ωあ／（伽一ω・バ職1・α・［碗・伽十1ωあ／（肋一

γ2）1晩］＝［ω12ω易RF／（RF一ω11）］・［一（1一ω11）／1（RF－1）（ω昭一ω11）1＋1／

（心一物）］［・伽十吻／（ω腕一γ・）］．　　　　　　　　　　・…・・（・）

　この（e）の最終式から，もしも吻＝1またはω12＝Oならば，

　凪［P舳十6舳一φπ用］

は（τが十分に大きいとき）ゼロとなり，また，吻∈　（1，RF），ω12＞0，そして。刎

十吻／（伽一γ2）＞0であるならば，それが正であることが分かる。

　　　　　　　　　　　　（Q月．D．）

（付録5）（19）式と（20）式の証明

　明らかに，

　互、［P、、，十a、刊］；亙、［亙、、，．1［P、判÷払、、］］＝厄、［RF［戸、、、．1］］＝RF且［P、“．1］．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・…（a）

　また，

　亙、［P舳十｛、，一P、、、．1］＝（RF－1）疵［＾、、．1］．　　　　　　　　　　・…・・（b）

　この（b）式から，

　亙、［P舳．1］；l1／（RF－1）i砂［P、、、十a、、、一P、、、．1］．　　　　　　　　……（c）

　ゆえに，（C）と（a）から，

凪［P’、、十6、刊］＝心凪［P舳．1］＝［R。／（R。一1）1風［戸、、、斗6、、、一p、、，．1］．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・（d）

　この（d）式の最左辺と最右辺とに凪［φx冊］をマイナスすると，

亙。［P舳・＾一φ・舳1・φ厄1［P舳・a1利一P舳一1一ル。。1．　　……（・）

　この（e）式にたいして上の付録4の諸命題，（17）と（18）を適用すると，直ちに（19）と

（20）が生ずる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Q凪I）．）

（付録6）（22）式一（25）式の証明

　期間利益の全額が配当として分配されるという仮定にもとづいているので，任意の未

来期間の総資産簿価加’、、は，今年度のそれ，すなわちあハに等しい。したがって，そ

の未来年度の標準利益は，

　　　〈RF－1）加’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（a）

に等しい。

　まず，不偏的会言十のもとでは，τが十分に大きいとき，「のれん」はゼロに近づくの

で，異常利益はゼロに収束する。したがって，そのような未来期間の純利益はほとんど

標準利益（a）のみからなる。すなわち，（22）式が証明されれ

　つぎに，保守的会計で，しかも営業資産の成長がない場合，すなわち，伽＞0，ω羽

＝1の場合には，未来利益は，標準利益だけではなくて，いくらかの異常利益Kがつけ

くわわる。というのは，上の付録4の（d）式（十分に遠い未来における諸情報変数を得

るための変換行列）の第1行にたいして，現在時点一における諸変数値ヘクトル（o助

ω吐～吻）’一列ベクトルーを右からかけると，その未来時点の異常利益が得られ

る。それは，

K＝ω1・1・・‘十吻（旦一γ・）一’1／（1一ωil）　　　　　　　　……（b）

に等しいことが直ちに分か孔このようにして，（24）式が証明されれ

　最後に，保守的会計で，しかも営業資産が成長してゆく場合には，伽＞0，伽＞1

となる。この場合の異常利益の値は，これらの諸ωを上の　変換行列（付録4の（d）式）

に代入すれば分かるように，ω盟＞1であるために、無限大に発散する。これにより，（25）

式が証明された。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Q．E．D．）
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神戸港とアジア経済交易
　　震災の及ぼした影響・

阿　部　茂　行

目次

1．序

2．震災と神戸港

3．日本の海運の現状と神戸港

4．アジアとの交易

5．結論

　　　　　　　　　　　　　　　　　1．序

　阪神・淡路大震災は，神戸港が日本及びアジア有数の国際海上コンテナ輸送

の拠点であったことから，アジアとの経済交易にも，大きな影響を及ぼしたと

考えられる。神戸港は震災前日本の貨物の3割を取り扱っていた。この神戸港

が震災のため，機能を停止した影響は大きく，これまでに多くの震災関係の論

評，研究が行われてきている。それらを参考にしつつ，我々は，ここでマクロ

串本稿はr兵庫県南部地震に関する総合研究』の成果の一部である。本稿のもとになっ

た論文は1997年2月14日国際協力研究棟4階プレゼンテーションルームで開催された

r兵庫県南部地震に関する総合研究』研究会でr震災前後のアジアとの経済交易」とし

て報告した。出席された方から有益なコメントを頂いた。また，この研究に関しては，

データ収集，整理で清原がおりさん，吉田美香さん，桑原志野さん，r神戸港大観」の

資料提供，説明で神戸市港湾整備局の安簡，吉田爾氏また神戸税関のお世話になっれ

記して感謝します。
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の経済視点から日本とアジアとの交易についてどういう変化が起こったのかを

分析することにしたい。

　震災が1，2年のスパンの問に，どのようなそしてどのくらいの影響を神戸

港におよぼしたのかをまずレビューしてみる。その後，現時点で利用可能なデ

ータを使って，いくつかの経済分析をし，神戸港復興シミュレーションを試み

る。何といっても震災前後を通じて，一番大きな外貿に関する変化を引き起こ

したものは，プラザ合意以降の円高に伴って起こった日本の対アジア直接投資

の急増，それに伴うアジアの工業化，そして貿易の拡大であろう。国際海運の

世界でもこのことは大きな変化をもたらした。日本の相対的地盤沈下，アジア

のこの分野での浮上である。震災前後に，こうした日本とアジアの関わりに変

化が起こったのかどうか興味のあるところである。最後の分析はここに焦点を

あてる。

　　　　　　　　　　　　　　2、震災と神戸港

ナラティブな説明

　震災前後の物流の変化をまず簡単にサーベイしておこう。幾つかの震災研究

によると，一般に次のようなことが言えるω。

　震災前のユ994年の神戸港でのコンテナ貨物取扱量は4，200万トン，20フィー

トコンテナ換算で270万TBUであった。このうち，国内発着のローカル貨物が

71％と4分の3弱，港で船から船へと荷物を積み替える「トランシップ貨物」

が29％と4分の1強を占めていた。神戸港の背後圏は広く西日本全域をカバー

しており，そのうち近畿地方のものが60％を占める。これに中国・四国を加え

ると約80％となる。神戸港は近畿，中国，四国地方など，主に近隣の地方の貨

ω　関西交通経済研究センター『神戸港国際物流復興促進シンポジウムの記録』（平成7

　年12月）また運輸省港湾計画課金圃調査室「神戸港の被災と国際海上コンテナ輸送へ

　の影響」　（『港湾』Vol，72，No．3．1997年）を参照。
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物を取り扱ってきたのである。トランシップ貨物の流れをみると，1980年代に

は神戸港取り扱いの約60％を韓国発着貨物が占めていたω。特に，韓国・北米

ルートの貨物は，全体の50％に達したが，これは当時の釜山港の処理能力が低

いせいで，神戸港が韓国貨物のトランシップ港としての役割を果たしてきたと

いうことにすぎない。ところが，1990年代に入り，釜山港の整備の進展に伴い，

韓国貨物のシェアは相対的に低下する一方，1980年代の後半からは急速に伸び

てきた中国の貨物が大半を占めるようになった。1993年時点で，韓国貨物の30

％に対し，中国貨物が逆転して53％を占めるに至った。なかでも，中国・北米

ルートの貨物が43％と，大きなボリュームを占めている。このように，震災前

の神戸港は，近畿地方を中心とする西日本の貨物をべ一スに，中国や韓国と北

米を結ぶ国際トランシッフ港としての役割を果たしてきた港といえる。

　さて，大きな被害を受けた神戸港では，震災後，急ピッチで復旧工事が行わ

れた結果，1995年3月20日には摩耶埠頭の1バースが再稼働を始めたのを皮切

りに，1996年9月には10のコンテナハースが暫定的に使用可能となった。また，

限られたバースにおいて円滑に貨物を扱うため，日曜荷役・24時間荷役が導入

されたのをはじめ，港湾使用料の減免などの対応策が採られた。その結果，荷

役状況は，TEUべ一スで3月前年同月比1．5％から6月前年同月比45．ユ5％に

まで回復した‘3〕。震災直後の2月は港湾機能がほとんど停止したため，貨物は

極端に減ったが，その後急速に回復し，6月末では51％，7月末では63％の貨

物が神戸港に戻ってきた。他の港にシフトしていた航路も次々と神戸港に戻っ

てきた。7月末時点で，航路の復帰率は，震災前の74％にまで回復している。

　航路の74％の復帰は貨物の復帰を上回っている。コンテナハースに関して

（2〕関西交通経済研究センターr神戸港国際物流復興促進シンポジウムの記録』（平成7

　年12月）76頁。

（3）関西交通経済研究センター榊戸港における海事産業の緊急復興のためのマスター

　プラン策定に関する調査研究報告書』24頁の表3．3参照。
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は，1998年9月に完全復旧を目指している。

　震災直後，既に海上にあった船舶は行き先変更を余儀なくされたわけで，エ996

年1月末までの神戸港向け貨物の揚げ地変更先割合は，横浜港，東京港への変

更が3分の2，大阪港への変更が約2割であった。そして，約3％が韓国の釜

山港に変更されたω。3月の時点では，大阪港の取扱量が前年の2倍となるな

ど，西日本の港が特に大きな伸びを示した。神戸港を利用していた荷主約300

社へのアンケート結果でも，神戸港の代替港としては，神戸にもっとも近い大

阪港の利用が圧倒的に多く，次に名古屋港，横浜港と続いているという。輸出

では，博多港等の国内他港の利用も比較的多く，荷主が最寄りの港を利用した

ものと推測される。輸入では消費地に近い東京港や横浜港の利用も多くなって

いる。また地方港から釜山港経由で欧米に向かうルートも割合としては多くな

いが利用されている。1994年から95年にかけて，日本の地方港と釜山港とを結

ぶコンテナ港路の開設が相次ぎ，釜山港と定期航路を持つ地方港は，1993年末

では9港だったのが，1994年末では14港，1995年9月では寄港予定も含めると

22港と大幅に増加している他，便数も増えている｛5〕。

　神戸港の後背地はいうまでもなく，近畿，中国，四国の西日本である。東京

方面で陸揚げすると陸上輸送費の負担が嵩む。また，震災前からアジア諸国の

発展に伴って神戸港をはじめ日本の主要コンテナ港湾の国際的な役割低下，ハ

ブ機能の低下が懸念され，震災がこれに拍車をかけたきらいがある。

震災と神戸港1いくつかの数値分析

A．寄与率によるシフト分析

14〕運輸省港湾計画課企画調査室，「神戸港の被災と国際海上コンテナ輸送への影響」

　r港湾』Vol．72，No．3．1997年。

（5〕関西交通経済研究センターr神戸港国際物流復興促進シンポジウムの記録』（平成

　7年12月）78頁。
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　上記の様に，神戸港への貨物は国内の他の港のみならず，韓国の釜山港にま

で行き先変更されることとなった。震災後2年の間のこのシフトはどの規模で

起こったのであろうか。そして，日本のどの港が神戸港の代替をどれぐらいし

たのであろうか。

　『神戸港大観』r統計神戸港」の各年版，各期版でこの辺の事情を数値で振

り返ってみよう。総入港船舶数，総入港船舶トン数，総取扱貨物量として，外

貿易，輸出，輸入，内貿易，移出，移入，それに輸出入貨物総額，輸出額，輸

入額について，五大貿易港の取扱量をユ994年，1995年，1996年度でとることが

できる。

　　　　　　　　　表1　主要港の震災前後の貨物量取扱量

神戸 東京 横浜 名古屋 大阪 5大港

蛸 95 明 靱 蛎 肪 眺 明 蝸 脳 肪 蝸 蓼4 闘 髄 胆 肪 肪

撞入港船組馴隻鋤 断，制刊，1別畠I，鵬 珊，棚蝸．刎蝸．蜘 琉．躬3肪，棚田，蝸 鵯．螂軸．o05糾，1盟 簡，脳刊，㈱硯，説 測，蝸，㎜，捌郷．冊

見入港個万｝ン〕 ㎜ 1宿 〃4 1盟 脳 1如 捌 醐 脳 1肪 別1 服 1切 1盟 1鵠 1，脇 明7 1．皿回

醐倣貨物量値万｝ン 1刑 兜 醐 柵 研 盟 1盟 1別 1盟 1冊 蜆3 137 91 1盟 1帖 棚 ミ石 珊

外貿易値那ン〕 55 四 硯 盟 四 笛 舵 η 冊 馳 盟 醐 囲 距 3 脇 湖 鵬

輸出循万トン） 盟 刊 旭 島 lo 13 31 糾 3 31 32 3 7 H 皇 m 1oo 鵬

○入個万トン〕 四 16 蜀 1一 19 2 37 鵯 蝸 盟 肪 鶉 1島 別 盟 1調 1調 1筒

内鯛個別ン〕 1帖 硯 醐 囲 靱 5〒 馴 刷 副 窃 弱 鶉 髄 唖 7 舳 31τ 棚

移出1百万トン） 黎 η 5 1f 別 ］9 囲 鴉 囲 別 別 昭 距 鴉 鴉 M5 1釦 脳

移入1百万トン〕 田 甜 田 盟 盟 盟 35 31 塊 珊 釦 別 蛆 黎 岨 期 1駅 1肥

■出入貨物燃。帽円 7．1岨 ’．鮎 6．脳 〒．醐畠、脳軟1鴉 9，l15 9．mい。，鴉 直一蜥7■剛 畠，榊 3．湖 4，棚 4，醐 剴，㎝ 硯，舳 盟．棚

業田。o億円） 4．6刑 至一概’、113 ｛．郷 ｛，別1 へ伽 6，醐 子．㎝ヨ 孔皿問 5．脳5、㈱6一説 11㈱2．職 1，舳 理，511 盟，o品一 囲，舳

録入。晩円） 2．鵯一 1．側9 2．ミ醐 3一蝸3I螂’，棚 2，弼 2．師。 3，糊 1．脳2■脳2，搬 1，571 2，別42，310 ll，嚇 12，搬 15，脳

皿　　I

出所：嚇計神戸港’各期版

　妻1は，総入港船舶数で，神戸港はユ994年に比べ，1995年は8割，他の指標

ではほとんどが5割台であるのが分かる。それに比べて，大阪港は船舶数では

8％増，その他の指標は概ね3割以上増えている。名古屋港については輸入が

23％増えている他は微増にとどまっている。東京港と横浜港については，船舶

数では1995年微減，その他の指標では外貿のうち輸出が大きく伸び20％程度と

なっている。大阪港が1995年は神戸港の代替港となったことが分かる。ユ996年
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になると，神戸港は入船隻，トンとも，9割方に回復し，総取扱貨物量でみる

と7割～8割の回復をみせた。貿易額では輸出は85％，輸入は97％の回復をみ

せている。大阪港は1995年には概ね3割以上伸びたが，1996年では概ね1994年

と比べ15～20％の伸びにとどまっている。名古屋港は貿易額を除いてはほぼ19

94年のレベルであり，横浜港は微減，東京港は微増となっている。

表2　主要港の震災後の貨物量増減への寄与度

増減率

T港合計

寄与度

港名 単位 神戸 東京 横浜 名古屋 大阪

95 髄 95 96 95 96 95 ％ 95 蝸 95 ％

総入港船舶藪 隻数 →．19％ →．証％ 1鴉％ 蝸％ ］％ 22％ ユ2％ 腕％ 一脇 一2％ →6％ 旭％

総入港船舶トン数 千総トン数 一7．硯％ o．理％ 1冊％ 一ユ1冊％ 一ユ4％ 702％ 14％ →2I％ イ％ 割2盟 一60％ 鰯％

総取扱貨物i 千トン 一5．09％ 一工．研％ 妬脳 35脇 一冊％ 一137％ 一1o％ 1脇 一17％ 2路 珊％ 一1盟％

外貿易 千トン L㎝％ 5帖％ 判5％ 一10ユ％ 1盟兜 η％ 繍％ 研％ 1〃％ 脇 枷明 靱％

輪山 千トン →o里％ 一1．39％ 鵬脳 蜘％ 一班％ 一317％ ｛脳 釦％ →％ 拐％ 判％ 一131％

喩入 千トン 語．理％ 畠．03％ 一〃4％ →o％ 説％ 囎％ 141％ 冊％ 冊％ 脇 121％ 帥％

内貿易 千トン →．㏄喘 イ．肥％ 1醐％ m脇 一鴉％ 一理％ 21％ 即％ →％ 3％ ｛脇 一折％

移出 千トン 一1o．08％ 一7．oo％ 1η％ 118％ 一㎜％ 一旭 1宮％ 34％ 一概 11帖 一71％ ψ％

移入 千トン 一3．頸％ 一5．η％ 1箇％ 9脇 一1脳 一25％ 鴉％ 肪％ 4％ 一5％ ｛3％ 一31％

輸出入貨物総額 百万円 1．舶％ 13．鴉％ →卿％ 一13％ 刊％ 釦％ 醐％ 閉％ 13脳 割％ 1蝸％ 囲％

舳出 百万円 一1．靱％ 5．胆％ 仙7％ →脳 17％ 1脇 ｛o％ 30％ 一11蝋 四％ 一145％ 囲％

舳入 百万円 9．η％ 30．島7％ →脳 一一％ 蝸％ ヨ出 蝸％ 妬％ 脆％ 別％ 60％ 21％

往：f統計神戸港』各期版より艶年度の数値をべ一スに酎算。

　妻2は全体の変化を各港の変化がどれぐらい寄与しているかをみたものであ

る。1995年，96年と外貿易を除いては多くの指標でマイナスの成長率を示して

いる。たとえば，入港船舶数は，1995年が全体（五大港計）が4．2％減，神戸

港が138％の寄与をしており，大阪港が一46％，すなわち，神戸港が減らす方

向に寄与しているのにくらべ，それを増やす方向に寄与しているのが大阪港

で，ほぼこの2港で全体の城となっいる。つまり，神戸港の減をカバーしてい

るのは大阪港ということで，他の港の影響は比較的少ない。

　主要港を同様に比較してみると，総入隻数や内貿は他港へのシフトがユ年上
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まりで，2年後にはもとに戻る傾向を示しているのに比べて，外貿は東京，横

浜，名古屋，大阪のどの港も2年目も1年目に引き続き伸びている㈹。

　いうまでもなく，寄与率は，絶対額で議論するのではなく，相対的貢献度を

示す指標であるので，他港と比べての神戸港の現状をより客観的にみることが

できる。

B．トレンドによる神戸港復興シミュレーション

　震災後，神戸港が震災前のレベルあるいはトレンドに復帰するのはいつかと

いう課題に一つの答を出してみよう。コンテナハースの復帰数を調べたり，労

働者の復帰状況，政府支援等々から，神戸港がもとに戻るのがいつという分析

もあるが，ここでは，これまでの時系列データから，トレンドとしていつ震災

前の成長パスに復帰するのかを調べてみる。幸い，r神戸港大観j，不統計神戸

港』には月次データが掲載されており，それから季節調整をほどこしたデータ

でトレンドを震災前と震災後を別個に回帰分析し，いつ頃震災復興が達成され

るのかを占ってみる。月次データは総入港船舶数や総トン数が外航と内航に分

けて利用可能である。

　図1は，入港船舶数をもとにシミュレーションした結果を示している。総入

港船舶数については1996年11月の時点ですでに1994年8月のレベルに達してい

るが，震災前のトレンドに復帰するには2000年までかかることを示している。

また，内貿は大きく伸び，総入隻数では1997年には震災前のトレンドに復帰で

きそうである。ただ，問題は，復県需要で内貿が伸びているだけかもしれない

ということである。だとすると，意外にヒステリシスが強いということになる

のかもしれない。この図をそのまま解釈すれば，内貿船舶数についても復帰に

は1999年末までかかる。これに比べて，外貿は震災のヒステリシスが続き，震

災前のトレンドには戻ることがない。
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図1　神戸港の復興シミュレーション（入港数）
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　図2は，同様の分析を実量，総トンについて行ったものである。これから言

えることは，総入港トン，内航船トン，外航船トンのどれをとっても，ほぼ現

時点で震災前のトレンドに戻っていることが分かる。ここで注意すべきは，内

航船トンについてはそのほとんどが輸送機械，すなわち，フェリーの復帰であ

り，一般貨物ではないという点であり，外航船トンについては，最新のデータ

が異常に高く，その1時点のデータに計算結果かが左右されている可能性があ

ることである。

　いずれにせよ，この2つの分析から，モノの動きは1997年の時点で震災復興

を果たしているようであるが，入港船数についてはまだまだ震災前のレベルに

も達していないし，またドレンドパスに復帰するにはあと3年以上かかる様で

ある。

C：内質の財別寄与率

　日本全体の内貿における兵庫県のシェアは概ね40％である。日本全体の内貿

は，1994年を基準にとると，1995年は153％の減，また1996年は123％の城とな

っている。この減少に貢献しているのが，兵庫県で，例えば，移出でみると1995

年42％，1996年54％となっている。

　次に，神戸港の内貿の財別内訳をみると，偏りが大きい。ことに，輸送機械

は移出が90％に近く，全体の1％を越える財は53財のうち5財しかない。鉄鋼

が2％，その他食料が1．5％，重油，米・雑穀・豆がそれぞれ1．3％となってい

る。これは震災後もほとんど変化がない。一方，移入は，輸送機械が82％を占

め，鉄鋼が3．7％，鉄鉱石2．7％，石油製品2％，砂利・砂・石材が2％弱，セ

メント1．3％，重油1．3％となっている。神戸港の貨物取扱量のトータルを見る

ときは，それゆえ，輸送機械がほとんどをきめてしまっているということに注

意すべきである。トン数で把握する統計では，フェリーを中心とする自動車輸

送がどうしても大きく統計に現れる。神戸港が日本最大のフェリー基地である
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がゆえの数値なのである。次のセクションで述べる外貿と比較するには，フェ

リーを別扱いにする方がよい。

表3A 内貿財別シ］＝ア上位20産業の推移（韓送機械を除＜）

移出 移入

ランク 1994 1996 1994 1996

1 鉄鋼 19．60 鉄鋼 22，83 鉄鋼 19，30 砂利・砂・石材 28．02

2 重油 15．85 米・雑穀・豆 13．32 鉄鉱石 16．16 鉄鉱石 16．74

3 その他食料工業品13．93 その他食料工業晶12．18 砂利・砂・石材 13，21 鉄鋼 13．34

4 米・雑穀・豆 12，23 取合せ品 8．蜘 石油製品 11．29 石油製品 10．22

5 取合せ品 6，91 重油 7．80 セメント 7，03 セメント 8．68

6 動植物性製造飼肥料4．88 その他農産品 6．50 重油 6．84 コークス 6．53

7 化学薬品 3．74 動植物性製造飼肥料 5，00 コークス 5．36 重油 4．88

8 麦 3．53 木製品 3．86 化学薬品 4．37 その他機械 2．50

9 日用品 2，76 廃棄物 2．94 その他機械 3，31 取合せ品 2．25

10 廃棄物 2，72 紙・ハルブ 2．61 取合せ品 3．20 石灰石 2．07

11 その他農産品 2．44 麦 2．57 石灰石 2．93 化学薬品 1．26

12 原木 1．75 石油製品 2．03 ゴム製品 1．86 染料・塗料・合成樹脂 O．92

13 石油製品 1．28 野菜・果物 1．60 染料・塗料・合成樹脂 1．58 ゴム製品 0，85

14 その他機械 1．23 日用品 1，52 金属製品 O．60 廃棄物 0．25

15 紙・ハルブ 1．14 金属製品 1．29 日用品 0．53 その他食料工業品 0．20

16 砂朴砂・石材 1．02 化学薬品 1．03 その他食料工業品 0．43 砂糖 0．18

17 輸送用容器 0189 砂利・砂・石材 1．02 麦 0．36 麦 O．16

18 非鉄金属 0．63 染料・塗料・合成樹脂 O．56 非鉄金属 0121 日用品 0．14

19 野菜・果物 0．56 非鉄金属 0，54 糸及び紡績半製品 0．20 糸及び紡績半製品 O．12

20 染料・塗料・合成樹脂 0．55 その他機械 O，47 輸送用容器 0．18 紙・ハルブ O．12

出所： r神戸港大観』各年版のデータを加工
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表38 内貿における財別寄与度（輸送機械を除＜）

部門 ロロ　　　　　目
入

1995 1996 1995 1弱6
1 麦 6．70 7．79 1．08 一1．αミ

2 米・雑穀・豆 22．O1 8．91 一12，70 一〇．78

3 野菜・果物 O．46 一2．29 一0，12 イ．14
4 綿花 0．36 0．01 O．00 o．oo
5 その他農産品 1．58 0．65 一0，02 O．01
6 羊毛 o．∞ 0．00 0．00 O．00
7 その他畜産品 一0．02 一〇．34 一0．03 一0，04

8 水産品 0．89 O．47 0．06 一〇125

9 原木 2．80 1，39 一0．08 一0．18

10 樹脂類 O．02 一0．15 0．00 0．00
11 その他材木 0，00 一0．04 0．00 O，00
12 薪炭 0．00 O．01 0．00 0．00
13 石炭 0，03 0．06 0．12 一0．10

14 鉄鉱石 0．04 O．08 44．50 24．54
15 その他金属鉱 0．17 0．31 0．00 0，00
16 砂利・砂・石材 一0166 一9．06 一20．76 123．59
17 原油 0．00 0．00 0．00 O．OO
18 りん鉱石 0．00 o．oo 0．00 0．00
19 石灰石 0，00 一0．01 一1．30 一3．21

20 原塩 0．03 0．06 O．00 O．00
21 その他非金属鉱物 0．41 O．76 C．02 一〇．06

22 鉄鋼 10．89 2．79 20．60 一25．12

23 非鉄金属 一0．78 一0．73 一1．60 一一Z．67
24 金属製品 0．33 1．08 2．02 一3．84

26 その他機械 一一U．58 一3．54 5，15 一5．38

27 陶磁器 O．00 一0．05 O103 一0．04

28 セメント 一0．42 一一O．02 5．54 20．35
29 ガラス類 一〇．14 一0．01 o．oo 一〇．01

30 その他窯業品 一〇．06 一0．66 O．08 一〇．15

31 重油 19．49 27．98 9，46 一7．94

32 石油製品 1．08 4．89 17．82 O．33

33 コークス 一〇．11 0．05 一2．50 18．51
34 その他石炭製品 0．00 0．00 0100 o．oo
35 化学薬品 5．95 13．86 13．13 一17．78

36 化学肥料 o．oo 0．00 0138 一〇．69

37 染料・塗料・合成樹脂その他 一2．61 一3．04 2．30 一3．86

38 紙・パルプ 1．oo 3．60 O．10 一0．17

39 糸及び紡績半製品 一〇．06 O，03 O．40 一0．40

40 その他繊維工業晶 一0．24 0．I2 0．09 O，22
41 砂糖 o．oo 0．00 0．82 一0．25

42 その他食料工業晶 25．22 37102 0．55 一1．39

鵯 がん具 0．00 0100 0．02 一〇．05

ψ 日用品 5．01 8．33 1．04 一2．51

45 ゴム製品 一0．28 0．11 5．91 一7．04

46 木製品 O．37 一〇．45 一0．04 一0．02

47 その他製造工業品 0．07 o．oo 一0．01 一〇．09

48 金属くず 0．12 O，27 O．07 一0，06

49 くずもの 0．00 刈．01 O．00 O．00

50 動植物性製造飼肥料 4．71 2．96 一〇、17 O．∞

51 廃棄物 一8149 一10．48 0100 1．91

52 輸送用容器 L56 3．71 O．49 一1．12

53 合せ口 9．13 3．58 7．57 一5．05

1994　からの成長 0．58 0．78 O．72 1115

注：各年とも1月～9月期のデータをもとに計算
出所　r神戸港大観』各年版のデータを加工
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　フェリーを別扱いにした場合，どのような分析が可能であろうか？自動車輸

送を除いた一般貨物の内訳をそのシェア上位2㎝主の産業を妻3で示した。移

出，移入ともあまり大きな変化はないが，震災前と比べて，震災後はやはり建

設資材の砂利とセメントの移入が増え，廃棄物の移出が増えている。表3Bは，

移出入増減の寄与率を示していて，震災後の移出入構造がよりクリアに分か

る。移出に関していえば，ユ995年はエ994年の58％しかなく，実に42％減である

が，これに，もっとも貢献したのが，食料であり，次に重油，鉄鋼となってい

る。この傾向は鉄鋼を除き翌年も変わらない。移入に関していえば，1995年は

28％減，ユ996年は1994年に比べて15％の増となっている。1995年については，

鉄鉱石，鉄鋼，石油製品，化学薬品などが大きく相対的に減り，砂利，米など

が増えている。1996年の移入は砂利，セメント，コークス，鉄鉱石が全体増に

貢献し，足を引っ張っているのが，化学薬品，鉄鋼という具合になっている。

内貿に関して見れば，以上のように震災前後で大きくその構造が変わってい

る。

　　　　　　　　　　3．日本の海運の現状と神戸港

　海運業の発展，神戸港の経済活動をみるには，多分，貨物量を何らかの経済

規模を表す実質変数でデフレートする必要があろう。例えば，六大港の輸出入

　コンテナ貨物量の推移をみると，1989年から1993年までの間に輸出は3．3％，

コンテナ輸出は4．7％，輸入は0．32％，コンテナ輸入は5．97％の成長率を示し

ている。この間に日本の実質輸出額（名目輸出額／輸出価格デフレーター）の

成長率は，4．08％，実質輸入額の成長率は5．73％であった。つまり，コンテナ

貿易だけに関していえば，相対的に取扱量が増えているということである。し

かし，六大港の輸出入は，日本の実質輸出入額を大きく下回っているともいえ

るわけで，六大港べ一スの海運は相対的に縮小している。

　神戸港についてみてみると，同期間の上記の数値はそれぞれ，O．3％，O．92
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％，O，61％，3．35％となっている。伸びでみる限り，神戸港は日本の六大港の

うちで，もっとも成長率が低かったことになる。輸入が若干全国平均より大き

いが，その他は大幅に神戸港の成長率は低い。「神戸港の地位が震災後非常に

低くなった。やはり，震災の影響は深刻だ」といった議論をする場合，注意す

べきは，このように震災前の成長率のトレンド自体が全国平均より低いことで

ある。こうした震災前のトレンドを外挿した数値をベンチマークとして，それ

に照らして非常に低くなったと議論すべきであろう。

　一方，この期間のコンテナ化率の推移をみると，神戸港を含む六大港はその

すべてで高くなってきているが，とりわけ神戸港のレベルは輸出において20ポ

イント，輸入において35ポイントも高くなっているのは注目に値する。とはい

え，コンテナ物流におけるアジア関係貨物の輸送量の著しい伸びの中で，日本

発着貨物のシェアの減少が見られることは，アジアの物流における日本の相対

的な地位の低下を示している。この傾向は，アジアの主要港におけるコンテナ

取扱貨物量の推移においても顕著である。近年のアジア地域における海運の発

展における最大の特徴は，海上コンテナ輸送の増大である。アジア・北米航路

及びアジア・欧州航路においてコンテナ輸送量は大きな増加を示しているが，

アジア域内においても驚異的な伸びを見せている。さらに，このようなアジア

を中心としたコンテナ輸送量の拡大は今後も継続することが予想されており，

経済と同じく，コンテナ輸送においてもアジア地域は巨大な成長市場となって

いるのである。

　アジア地域におけるコンテナ輸送の内部構造を，アジア・北米航路の荷動き

量から分析すると，日本発着貨物が占める割合は，東航が1986年の31％から1993

年の21％に，西航が42％から36％へと減少していて，アジアの物流における日

本の相対的地位低下が見られる。アジアにおける海運活動の活発化は，アジア

主要港のコンテナ取扱量推移にも現れている。ことに，コンテナ取扱量におけ

る世界の上位5港中4港（香港，シンガポール，高雄及び釜山）がアジアの藩
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湾であり，これらの港湾では，コンテナ取扱量の対前年伸び率においても，実

に10％を越える値を記録しているのである。これは，とりもなおさず，アジア

地域における海運活動の活発化を示している⑰〕。

　海運の趨勢をみる今一つの指標は，国際収支表のサービス収支，その運輸の

項の貨物運賃，貨物保険，旅客運賃，港湾経費，用船料の時系列である。支払

いの伸びがそして絶対水準が，受取より大きければ，それは日本の海運の衰退

を意味する。運輸収支は図3Aが示すように，受取，支払とも増加傾向にある

が，運輸収支の赤字は拡大の一途である。絶対的には日本の受取は増えている

が，それ以上に支払が伸びていて，相対的に日本の海運は衰退しているという

ことがいえよう。

　図3Bは，さらに運輸について，これを貿易額でデフレートしたものを示し

ている。これをみると受取自体も減少していることが分かる。サービス収支の

運輸の各項目，貨物運賃，貨物保険，旅客運賃，港湾経費，用船量の時系列を

みたのが図3Cと図3Dである。貨物運賃については，1994年7月ぐらいまで

は受取が支払を上回っていたが，それ以後は逆転している。貨物保険について

は支払が常に受取を上回っている。旅客運賃は大きく支払超，港湾経費につい

ても最近年は少し支払趨気味であり，用船料は大幅に支払い超となっている。

このように，国際収支統計で見る限り，外国に押されていることは明白で，日

本海運業の相対的地位の低下がみてとれるのである。1995年1月以降，それま

での傾向と大きく変わるかどうかをこれらの図から読みとることは難しい。

17〕　「日本の港は設備面では競争力を保っているものの，短い稼働時間や低効率，高い

　手数料など利便性でアジアのライバル港に押されている。アジアの代表的な五つの港

　湾を比較してみると，神戸港のバース数は三十五でトップ。コンテナ用クレーンの台

　数でもシンガポール港に次ぐ二位となっている。しかし，コンテナ取扱量はシンガポ

　ール港の三割以下で，五港のなかで最下位だ。しかも港湾利用料はシンガポール港に

　比べて約二・五倍，釜山港の約二倍という高さだ。」（朝日新聞97／04／10「港湾の競

　争力」）
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図3A　国際収支の輸送費（百万ドル）
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図3C 国際収支の詳細 （1）（百万ドル）
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図3D 国際収支の詳細 （2）（百万ドル）

十責■o口1■
一■一■，長日i包

一’・用1日，j

｡■■o凹目主日

重重量婁重…婁董姜婁董董重量…婁婁葦重婁…婁董琶董葦薯婁董葦董董姜婁葦董董書葦婁董葦ヨ書葦婁

44



神戸港とアジア経済交易：震災の及ぼした影響（阿部）

　ここでは，神戸港がこうした日本全体の動きとどうかかわっているのかにつ

いては詳しく分析していない。

　日本の海運の相対的衰退に神戸港がかかわっている状況証拠のいくつかを提

示しておくにとどめよう。一つは，コンテナ取扱量の推移である。世界のコン

テナ港ランキングで神戸港がそのランキングを下げていることを表4が示して

いる。また，表1，表2で示したように，輸出入貨物取扱額で主要5港の成長

率はプラスであるのに，この足を引っ張るように，神戸港は1995年が一429％，

また1996年には一13％，全体の成長率を引き下げるよう貢献している。

表4　震災前後の輸出入関数の係数変化

論砒 輸入

係数　　標準偏差　ト腫　　R2 係数　　標準傾差　卜箇　　R2

アメリカ

アジア

香港

中国

シンガポール

インドネシア

フイリピン

マレーシア

タイ

ベトナム

32033．19　　11392，18　　2，81　0．73

－1182．28　　　415．75　　－2，84　　0．76

38272．72　　i4906，66　　2，57　　0．95

－1258．93　　　544，O1　　－2，31　0．95

8854．48　　2480．l1　　3，57　0．94

－349．91　　　　90．51　　－3，87　　0．94

3018．44　　4077，18　　0，74　0．83

－112．53　　　148．79　－0，76　0．85

4334．75　　2093．3？　　2，07　0．94

－147．15　　　　76．40　－1193　0．94

2638．55　　1379，02　　1，91　0．85

－84．79　　　　50133　　－1，68　　0．8？

，447．67　　　789．71　　－O．57　　0．94

　24．65　　　　28，82　　0，86　　0．95

613．21　　　167，81　　3，65　　0．94

　97，26　　　　　7．75　　12，54　　0．94

2732．17　　　1765，92　　　1，55　　0．94

－67．88　　　　64．45　　－1，05　　0．95

－278135　　　178．38　－i．56　0．88

　11，45　　　　　6，51　　1，76　0．90

アメリカ

アジア

香港

中国

シンガポール

インドネシア

フイリピン

マレーシァ

タイ

ベトナム

一8192．97　　　4219．36　　－1，94　　0．94

430．48　　　153，98　　2，80　　0．95

－6627．55　　10250．44　－O．65　　0．93

457．6ユ　　　374．08　　ユ．22　0．93

　55．26　　　349，43　　0，16　　0，54

　3．61　　　　12，75　　0，28　0．58

－1248．44　　4601，68　－O．27　0．92

106．00　　　167，93　　0，63　0．93

－1336．41　　　801．82　　－1，67　　0．91

　72．18　　　　　29，26　　　2，47　　0．92

－799．2工　　2429．19　－0．33　0124

　38．05　　　　88，65　　0，43　0．32

－1001．15　　　329．06　－3，04　0．90

　45．08　　　　12．O1　　3，75　0．91

－1220．92　　　693，17　　－1，76　　0．96

　61．94　　　　25，30　　2，45　0．96

1020．30　　　613，27　　1，66　0．98

－26．16　　　　22．38　　－1，17　　0．98

234．03　　　198，95　　1，18　0．94

　－7，07　　　　　7．26　　－O．97　0．95
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　　　　　　　　　　　　　4．アジアとの交易

　アジアは世界銀行のr東アジアの奇跡」を待つまでもなく，外国投資を受け

入れ，インフラを整備し，輸出指向の自由化政策をとって，世界の成長センタ

ーとなった。工業化は著しい。それに伴って，海運業においても，港湾サービ

スを含めて，アジアは比較優位をとりつつあるといえる。シンガポールに依存

していたマレーシアは，首都クアラルンプールに近いクラン港に大きなコンテ

ナ基地を建設している。こうした動きは，アジアの経済発展に伴う物流構造の

来るべき変化を示唆するに十分であろう。

　1995年，日本の対アジア貿易額は，対米国と対EUの合計を初めて上回った。

この王0年あまりの間に日本とアジアとの貿易構造が大きく変化した結果であ

る。ユ985年のプラザ合意以降の円高が，日系企業の直接投資による生産拠点の

移転が進み，日本とアジアとの貿易は，より高度なものとなり，工業製品・半

製品を互いに輸出しあう国際水平分業へと変化してきた。アジアヘの貿易の拡

大は，この地域での巨大な海運需要をもたらすことになり，中でも，自動車部

品，電気製品，繊維製品，食料品等の輸送に適した海上コンテナ輸送が大きな

発展を遂げることとなった⑧。

　図4は日本の輸出入総額をドルベースで示したものである。これで見る限

り，1995年1月以降大きな転換が見られる。輸出入ともその成長率が鈍化して

いる。ことに輸出は大きく減少している。日本とアジアの経済の関わりを見る

には，輸出入動向をみるのが手っ取り早い。近年アジア，ことに中国のシェア

が伸びてきている。次の図5は，日本の貿易におけるアジアのシェアをみたも

のである。震災前と震災後に関して，シェアにおいて大きな変化はみられない。

震災前後を通してアジアの輸出シェア輸入シュアとも上昇してきているが，そ

の上昇スピードは輸出の方が高い。アジアの貿易収支赤字比率をオーバーラッ

18〕　『日本海運の現況　平成8年版』19頁。

46



　神戸港とアジア経済交易：震災め及ぼした影響（阿部）

図4　日本の貿易額
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プさせ図示している。季節変動が激しく読みとりにくいが，アジアが対日本に

大きく輸入超過である実態が分か孔アジアの輸出額の50％もの額が貿易赤字

となっていることは，畢寛，貿易摩擦を引き起こし，アジアとの貿易構造もさ

らなる変貌を余儀なくされる可能性もあることを注意しておきたい。

　次に，DOT（Dir鮒㎝of　Tmde）をみておこう。震災前後のアジア交易の変

化をみるために，四半期データを使って，1995年第1四半期を境に変化がある

かどうかをみる。推定式は，簡単なもので次のものを使㍉

T＝α・β伽mツ十（γ十δ加mmツ）伽d

　ここでTは輸出額あるいは輸入額，dummyは震災ダミーで1995年1期以降

は1，それ以前は0をとる。そしてtrendは文字通りトレンドである。

　各国のdummyの係数が有意であるかどうかを確かめてみればよい。この結

果が表4で示される。

　輸出については，震災の影響は切片の係数を高め，スロープを低めている（ベ

トナムとフィリピン，そしてマレーシアが例外）。係数は多くの場合，有意であ

る。輸出は，アジアについては震災後増加したといえる。それに比べて，輸入

については，有意な場合（アメリカ，シンガポール，フィリピン，マレーシア）

は，切片の係数が低くなり，スロープが高くなっている。これは震災の影響は

直後，輸入を差し控える方向に動いたが，その後，それをカバーするかの如く，

より遠いぺ一スで復帰しだということであろう。

　実際値と推定値のグラフを次に図6で示すが，1995年以降の動きがそれまで

の動きと輸出入ともに観察される。輸出については，アメリカヘの輸出が極端

で，1995年第1四半期に増え，その後は減少している。アジアの場合はそれほ

どひどくはないが同じパターンに従っている。多少とも，増加傾向にあるのが，

中国，フィリピン，タイ，ベトナムヘの輸出である。輸入については，多くの
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国で，震災を境にレベルアップし，その後，輸入の増加率があがっている。

図6　震災前後の国別貿易額．：回帰分析
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　輸出入額はドル表示であることから，これには為替レートの影響が顕著にあ

ると考えられる。図7は震災前後の対米ドル円レートの推移である。震災直後

3ヶ月は円高に少し振れたが，その後はずっと円安基調である。’ ~安になると，

輸入品価格が上昇し，最近の水平分業を考えると輸入需要が容易に下がらない

から結果として輸入額が増えるかレベルを保つ。また，輸出に関しても，円安

は輸出を促進する方向に働くはずであるが，国内の不況，Jカーブ効果で，却

図7　対ドル円レニトの推移

中㌦・ 古’甘’書’4’亭’苧’“’“’中’吉’“’“’由’昔’芋’“’苧’吾’“’“’甘’由’妙’ψ’曲’φ’“’“’亭■孕’“’ま・

　　　　　　　　　　　　　　章“字1I〕
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って減少している。このあたりの解明は，今後の研究を待つしかないが，震災

を契機として，輸出入額に関してはブレークがあるようである。

　トレンド以外に，為替レート，国民所得，鉱工業生産指数等の変数を独立変

数とし上記の推定式に導入するとよりよい結果が得られるかもしれないが，フ

ァーストランとしてとりあえず，トレンドでの実証をここでは試みた。

　以上は，公表されているマクロデータを使っての分析である。震災の影響を

直接実証することができないので，あまり意味がないかもしれないが，こうし

たマクロレベルで震災の影響があるかないかを検証しておくことも重要であろ

う。トレンド的には先の議論で影響はないことが分かったが，国別に見るとか

なりの信頼度で，中国，タイ，シンガポール，フィリピンなど震災後，日本と

の交易を深めた国があることが分かる。ただ，それが震災が原因とはいいきれ

ない。

神戸港とアジア

　神戸港とアジアとの関わりをみるには，r神戸港大観』，r統計神戸港』の外

貨関連の統計を分析すればよい。震災前後，財構造に変化が起こったか，また

目的地に変化があったかを以下簡単に見ておくことにしよう。次の表は輸出に

ついて寄与率を調べたものであるが，神戸港からの輸出は1994年を基準に，

1995年は55％，1996年は27％減少した。この減少にアジアは1995年で58％寄与

し，翌年は47％寄与した。1995年，影響が大きかったのは，台湾，香港，シン

ガポール，中国，大韓民国の順である。1996年は香港，台湾，大韓民国，シン

ガポール，中国の順となっている。一方，輸入に関してみると，1995年は53％，

1996年は20％の減少をみた。この減少にアジアは50％，62％寄与し，アジアの

中で，寄与が大きかったのは，中国と韓国，シンガポール，台湾であった。輸

出入ともASEANの影響が比較的小さいことが読みとれる。
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表5　神戸港の総輸出入総量（トン）への各国地域の寄与率

輸出 輸入

年度 1995隼 1996年 1995年 1996年

成長率 一54．9％ 一26．8％ 一52．7％ 一20．2％

アジア 58．2％ 46．6％ 50．3％ 62．0％

中国 9．1％ 4．1％ 20．5％ 31．2％

台湾 11．5％ 10．7％ 4．7％ 1．7％

シンガポール 9．9％ 4．8％ 5．5％ 2．8％

大韓民国 6．4％ 5．9％ 7．6％ 16．0％

香港 11．1％ 11．7％ 5．1％ 3．2％

タイ 3．3％ 4．7％ 3．0％ 3．1％

フィリピン 2．1％ 2．7％ 0．9％ 1．7％

インドネシア 2．0％ 1．0％ 2．0％ 2．6％

マレーシア 2．6％ ユ．8％ 0．6％ 一0．2％

インド 0．1％ 一0．1％ 0．4％ 0．0％

ベトナム 一0、ユ％ 一一O．4％ 0．0％ 一〇．1％

朝鮮 一0．1％ O．0％ 0．1％ 一〇．1％

スリランカ 0．ユ％ O．0％ 0．0％ O．0％

バングラ 0．1％ 0．1％ 0．0％ O．0％

その他 O．0％ 一〇．4％ 0．0％ O．0％

中近東 2．0％ 1．5％ 3．6％ 8．2％

ヨーロッパ 8．2％ 4．9％ 6．4％ O．9％

北アメリカ 25．4％ 36．6％ 39．0％ 20．2％

US 23．3％ 36．6％ 34．0％ 19．4％

カナダ 1．6％ 1．9％ 4．9％ 2．1％

メキシコ 0．5％ 一8．7％ 0．1％ 一0．6％

南アメリカ 0．8％ 1．6％ L3％ 1．1％

アフリカ 1．8％ 3．2％ 1．8％ 2．9％

オセアニア 3．7％ 5．7％ 一2．3％ 4．6％

　　　　　　　　　　　　　　　　　5．結論

　震災が1，2年のスパンの間に，どのようなそしてどのくらいの影響を神戸

港におよぼしたのかをまずレビューして後，現時点で利用可能なデータを使っ
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て，いくばくかの経済分析をし，神戸港復興シミュレーションを試みた。トン

でみると，すでに神戸港は震災前のトレンドに復帰したようであるが，船舶入

港隻数でみると，外貿，内貿とも，まだまだ時間がかかることがあきらかにな

った。本稿のメインテーマであるアジアとの交易については，震災後もアジア

との結びつきは一層深くなっている。

　ここでの我々の分析は予備的なもので，最終ではない。時系列データをいま

少し長くとって，通常のステップを踏んだ時系列分析をする必要もあるし，ま

た，ある時は港湾関係のトンベースの数値を使い，ある時は税関の金額ぺ一ス

の数値を使っていて，相互のコンシスタンシーに注意する必要もある。

　アジアとの交易が震災前後からより深まっているが，それは震災とどのよう

にかかわっているのかは，まだ分析できていない。偶然の一致なのか，何らか

の因果関係があるのか，そのあたりが今後の研究の課題となる。アジア経済が

このまま発展すれば，当然アジアとの貿易は拡大する。大阪や九州のとアジア

との結びつきは深い。この西日本を後背地に持つ神戸港は当然その役割に大き

なものがあろう。日本国内での港湾問の競争も熾烈を極めそうである。例えば，

北九州市の「響灘環黄海ハブポート構想」では日本一経費の安い24時間稼働の

港を目指していて（9），高コスト体質の神戸港には見通しがよくないω。震災復

⑨　朝日新聞　97／IO／17「24時間稼働目指し，東南アジアの港に対抗　響灘「拠点港」」

㈹　「震災後，九州や四国の地方港に貨物が分散し，そのまま定着してしまった。さら
　に，同じ大阪湾にあり，料金や手続きの面で利用しやすい大阪港への流出も大きい。
　神戸港に入る船は政令によって三百トン以上の船にパイロット（水先案内人）を乗せ
　ることが義務づけられている。大阪港は一万トン以上と規制が緩く，タグボートの使
　用料まで含めると，出入港経費に数十万円の差がつくという。」

　　「新しい物流の仕組みが，港湾労働者の仕事を奪った面もある。神戸港から五十キ
　ロほど内陸に入った大阪府門真市の松下電器産業の工場。荷さばき場で，電子オルガ
　ンが次々とコンテナに積み込まれてい㍍作業するのは大学生のアルバイト芯封印
　されたコンテナはコンテナターミナルに運び込まれ，神戸港や大阪港から海外へ向け
　て船積みされる。同社が海外へ輸出する製品の八○％は工場で直接，コンテナに詰め
　られる。コスト削減のために七五年からこの方式に切り替えた。海外の工場で生産し
　た製品を輸入する際も，コンテナを港で開けずに，物流センターに運び込む。」
　　（以上，朝日新聞　「戻らぬ貨物，去る労働者神戸港（現場　3年目の震災）」
　97／10／25
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呉のシミュレーションを第2節で行ったが，こうしたアジアと西日本の関わり

がより深化していくと見るとしても，神戸港の行く手を震災ヒステリシスが大

きく阻んでいるようにも見える。より一層柔軟な運用，思い切った改革が必要

な所以であろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献
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湾』Vo一．72，No．3．1997年。
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政府行政指導と金融業の生産性と技術進歩＊

片　山　誠　一

　　　　　　　　　　　　　　1．はじめに

　まずはじめに第一図は，Jorgens㎝㎝dKmda（玉990）による日本とアメリカ

合衆国の金融業における全要素生産性（以後皿Ψ）1960年一85年の年次データ

を図示したものである。当然ながら上がアメリカ合衆国で，下が日本の丁呼

である。日本の丁呼のアメリカ合衆国に対する劣位は歴然としている（1〕。

　一般的によく言われるのは，政府の産業規制政策によって生産性と技術革新

が阻害されるという寓話である。とくに最近大きな議論を巻き起こしている金

　　　　1i

’

い

04

0里

芦アメリカのTFP

日本のTFP

1 」 一 」§…§竃姜竃§婁姜§套套婁姜暮婁葦§…婁§妻§嚢§蓋

　　　　　　　　　削

出所：Jorgem㎝㎜dK㎜oda（1990）

　　　　　　　　第1図TFP＿FlNANClALSl…CTOR＿US－P
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融のビッグ・バンは，長年にわたる大蔵省の護送船団方式による金融業に対す

る政策によって，効率性と国際的競争力を失ってしまった金融業を，外国為替

管理法の改正に伴って国際的競争環境の中で，再活性しようという目的を持っ

ているとされる。すなわちこの政策は，経済制度が，国際基準に合致するよう

にその調整が迫られたことと同時に，大蔵省の金融産業に対する産業政策の結

果が，生産性と技術革新を阻害してしっまったという，いわば直感による政策

転換にもなっている。

　技術変化と革新は，GDPの成長において重要な役割を果たしてきた。しか

しながら果たして政府の規制政策が，被規制産業の技術革新と生産性の成長を

阻害するかということは，歴史的にも実証された命題であろうか。米国におい

ては規制の強固な産業，例えば電力産業・電気通信業・航空輸送業等では，む

しろ高い生産性の成長がみられた。また逆に低生産性を示した鉄道業が存在す

る（』oskow　and　Rose［1989］）。．このような事実は，規制が技術革新と生産性

に及ぼす影響の経路は，必ずしも単純ではないことを示している。この点に関

する理論的な説明が必要であると同時に，実証的研究が必要であることは言う

までもない。

　しかしながら］oskowandRose［1989］も述べているように，“口n　spi－eo舳is，】

s叩h・i・g1y1i制e㎝pid・・1記・・…hh・・be㎝de・・㎞t・Ψ㎜岬㎎曲ee揃e・1・f1Pdce

＊本稿は，1994年から1995年にかけ筆者がハーバード大学経漬学部に客員研究員として

　滞在中に行っていた研究の一部である。当時同学部准教授で現在ミシガン大学に移籍

　したD，Weims－einと共同で始めたが，本稿に関しては，筆者の単独の責任で書かれた。

　より完全なものは，このあとに共同執筆の予定である。

　これまでK．Ishigaki，D．Jorg㎝s㎝，R，Miyao，D．Weinstein，K．Y㎝，X．舳a11gにお世話にな

　ったことに謝意を表す。また生命保険文化センター，学術振興野村基金および日本証

　券研究奨励財団の研究支援による研究の一部であることを記して謝意を表したい。

ωJorg㎝s㎝㎜dKm曲（1990）では，1970年のアメリカの丁冊を1と基準化して，日

　米比較を行っている。
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㎜d㎝阿re即1ad㎝］㎝imovad㎝and　productivity　growth．”（p．1483．［］は筆

者による。）不十分ながら存在するものは，研究対象産業が，米国の鉄遺業，

航空輸送業や，製造業である（Joskow　andRose［1989］）。もちろん筆者の知る

限り金融業に関するものは，存在しない。また・Itissodis価essi㎎血a亡so1舳eef－

fo血has吐鵬n　devo－ed　to　measuring　the　e価㏄ts　of　reguIation　on　imovation㎝d　produc－

tivity　growth．”（P．1484．Joskow　and　Rose［1989コ）o

　本稿において検討しているのは，日本の金融業についてである。なぜ金融業

を選らんだのか。当然ながら我々の検討しようとしている「政府の産業規制政

策によって生産性と技術革新が阻害される」という命題は，金融業だけに限定

した結果から一般的に検証されたと主張することはできない。その意味におい

ては，本稿はあくまで第一次接近にすぎない。しかしながら金融業に関しては，

大蔵省の管轄下にあるため公表されているデータが比較的豊富である。金融業

としてまとめらたれているが，この中には，さらに正確には銀行・証券・保険

等さらに分割された部門からなる。これらの分化された産業分類に従ってそれ

らの生産性を計測する作業が必要となるが，それは本稿の範囲をこえている。

現在進めている作業と今後の発展については，最後に総括する。

　　　　　　　　　　　2．行政指導と金融業のTFP

　まず金融規制の方法については，堀内［ユ994］において分類されているとお

り，規制の対象による分類と，規制の作用の側面に焦点を合わせ分類する方法

である②。前者は，規制がどの主体を対象にして実施されるか，すなわち公的

金融か民間金融機関の行動に対して規制を加えるかによる。さらに民間金融機

関や関係者の行動を規制するために，法律や明示的ルールによる方法と，非公

式な行政指導に基ずく区別がある。後者の方法は，「何らかの法律に基づいて

（2〕堀内（1994）13－14頁。
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いる場合がほとんどであるが，法律の規定が抽象的で，規制の具体酌な形態に

関しては，金融当局の裁量に委ねられる場合や，必ずしも明確な法的裏付けを

持たないが，金融当局の判断で民間金融機関などの行動に一定の影響を及ぼそ

うとする場合を示している」個〕。金融規制の歴史的変遷を展望した場合，一般

的にいって，第2次世界大戦以後から今回の検討対象とする1980年代の期間に

1970年前後までのいわゆる高慶成長期と，それに次ぐ期間の間に金融規制政策

の構造変化があったといわれている。すなわち，高度成長期には，産業の高度

成長を目的に，競争制限的な金融規制を中心とする包括的規制が加えられ，低

成長期に入っては，国際の大量発行と経済の国際化という経済構造の変化に伴

い，金融自由化の方向に進んできた。

　その問金融規制は，銀行法・証券取引法・独占禁止法・商法等の法律にした

がって行われてきたが，同時に諸法律にもとずいた行政指導が重要な役割をに

なってきたということは，広く認められている。さらに民間金融機関の行動を

統制する金融規制が存在し，これはもっぱら大蔵省の行政管轄下においてなさ

れることは，周知である。しかしその活動は，かなりの部分道徳的説得・許認

可行政といわれるものであり，「実に多くの領域において，大蔵省の行政指導

の内容は，べ一ルに包まれており，その実態や金融システムに及ぼした影響は，

必ずしも十分に明らかになっていない。」ωというのが現状であるといって差

し支えなかろう。

　現実に日本において1965年から1993年に発令された証券部門に関する新しい

法律の数の時系列を第2図に示した。大蔵省証券局年報から作成している。同

じく政令に関しては，第3図に示している。また新規発令と廃止省令とのネッ

トの省令増加数が，第4図である。これらは，法律およびそれに準じた規則と

13〕堀内（1994）13頁　17－21行。

（4〕堀内（1994）18頁。
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して明文化されたものであるが，上述のようにそれらの諸規則の実際的運用に

際して行政指導がなされている。そこで行政指導を表わす代理変数を探すか，

あるいは作成する必要がある。常識的には法律等の変化とともに，行政指導が

4．5
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なされる場合が多くなる，と予想されるので法律等と行政指導のインデックス

の相関は，検討しておく必要がある。

　実証分析を行う場合，データーに関する制約と実証しようとする命題の信屈

性のあいだのバランスが問題になる。我々の場合には，いかにして規制政策を

できるだけ正確に代理する数量としての変数にするかということが重要にな

る。現在の段階として筆者の行っているのは，つぎのようなところまでであ

る。既にはじめにおいて述べたように，金融業としてある程度集計された産業

分類段階であって，しかもその金融業における行政指導の代理変数として，第

一次接近として採用できる変数を作成することを行った。我々は，まず銀行業

で金融業と代理するものとした。金融業のGDPシェアーにおける銀行業を考

えるとよい。また銀行業におけるサンプルの期間における法律およびそれに準

ずる規則のデーターに代わり，我々は，行政通達に関する情報を入手すること

ができる。

　行政指導の内容がどの程度の規制を示すか，それを指数化する過程ではでき
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るだけ客観的に数量化する必要がある。我々は，第1次接近として行政指導が

文章化されているために，複雑かつ重要なものであればそれだけ文章化された

とき字数では多くなるという仮定のもとで，1頁あたりの字数に換算し，その

真数で代理変数とした。当然数量と行政指導の内容の質的関係がこれによって

表わせれてないかもしれない。その乖離の誤差は，回帰分析を行う際の誤差項

に入れるほかない。より適切な代理変数を研究することは重要であるが，同時

にこの変数の妥当性の程度につて検討することもまた必要である。この方法で

指数化した行政指導の時系列が第5図の太線である。
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第5図　行政指導とTFP

　行政指導の時系列は，一見して1980年一8ユ年当たりで単調増加局面から，別

の局面に構造変化があるように見える。この構造変化は，1980年12月に施行さ

れた改正外国為替法及び外国貿易管理法を契機として，日本縫済の金融が国際

化を急速に進む時期に対応している。1970年代半ば以降，政府の債務を処理す
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るために多量の国債が発行されるようになり，金利の自由化が進みはじめた

が，外国為替法の改正により国際金融取引の基礎が確立し，自由化が進んだ事

実経過がある。それ以前は，高度成長期の産業発展を主眼とした金融システム

に対する競争制限的規制を中心とした規制政策がとられたものとされる。

　さて次は銀行業の生産効率・技術革新の指標とその測定である。第5図の点

線は，第1図の日本のT1手と同様なものである。われわれは，その指標とし

て一般的に用いられている全要素生産性を代理変数とする。金融業の丁冊の

計測は，付加価値の成長会計による通常の方法によって求められるが，ここで

は日米の競争力の比較分析を行い，いまや学会のスタンダードとなっている

Jorgens㎝㎝d　K㎜池（1990）から日本の金融部門の丁呼を計測したものを利

用することにした。観測期間は，196Cト85年の26年間であるが，1986年以降に

ついては，この追加観測データを加えより信頼性にあるのもを公表の予定であ

る。第5図から丁呼の変化が観察できるが，高度成長期の終焉の時期と第ユ

次石油危機の時期のあたりにWの低下が観察されるのを除き，1974年頃ま

での丁冊の成長期に次いで，丁冊の成長率がフラットになる期間からなるよ

うにみえる。ここでは，丁冊の趨勢の構造変化については，検討していない。

堀内（1994）は，「（つまり）1980年代は，金融規制の大系に中で，競争制限的

規制の緩和・撤廃が進められる一方，健全経営規制を強化する必要性が高まっ

たと言るわけであり，金融自由化（deregulati㎝）の時代というよりも，むしろ

金融規制再編成（reregulati㎝）の時代と呼ぶにふさわしいのである。」（（）

は，筆者による）という｛5〕。果たして規制の再編成として規制政策の程度が緩

和されなっかたということが，一見皿平の成長率がフラットになるという観

察と関係があるかということは，本稿の課題である行政指導と効率性の改善・

技術進歩の相関性を検証することから部分的に回答を示唆できることである。

㈲堀内（1994）26頁　2－6行。
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3．計量分析と推定結果

基本的な推定式は，

X一＝β。十γX血十φZl・肌　j＝1，、…，M，FL一，τ

ここで従属変数X、は，TFPあるいは，その一次の差分すなわち変化率，説明

変数X、は，規制変数で，他の説明変数Z’は金融部門の付加価値額GDP，あ

るいは日本の国内総生産額GDpとする。

　なぜ第2の説明変数を加えたのか，2つの理由からである。まずWは，

一般的に製造業であれば，鉱工業生産活動（従って鉱工業生産指数）によって

影響を受けることが知られている。従ってその影響を取り除く必要があるこ

と。第2に，Z、とX、だけの単純回帰は不安定で，さらにもうユ変数を加える

と変化することが経験的に知られているからである。

　取り扱うデーターは時系列であるので通常の単位根検定を行った。ここでは

Dickey－Fu11er（DF）検定を行ってい乱結果は，表1に示しれ変数Xの単位

根の検定で，定数項・トレンド有・無，定数項のみ有・無と記しているのは，

次の回帰式における定数項α十βfにおけるα＝β＝Oならば定数項・トレン

ド・無ということを意味している。表1の説明変数：Xの部分行列のところか

ら，一つを除きすべて単位根という帰無仮説は受容される。次数1で和分され

ているIωである系列は，定常にするために1階の差分をとる必要がある。そ

れが説明変数：山の部分行列に示した結果である。これより丁冊，規制指数

とGDPの3変数で，定数項のみ有，定数項・トレンド有の行からそのP－va1ue

にっよって単位根の存在の帰無仮説がいずれも，5％の有意水準で棄却される

ことを確認しておく。そこで冊と規制指数に関する回帰分析に進む。
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表1各変数の和分次数の検産（DFテスト）

丁冊　　　　　1og（＃pag6）　　1og（GDP）ヰ　　log（GDP）＾

　　　　　　　　　　金融・保険業　　全産業

説明変数：X

定数項・トレンド・無　　　1．8724

P－va1㎜e　　　　　　　　　　　　　　　0．9997

定数項のみ有　　　　　　一1．5175

P＿v81ue　　　　　　　　　　　　　　　O．7881

定数項・トレンド・無　　一1．8210

P＿v阯11e　　　　　　　　　　　　　　O．6668

　2．7070

　1．㎜

一2．9139

　0．1768

－2．0293

　0．5667

　5．3343

－2．7645

0．2257

－1．8965

0．6317

　8．5490

－3．8089

　0．0327

－O．7700

　01螂

説明変数：岨

定数項・トレンド・無　　一3．5135

P＿vaI皿e　　　　　　　　　　　　　　　0．0603

定数項のみ有　　　　　　一3．9499

P＿Ψa1ue　　　　　　　　　　　　　　　010251

定数項・トレンド・無　　一3．9510

p＿Ψa1川e　　　　　　　　　　　　　　　　0．0251

一3．6515

　0．0462

－4．3678

　0．0106

－4．8669

　0．0037

一2．2189

0．4671

－3．6389

0．0474

－4．1287

0．0174

一1．4712

　0．7987

－2．6523

　0．2676

－3．2230

　0．1035

＊実質GDP（1990年基準）

　単位根検定の結果に従い，回帰分析では被説明変数として皿乎の一階の差

分（△TFP）をとり，説明変数としても同じく規制指数（〃），金融部門の付加

価値総額（△G〃）と㎜に関するダミー変数D1，D2を加えたものとする。

ただしこのダミーに関しては，金融政策の変質を考慮して1970年とするか，我々

の第5図の観察結果での1974年とするかの選択であるが，まず王974年をとりD

1はこの年を境としたダミー変数とする。ついでD2は，1980年末に施行され

た改正外為法を契機とする金融国際化を契機とするということで，第2のダミ

ー変数とした。結果は第2表に示してある。
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表2　TFP，及び，規制指数に関する回帰分析の結果

被説明変数 定数項 ム丁冊 ㎜ ムGDP D工松㎜コp D1｝ムR D2．ム皿旺 D2松R 決定係数

（1）△r冊 O．1107 O．6638 一0．0252 O．0709

（O．8255） （1．4001）（一0．7232）

（2）ム皿乎 0．0111 1．07u 一0．5136 O．0649

（O．8903） （1．7θ89） （一0．6151）

（3）△1冊 O．0116 1．9858 一0．3580 0．0558

（O．8839） （1．5294） （一0．棚1）

注：D1，D2は時間ダミーであり，D1は1974年以降1，D2は1980年以降を1とする。（）内一値。

　2つのダミー変数D1，D2を用いた時の，規制変数△Rと△丁呼の相関関

係は，いずれも有意な負の相関を示した。この結果（2），（3）を採用し，われ

われの本稿の目的に対する第一次接近からの結論としたい。すなはち，（2）に

おいては，ユ974年以後の規制変数の係数が負となり，同様に（3）では，1980年

以後の規制変数〃の係数も同じく負となる。

　ダミー変数を用いず，観察期間の全体にわたって行政指導したがって金融政

策の基本的スタンスに変更がなっかたとして回帰分析を行った結果（1）は，採

択できない。

　さて以上の回帰分析の結果の解釈であるが，いずれもダミー変数を入れた前

半の局面では，行政指導の指数の増加にもかかわらず皿Ψは増加している。

高度成長期あるいは，国内政策に重点が置かれていた時期には，むしろ行政指

導にもかかわらず生産性の増加があったが，国際化の時代においては，むしろ

政府の行政指導が逆に作用したと解釈すべきである。

　われわれの観察結果では，行政指導のかたちにおける政府の介入は，生産性

・技術革新の採用を妨げると言うことを分析対象期間全体では確認できなかっ

た。この意味では，証明したい命題に対して強固な支持は与えてはいない。た

だし結びにかえてにおいてもも述べるように，ここでは銀行業に関してである

ということ，観察データも限定された上での結果であることを付加しておきたい。
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　　　　　　　　　　　　　4．結びにかえて

結びにかえて今後の検討課題を述べておく。

1　まずデータの蓄積をさらに拡大すること。ここでは，はじめに述べたが金

融部門という部門分類にまで総計することで，まず一次接近とした。しかし

ながら他の証券・保険等のもう一段階細分化された部門分割で，政府政策の

生産性・技術進歩に与える影響を検討することが必要である。

　　さらに基本命題として「政府の産業政策は，部門の生産性・技術進歩に負

の影響を与える」を実証分析で示すためには，できるだけ多くの産業につい

て，例えば製造業のような比較的行政指導の少ないと考えられる産業も含め

てサンプルを拡大することが必要である。

2　計測上の問題。データの拡大は，単位根のより信頼できる検定を行うため

にも必要である。回帰分析における被説明変数は，丁冊あるいは△π戸で

あり，この変数はまた別に行なわれた推定結果なのである。被説明変数か推

定の結果であり，これが別の回帰方程式に用いられると，その推定値の信頼

性に問題が生じる㈹。Pagan（1984）においてこの問題が議論されているが，

　とくにこの点を重視してその問題から生じる欠陥を補正する推言十上の工夫は

　されていない。しかしながらこのような問題が存在するにもかかわらず，特

別になんら注意無しで回帰分析を進めている論文は，他にもみられる（たと

えば，Lee（1996）ω）。しかし注意すべきことである。

　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献

㎞，1．W．［19961，’’Gove㎜emH舳e皿1io血s㎜d肋。ductMtyGmMh’’，Jθ〃㎜1戦θ㎜mた

　　（；row肋，1：PP．391－414．

（6〕この指摘は，R．Miyaoによる。

㈹　ただしこのために㎞の論文の価値がないということでは決してない。
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中国における国際収支の変動と
　　　　　マネー・サプライ

劉　　　玉　操

　　　　　　　　　　　　　　I　はじめに

　我が国の経済対外開放の進展に伴い，外部要因に対する反応もますます敏感

になってきた。特に1994年の新たな外国為替管理体制の編成及び人民元相場の

切り下げ以来，我が国の貿易収支は数年にわたって，黒字を記録した。1994年

の貿易黒字は73億米ドルで，1995年には黒字はユ80．5億米ドルに増加した。199

6年は少し減少したが，それでも，ユ22．32億米ドルの黒字を記録した。同じ時

期に，外国投資の規模も継続的に拡大し，外国資本も依然として鈍流入であっ

た。1994年と1995年我が国の長期資本項目の黒字はそれぞれ357．6億米ドルと

382．5億米ドル，王996年も増加の勢いを保っている。これによって，国際収支

は黒字となり，外貨準備が大幅に増加した。1996年の中国の外貨準備高はすで

に1050．29億米ドルに達したが，玉993年の2n．99億米ドルと比較して395．幽％

増加し，1997年6月の時点では1209．41億米ドルに上昇しれこれらの状況は

中央銀行が行っているマネタリ・べ一スの投入及び金融政策の実際上の操作に

大きな影響を及ぼしている。

　本稿においては，国際収支の変化がマネー・サプライに対して，直接及び間

接にどのような影響を与えるかについて，基礎的な分析を行い，そして開放経

済条件の下で，外部均衡を保ちながら，国際収支の変動がマネー・サプライに

与えるマイナス面の影響を回避し，中国における貨幣政策をいかに改善するか

について考察する。
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　　I　国際収支のマネー・サプライに対する影響についての理論分析

n－1

　国際収支（Imtemati㎝al　ba1ance　of　payments）は，国民経済の一部分として，

そのほかの経済変数に変化を与える。そのうち，もっとも明らかなのは外貨準

備高の増減を通じて，直接に一国のマネー・サプライに作用し，その国の貨幣

供給総量及び構造に一定の影響を与える。国際収支及び現代貨幣供給理論によ

れば，以下のような国際収支とマネー・サプライの関係式が得られる。

1．中央銀行の資産負債表から

R＋D＝B ……@

　Rは中央銀行の国外純資産，つまり国家の外貨準備（自国通貨表示）である。

　Dは中央銀行の国内信用貸出残高で，銀行貸出，証券投資などの資産項目を

含む。

　Bは中央銀行の国内マネタリ・べ一ス，つまり流通中の通貨及び商業銀行の

中央銀行における法定準備金である。

　第①式から，

△R＋△D＝△乃 ・・A

2．国際収支の会計関係式から，

C＋F＝△火 ……B

そのうち，Cは経常収支の差額であり，Fは資本収支の差額である。

3．第③式を第②式に導入すると，

△B＝（c＋F）十△D …・C

4．現代貨幣供給理論によれば：
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Ms＝K×” …・D

そのうち，Msは貨幣の供給総量であり，Kは貨幣乗数である。

第⑤式によれば，

△MJ＝K×△〃 ……E

5．第④式を第⑥式に導入すると，

△Ms＝KX［（C＋F）十△D］ …・・F

第⑦式をつぎのような形にする。

△M∫＝κ×［eX（C’十F’）十△D］ …・・G

　eは名目為替レートであり，C’とF’はそれぞれの外貨立てで計算した経常収

支と資本収支の差額である。

皿一2

　上述した数式から，次のようないくつかの緒論が得られる。

1．外貨準備は中央銀行資産負債表中の重要な資産項目であり，その変化をも

たらす根本的な要因は国際収支の変動（第③式）である。通常の場合では，準

備規模の変動は，同時に乗数効果（ke）を通じて，マネー・サプライMsに影

響する（第⑧式）。

2．経常収支の黒字或いは国際資本流入の増加は外貨準備を増加させ，そして

外貨準備の増加がマネタリ・べ一スの増加につながると，国内の名目マネー・

サプライ量Msはそれに応じて，拡張することになる。そのメカニズムは以下

の通りである。

　（C＞0）或いは（F〉O）→R上昇→3上昇→M5上昇

3．次のような二種類の状況の下では，国際収支の変動はマネー・サプライに
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対して，影響を及ぼさない。

（1〕経常収支の黒字（C＞0）及び資本収支の赤字（F＜0）が同時に存在す

る（その逆のケース：C〈0，F＞Oが同時に存在する）とき，そして，C＋

F：oという関係が成立すると，第③式から，△R…0という結果になる。つ

まり，外貨準備残高は変動しないので，マネー・サプライ量〃∫も影響を受け

ない。

（2）国家の外貨準備がある程度に増加（△R＞0）しても，中央銀行がそれに

応じて，“相殺’’（S－e舳Zi㎎）操作を行うと，国内貨幣供給総量（D↓）を減少

させることによって，外貨準備増加による資産総額への圧力を十分に解消し，

△D二一△R，つまり，△B＝0（第①式）にすると，外貨準備の増加はマネ

ー・ TプライMsに対して，影響を及ぼさない。しかし，このような状況の下

では，その国の内部均衡は明らかに国内信用貸出残高の減少によって，影響を

受けるので，中央銀行は実際の経済状況にしたがって，相殺の程度を決めざる

得ない。　（以下においてはこの問題について，更なる検討を行う）

4．通常の状況では，為替レートの高低は貿易収支に対して，一定の影響を及

ぼしている。例えば，自国の通貨が切り下げられると，輸出が増え，輸入が減

少して，経常収支が改善され，国際収支も改善される。その時に，外貨準備が

それに応じて，マネー・サプライの変化をもたらす。そのほかに，為替レート

（e）自身も乗数として，直接にマネー・サプライ量Msに影響を与える（第

⑧式）。したがってマネー・サプライヘの影響を与えるものとして，為替レート

をコントロールする為替制度などの外部要因について，全面的に検討を行う必

要がある。

　　　　㎜　国際収支変動のマネー・サプライに与える直接及び間接

効果の実証分析

　開放経済の条件の下で，国際収支は一国の経済体系の内生変数となるので，
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中央銀行に直接的にコントロールされない。特に，1994年中国が管理フロート

制度を実施して以来，国内マネー・サプライ量に影響する要因は更に複雑にな

った。マネー・サプライ量を有効にコントロールし，通貨の安定というマクロ

表1：人民元の為替レートと貿易収支差額及び経常収支差額

年 為替レート

hル／人民元

輸出総額

ｭ米ドル

輸入総額

ｭ米ドル

輸出入差額

ｭ米ドル

経常収支差額

b　億米ドル

1992 5．5149 695．68 643．86 51．82 64．02

1993 5．7619 756．59 863．13 一106．55 一119．02

1994 8．6187 1025．61 952．71 72．90 76．57

1995 8．3509ま 1281．10 1100．60 180，50 16．18

1996 8．3150＾ 1510．77 1315．42 195．35 72．42

注：＊は1995．1996年のレートの月平均値より計算したものである。

資料出所：ギ中国統計年鑑」1995年p537，p578，「中国経済新聞」1996年8月19日p13，

「対外経済研究」第12，13号，「金融時報」1997年6月27日のデータにより整理，作成。

金融政策目標を実現するためは，国際収支の変動のマネー・サプライに対する

直接的，間接的な影響，及び新たな為替管理体制がマネー・サプライに与える

影響について，より深く，全面的な分析と研究を行うべきである。

皿一1

　国際収支の黒字による外貨準備の増加のマネー・サプライに対する直接効果

1．貿易収支の黒字による経常収支の差益（C＞0）

　国際収支の経常勘定項目の中では，貿易収支の割合が一番大きい。貿易の差

額はより直接に経常収支の変化状況を反映できる。

　表1のデータにより，1994年から我が国の貿易収支が連続的に黒字を記録

し，経常収支も常に黒字の状態にあった。そして・同じ時期に我が国の為替レ

ート制度が変更され，人民元の対米ドルのレートが一気に33％も切り下げら

れ，5．8元対1米ドルから、8．7元対1米ドルに下方調整された。この措置は経

常収支黒字化をもたらしたもっとも重要な原因だといえる。なぜならば，それ
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まで，我が国の輸出製品が主に1次産品と半製晶であり，その需要弾力性が低

いとはいえ，人民元が一気に大幅に切り下がったため，輸出品の価格優位が十

分に発揮でき，輸出品の国際競争力が高まったので，人民元の切り下げの輸出

促進効果が大きかった。一方，輸入品は主に資本集約晶と技術であり，今の我

が国は経済発展の離陸段階で，国内企業はこの類の商品の需要弾力性が低かっ

た，人民元の切り下げの輸入抑制効果がはっきりに現われず，ただ輸出を促進

した。中国国家情報センターの予測によれば，1997年我が国の輸出入貿易が引

き続き増加し，輸出総額が1584億米ドル，輸入総額が1410億米ドルで，経常収

支の黒字が約200億米ドルになると予想されている。

2．外資利用の規模が拡大し，資本収支が純流入（F＞0）を保っている。

　　　　　　　　　　　表21外資流入と資本収支差額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億米ドル

年 対外借款 外国直接投資 外資利用総額 資本収支差額F

1992 79．11 110．07 189．18 一2．50

1993 111．89 275．15 387．04 234．72

1994 92．67 337．67 430．34 326．仏

1995 137，84 375．21 513．05 386．74

1996 96．90 417，26 514．16 399．67

資料出所：「中国統計年鑑」1995年P554，578，「中国経済新聞」1996年6月17日p13，．

　　　　　「国際貿易」1997年3月号p60，「経済研究資料」1997年4月号p22，

　　　　　「金融時報」1997年6月27日のデータに基づいて作成。

　現在においては、我が国の外資の利用方法は主に二種類ある。対外借款と外

国直接投資である。妻2のデータによれば，1993年から，我が国の対外借款総

額が基本的に安定を保っているが，外資の利用規模が持続的に拡大している。

王997年，我が国の外資利用総額が引き続き増加し，外国直接投資総額が495億

米ドルに達すると予想されている。外国直接投資の大量流入によって，資本収

支の持続的な黒字を維持している。

76



中国における国際収支の変動とマネー・サプライ（劉〕

3．経常収支と資本収支の同時黒字が国外純資産（外国為替準備）の増加をも

たらし，貨幣供給に直接の効果を与える。

　　　　　　　　　表3：外国為替準備と貨幣供給の総合比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億元

年 国外純資産（R） 外国為替（△R） マネタリ・べ一ス（B） 貨幣供給総量（Ms）

1992 1549．8 1101．9 9645，2 27533．9

1993 1232．2 875．5 13190．1 35138．3

1994 4480．8 4236．9 ユ6130．7 44827．2

1995 6669．5 6774．5 20624．3 60749．4

1996 10120．0 9578．7 26920．3 76094．9

資料出所：「中国人民銀行年報」1992年一1995年各巻、「中国金融」1997年第3期p29，

p30のデータにより整理，作成。

　表3のデータは，1994年から，経常収支と資本収支が連続に黒字を記録し，

外貨準備と外国為替を大幅に増加させた（第1部分の理論分析の第③式：c＋

F＝△Rから，C＞OかつF＞0のとき，必ず△灰〉0，つまりR↑）同時に

マネー・サプライの一層の拡張をもたらすことを表している。さらに外国為替

とマネー・サプライの間の相関性を説明するため，表3中の変数に対し，以下

のように帰納する。

　　　　　　　　　表4　外国為替の貨幣供給に対する影響係数

年 1992 1993 1994 1995 1996

外国為替

△R（億元）
ユ101．9 875．5 4236，9 6774，5 9578．7

貨幣供給年増加額

@　　　　　　△Ms（億元）
6677．9 7604．4 9688．9 15922．2 15345．5

外国為替の貨幣供給への影響

W数　　　　　△R／△Ms
16．50％ ユ1．5ユ％ 43，73％ 42．55％ 62．42％

注：「人民銀行年報」1996年春，表3のデータにより整理，作成。

表4の結果は，外国為替準備の増加のマネー・サプライに対する直接効果が

より強いことを示している。特に1994年，ユ995年，ユ996年の影響係数はそれぞ
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れ43．73％，42．55％と62．42％であった。

皿I－2

　強制的な為替決済による外国為替の増加のマネー・サプライに対する直接的

影響

　前述の分析は，近年，外国為替増加の原因は国際収支の黒字によるものであ

ったと説明したが，同時に指摘しなければならないのは，旦994年の外国為替制

度の改革により打ち出された統一為替売買システムの実施も外国為替の増加を

促進した要因の一つであることである。為替売買規定によると，買為替は強制

的である。つまり国内の企業法人と社会団体の外貨収入は，必ず銀行の公定レ

ートに従い，外国為替銀行に買い取りされなければならない。すなわち一部の

資本項目，外国投資企業及び個人については，外貨保有を認めるが，それ以外

は，外貨現金口座を持つことが禁止された。以前には企業に留保されていた外

貨現金も公定レートで外国為替指定銀行に買い取りされなければならない。他

方，売為替はより自由であるが，しかし一定の制限（1996年ユ2月1日から，人

民元は経常項目下の自由党換を実現した。つまり，経常項目下の売為替の制限

を撤廃した。しかし，同時に資本項目下の売為替をまだ厳しく制限している）

が置かれた。同時に，この為替売買システムでは，外国為替指定銀行も一定比

率の外国為替が保留できるが，それ以上の外国為替は必ず売却しなければなら

ない，と規定されている。上述したような条件の下で，企業の外国為替口座の

取り消し及び国際収支の持続的な黒字は，外国為替市場主体の一つである外国

為替指定銀行の買為替額を売為替額より大きく上回わらせ，企業から見て基本

的には単純なオーバーンールト・ポジションとさせた。外国為替市場では，供

給と需要が一致せず，供給超過という局面になり，人民元を切り上げさせる圧

力となった。しかし，外国為替市場におけるもう一つ主体である中央銀行は，

為替レートの安定の役割を背負っているので，為替市場の最大のロング・ポジ

ションを取り，超過供給した外国為替を買い，同時に大量の人民元を市中に投
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久した。その結果，外国為替残高は大幅に増加した。国内のマネー・サプライ

には構造上の変化が現れ，マネー・サプライ量のコントロールが新たの問題と

なった。

　したがい，現在に実行している為替売買システムは外国為替の集中管理（国

による統一の管理）と外国為替内部留保制度と比べれば，疑いなく重大な改革

であるが，改善すべきの問題も残っている。特に，強制的な買為替システムの

下では，中央銀行は受動的な立場を強いられ，外国為替市場における超過供給

の現象が発生するときに，中央銀行がやむをえず大量なマネタリ・べ一スを市

中に投入し，マネー・サプライの拡張の後押しをした。

lII－3

　外国資本流入の間接効果一一国内割当資金のマネー・サプライに対する影響

　我が国の現行外国為替管理体制の下では，国際収支の黒字が外国為替の増加

を導き，直接的にマネー・サプライの拡張の圧力をもたらすだけではなく，ま

た国民経済内部のメカニズムを通じて，貨幣体系中の他の変数にも作用し，マ

ネー・サプライに一連の間接的な影響を及ぼす。その中で，代表的なものは大

量資本の流入による国内の貨幣供給への間接効果である。対外借款の場合で

も，あるいは外国直接投資でも，国内マネー・サプライには，大量の人民元割

当資金が必要となるので，導入された外国投資の規模が自国の消化能力を超

え，実際の生産性に転化できない（すなわち総供給が非弾力的になる状態）と

き，流入した外国資本がただ国内需要に転化され，これで引き起こされた超過

需要が必ず貨幣の供給に影響を与える。

　外資利用を必要とする国内割当資金は主に国家固定資産と流動資金の二つの

部分からなる。その国内貨幣発行と信用拡張に対する影響は主に国内の銀行の

貸出に反映される。外国資本流入による増カ撮した国内の割当人民元（BL）が

国内マネー・サプライに与える影響を説明するため，1994年の例を取り，BL

が国内銀行貸出総額TLに占める割合について以下のような計算を行う。
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1．外国資本と国内割当の固定資産投資の比率R1’及び外国資本と国内銀行

割当固定資産融資の比率R1を計算する。

　「1994年全社会固定資産投資表」によると，1994年の外国及び香港，マカオ，

芦湾からの投資総額（T）は17ユO．33億元で，そのうち，外資利用総額（I）は

839．44億元で，国内融資総額（L）は307．55億元である。

　（注：資料出所「中国統計年鑑」1994年p139）

　したがって，

R1’@＝∫　：（τ一∫）＝839．44：（1710．33－839．44）

　　　＝1：1．04

R1　　　＝∫　：L＝839，44：307．55

　　　＝1：O．37

　上の計算結果は，人民元で換算した外国投資が1元増加すると，国内割当の

固定資産投資がユ．04元増加する，またそれに応じて，人民元の割当固定資産の

融資もO．37元増加する。

2．外資利用額と国内割当流動資金額の比率R2’及び外資利用額と国内の銀

行割当流動資金融資額の比例R2を計算する。

　「固定資産投資項目調査」によると，固定資産投資額と流動資金額の比例は

大体3：1であり，そして，流動資金額の98％以上が国内銀行の融資によるも

のである。

　（注：「経済研究資料」1994年第7期p15－19）

　したがって，

R2’　：1　：（1．04／3）＝1　：0．35

R2　　＝1　：（O．35×0．98）＝1　：O．34

つまり，人民元で換算した外国投資が1元増加すると，それに応じて，国内
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銀行の割当流動資金の融資が0．34元増加する。

3．外国投資額と国内の割当人民元融資額の比率Rを計算する。

1と2によって，

R＝1　：（0．37＋O．34）

　呈1：O．71

　つまり，人民元で換算した外国投資が1元増えると，それに応じて，国内の

割当人民元の融資が0．71元増える。

4．外国資本の流入のマネー・サプライに対する間接的影響示す係数BL／TL

を計算する。

　関連資料によると，1994年の実際べ一ス外資利用総額（FC）は432．1億米ド

ルで，1994年人民元の対米ドルのレート（e）はUSD／CNY＝8．6であったため，

エ994年の国内銀行の新規融資総額（TL）は4103．7億元であった。

　（注：表1，表2及び「経済研究」1995年第9期p65表4により整理）

　したがって，

肌＝FCxexR＝432．1x8．6x0．71＝2638．4（億元）

”L／τL＝2638．4／4103．7＝64．29％

　以上の計算により，1994年外国資本の流入のマネー・サプライヘの間接効果

の影響係数は64．29％であった。また，この2，3年外資利用総額が安定的に

増加したにともない，国内の割当人民元の融資規模も増大したはずである。し

かし，現在において，中央銀行の引き締め貨幣政策の下で，国内銀行の融資総

額はそれほど大幅の変化がないために，皿一に占めるBLの比重が必ずまた上

昇する。したがって，外国資本の導入のマネー・サプライに対する間接効果は

おろそかにしてはいけないことが示された。根本的に外国投資の大量流入によ

る国内融資への重圧の問題を解決するためには，我が国のミクロ経済主体自身

81



経済経営研究繁47号

の建設から始め，国内企業の外国投資への消化と吸収能力を高めなければなら

ない。

　　　IV　国際収支の変動のマネー・サプライヘの作用に対する対策

1V－1

　“相殺’I操作の有効性及び内部均衡に対する影響の分析

　外国為替の大幅的な増加による国内のマネー・サプライヘの圧力を軽減する

ためには，より直接に実行可能な方法としては，中央銀行の“相殺”操作を通

じて，国内融資の残高（↓D）を減らす方法がある。客観的にいえば，“相殺”

操作は確かにある程度に貨幣の供給総量の増加速度をコントロールする役割を

果たせるが，実際の効果に対しては，更なる分析が必要である。まず，現段階

の“相殺I’操作の有効性から言えば，我が国が現在取っている主な形は商業銀

行への再融資を回収することである。再融資自身が計画性の特徴を備えている

ため，また，国際収支が経済実体の内生変数として，明らかに可変性を持つた

め，この二つの政策的変数を協調的にコントロールするのは極めて難しい。1994

年の貨幣総量の急激な拡張（Msがエ993年の3513813億元から幽827．2億元に上

昇），持続的な高インフレの進行，小売価格の歴史的最高の21．7％の上昇とい

う事実は現段階の相殺操作自身の効果に限界があり，根本的に国際収支変動の

マネー・サプライに対するマイナスの影響を排除できないことを表している。

さらに重要なことは，相殺操作の効果が内部均衡の犠牲を代価として得られて

いるという認識である。国内の融資総額を縮小させることは，経済の離陸段階

の中国にとって，必ず国内生産の発展を抑制し、経済の成長速度を低下させる。

さらに我が国は，現在，中央から地方政府まで，財政赤字を削減できず，国内

企業も生産資金が不足している。このような困難な状況の下で，“相殺’’操作

は疑いなく，国内のすでに緊張している資金調達に重匡をかけることになる。

したがって，国際収支の変化のマネー・サプライに対するマイナス影響を根本
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的に取り除くためには，外部均衡そのものを達成するために，いかにして有効

な対策を行うかが重要となる。

1V－2

　内部均衡を基礎とし，外部均衡を保つ対策の検討

　先進国の歴史からみても，そして先進国と発展途上国の現状から言っても，

大国と小国とのひとつ重要な違いは，国際収支の国民経済全体に占める地位が

異なるということである。最大な発展途上国である我が国も，その例外ではな

い。国際収支が大幅な黒字を記録した1995年を例をとっても，我が国の貿易黒

字は工80．5億米ドル（人民元に換算すると，1552．3億元（1ドルミ8．6人民元））

で，これはGM，（57277億元）の2．7％にすぎなかった。このことは我が国経

済において，内部均衡を首位に位置づけ，その内部均衡を基礎とした上で，外

部均衡を追求することの重要性を裏付けているように思われる。一旦外部均衡

がくずれたとしても，できるだけ外部要因自身から問題の解決方法を求め，内

部均衡を崩して外部均衡を実現させる方法を取るべきではない。この原則に基

づき，外部均衡を保つ有効な対策について，以下のような検討を行う。

1．為替レートの決定メカニズムの改善と外国為替の需給バランスを基礎とし

た合理的な為替レートの実現

　現在では，人民元の為替レートの決定は，実際に外国為替の需給を基礎とし

ていない。現行の為替売買システムの下では，外国為替市場における需給アン

バラスは，市場メカニズムによって，自動的に調整されることはなく，中央銀

行の受動的な介入操作によって補われている。為替レートの決定メカニズムの

不完全さは外部が自動調整能力を欠いている結果であり，それは人民元の為替

レートを外国為替需給の均衡点からシフトさせ，同時に中央銀行の介入にもか

かわらず，外国為替の増加と貨幣供給拡張の圧力の増大をもたらした。

　国際収支が黒字を記録するとき，為替レートの安定を維持するため，我が国

が今取っている調節方式は中央銀行に外国為替を買い取りさせる同時に大量の
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人民元を市中に投入し，マネー・サプライヘの圧力を増大させた。しかし，国

内のインフレ率がより高い状況の下で，中央銀行はまた国内の貨幣総量をコン

トロールする役割を担い，適切な引き締め政策を執行するため，“相殺’’操作

を通じて国内貸し付け高を縮小させるしかなかった。中央銀行がこのような為

替レート安定化政策を実行するとき，同行は国内貨幣政策の有効性を減退させ

る可能性を持つ。一旦両者の目標が矛盾するとき，二つの政策を同時に実行さ

せると，必ずそれらの効果がお互いに衝突する。その結果として，一方では，

為替の安定の維持が困難となり，他方では，内部均衡が崩れ，国内経済の不安

定化を引き起こされ，中央銀行は国民経済の内外同時均衡を回復させるのに困

難を感じることになる。

　為替レートが外国為替市場の需給状況によって決められ，為替レートの一定

の範囲内での変動が認められると，需給メカニズムによって，ある程度に自動

的に外部経済の均衡が調整される。国際収支が黒字で，外国為替が超過供給に

なるとき，自国通貨のレートが上昇し，経済の不均衡状態がある程度に調整さ

れるようになる。このような為替レートの決定メカニズムが主に外国為替市場

の需給変化にしたがい，為替レートに対して迅速に，小幅の調整を行う。こう

して，中央銀行は為替政策と貨幣政策を同時に調整しなければならないと言う

矛盾を防げ，また，中央銀行の間隔的，大幅的な為替レートの調整による国内

経済への衝撃も削除できる。

　上述した分析でわかるのは，外国為替の需給を基礎とする為替レートの決定

システムの建設が，外部経済に自動調整能力を備え付けさせる鍵である。した

がって，それを外国為替制度改革の一つ重要な要因として重視しなければなら

ない。

2．中央銀行の外国為替市場に対する介入操作方法の改善

　前半において，外国為替市場による為替レートの決定メカニズムの必要性を

分析したが，同時に，現在世界の主要な先進国は，為替相場のクリーンフロー
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ト（Clean　iOati㎎）を認めず，ほとんどが外国為替市場に対して，ある程度コ

ントロールしている。つまり，中央銀行が一定の範囲内で外国為替市場の調節

の役割を担っている。その主な目的は，自国通貨の安定を維持し，為替レート

の大幅な変動或いは為替市場のハプニングなどによる国内経済への衝撃を防ぐ

ためである。しかし，このような介入操作は為替需給メカニズムを通じた一種

の間接的な介入であり，またその介入の程度も厳しくコントロールされてい

る。中国は現在管理フロート制度を実施しているが，中央銀行の為替市場への

介入方式は為替需給メカニズムから離れて，明らかに政策性を帯びている。基

本的には，政策目標或いは為替需絵の不足を補う為であり，人民元の為替レー

トを合理的なレベルから遊離させている。したがって，中央銀行の為替市場へ

の介入方式を改善しなければならない。その中心は為替変動幅の管理メカニズ

ムを建設することである。すなわち中央銀行は経済成長率，国際収支状況，イ

ンフレ率などのマクロ経済指標によって目標為替レートの範囲を設定し，為替

レートが目標レート範囲を超えたとき，中央銀行は貨幣政策などの経済政策手

段を使って介入し，為替レートを目標レートレベルに回復させる。

3．為替市場の創設

　為替市場の建設は為替レートの決定メカニズムを改善する必要条件である。

流動性が大きく，競争メカニズムを備えている為替市場こそ，その役割が発揮

でき，中央銀行の介入操作の効率が高められ，有効に外部経済の内部均衡への

影響を防げる。以下のような二つの面を考える必要がある。

（1〕為替市場の参加者の拡大。現在，外国為替指定銀行が為替市場の参加者で

あるが，その参加者の範囲を引き続き拡大する必要がある。いくつかの国有商

業銀行を主力とする前提の下で，一部の非銀行金融機関と外資銀行及び企業の

為替市場への参入，競争を認める。これによって，為替レートの決定要因の多

元化ができ，為替相場に対する市場メカニズムの自動調整機能が有効に発揮で

き，同時に為替市場の安定にも有利である。
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（2）為替取引方式と市場手段の多様化。中国の為替市場の取引方式と種類は依

然として多様でない。現段階では，主に外国為替の一覧払い業務，及び人民元

対米ドル，香港ドルと日本円など少ない種類に限っているため，為替取引によ

るリスク回避という目的はなかなか達成できない。このような状況に従い，外

国為替の種類を増やし，次第に取引対象を世界の主要な通貨に拡大するべきで

ある。同時に，取引方式を増し，人民元と一部の外貨との単純調達から各種外

貨との全面的な売買に発展し，条件が成熟した後，人民元の先物交易業務を考

慮すべきであると考えている。

　以上のような二つ面のほかに，引き続き為替市場に対する立法監督と管理を

強め，取引規則を定め，中央銀行の為替市場コントロール機能を改善すること

などは，外国為替市場の統一性と完全性を高め，為替市場の健全な発展を促進

するための重要な措置であ糺

4．資本収支管理の強化，外国資本に対する消化と吸収能力を高める。

（1〕外国投資の管理の強化外国投資に対して適当な優遇政策を与え，引き続

き一定の規模を保つ同時に，虚偽の投資の進入を防ぐことによって，外国投資

の質を高め，外資構造を最適化させる。一方，国内ミクロ経済主体の整頓を強

化し，企業の外資に対する消化能力と吸収能力を高める。これについて，以下

のように考えている。

①積極的に外資を利用し，国内の企業改造に用い，外資の新規事業への過度

　集中を防ぎ、国内資源需要への圧力を軽減する。

②中西部地域の外資利用のテンポを早め、中西部の土地の低コスト、資源と

　労働力豊富などの優位を発揮し、経済を発展させるため，外資利用の潜在能

　力を引き出し、全社会の資源配置の効率化と総生産を高める。

③外国投資用の割当資金を中央銀行のマネー・サプライ体系に徐々に組み込

　み，割当資金管理を強め，改善する。

（2）対外借款政策の調整　過重の対外債務負担による外部経済の不均衡を避

86



中国における国際収支の変動とマネー・サプライ（劉）

け，そして債務危機の発生を防ぐために，まず対外借款規模をコントロールす

ると同時に，外債の用途もコントロールし，外債の使用効率を高め，対外借款

を本来の生産目的に使用し，消費に回さないようにしなければならない。次に，

対外債務構造を更に多元化的に発展させ，為替リスクを防ぐ。最後に，政府債

務を厳しくコントロールし，次第に企業に国際融資の道を開放する。このよう

にして，政府の対外債務負担を軽減し，また一定の程度に国内割当資金融資に

よるマネ・サプライヘの圧力を削除する。

5．外国為替の体制改革の進化

　1994年の外国為替の体制改革以後，1996年12月1日から，我が国はまた人民

元の経常収支下での自由党換を実現した。つまり，IMF協定の第8条に規定

された義務を受入れ，経常取引と移転に伴う為替送金制限を廃止した。これは，

人民元為替レートの市場需給を基礎とする合理的なレートの形成に重要な一歩

を意味し，我が国の外国為替体制が日に日に改善され，次第に国際支払システ

ムの中に組み込まれていることを示している。外国為替の体制改革は確かに一

定の成果をあげたが，同時に，現行の為替売買システム自身がまだ改善の余地

があることを認めなければならない。例えば，強制的な買為替条件の下で，為

替売買政策のアンバランスの問題が依然存在する。決済が強制的である為，為

替市場において，需給メカニズムが人民元の為替レートに対して速やかに調整

できない。外貨の超過供給を例とすれば，人民元の対外価格の上昇が単に外貨

への需要を増加させ（つまり，売為替に影響を与える），有効に為替供給を抑制

できない（買為替に影響を与えない）。これは人民元の為替レートを大幅に切り

下げないと，為替市場の需給均衡を回復できないことを意味している。その結

果，人民元の為替レートの大幅な変動がもたらされる。ところが，為替レート

の安定を維持するには，中央銀行はまた引き続き為替売買の差額を補う義務を

背負わなければならない。国際収支が黒字を記録し，買為替が売為替より大き

いとき，中央銀行の受動的な介入は必ず外国為替の増加とマネー・サプライ拡
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張の圧力をもたらす。

　したがって，人民元の経常収支下での自由党換が実現された後，為替売買シ

ステムに対して，相応な改革を行わなければならない。現在の為替市場におけ

る超過供給という有利な時期を利用し，次第に経常収支下での強制的な買為替

の要求を緩和し，外国為替指定銀行の手持ち外貨総額の制限を緩め，それに適

度に企業の外貨現金口座を回復させ，つまり銀行と企業に一定数量の外貨預金

を持たせることによって，外貨準備の量を減らす。これによって，外国為替の

圧力が軽減できるだけではなく，また為替供給メカニズムの改善にも有利であ

る。時期が成熟したとき，経常収支下での自由決済の実施が考えられ，経常項

目収支の均衡を維持する役割を為替市場に移行させることを実現することによ

って，中央銀行は，為替売買システムに決定的に牽制されているという受動的

な局面から抜け出せ，無制限な外国為替の買い付けと売却の重荷を降ろし，外

部経済のアンバランスが国内のマネ・サプライヘの与える影響を有効に遮断で

きる。

6．我が国の貨幣政策体系の形成の促進

　国際上の経験から見れば，ドイツ，日本及び我が国の台湾省の外貨準備が多

いが，内部均衡に大きな衝撃を与えていない。これは外貨準備の増加による市

中に投入された貨幣量が経済成長によって，吸収され，或いは輸出されたから

であり，一方，金融当局が実際操作を行うとき，すでにマネー・サプライ中の

外貨準備の要因を考慮し，そしてそれをマネー・サプライの根拠の一つとして

いるため，より整備された貨幣政策体系を形成した。現在において，我が国が

貨幣政策を策定するとき，完全に外国為替をマネ・サプライ体系に積極的に組

み入れていないため，一旦国際収支の変動が発生すると，それに適応した調整

政策がなく，現行の貨幣政策のコントロール不調，内部均衡が崩れ，国民経済

の発展に悪影響をもたらす。したがって，我が国の金融当局が今後外国為替を

国内の信用規模と同じような重要な調整指標として，マネー・サプライ総量に
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組み入れて考慮し，そして貨幣政策の目標にも入れ，早急に貨幣政策体系を整

備しなければならない。それによって，国内経済発展に必要とする安定したマ

クロ経済環境を保つことが重要であ糺

　　　　　　　　　　　　　　　主要な参考文献：

1，S伽16y　Fis比r，R凹dig㎝Domb皿sch，「亙。o”mjc」，［米］斯坦利・費希爾，魯迫格・唐

布什著「経済学」，庄巨忠等訳，中国財政経済出版社1989年

2，［米］愛徳華・夏皮羅著「宏観経済分析」，楊徳明等訳，中国社会科学出版社1985年
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　欧州単一通貨「ユー口」の
国際通貨としての影響について

井　澤　秀　記

　　　　　　　　　　　　　　　I　はじめに

　1999年王月1日に欧州通貨統合（同盟）の最終段階として共通通貨である「ユ

ー口（em）」が誕生する予定である。マーストリヒト条約の参加5条件の1997

年実績をみて，参加国の第一陣は，98年の5月初めにブリュッセルで開催され

るEU特別首脳会議において決定される。現段階では，ドイツやフランスが財

政条件をクリアーできるかどうかも疑問であるが，ユー口がかりに誕生した時

に国際金融・資本市場にどのようなインパクトを及ぼすことになるかを考察す

ることが，本稿の目的である。

　欧州連合（EU）15ヵ国の合計では，人口，名目GNPにおいてやや米国を上

回り，EU域内貿易を除く輸出入は米国のそれにほぼ等しい規模になる。債券

市場（中長期国債の発行残高）については，1994年末でドイツ，フランス，ベ

ネルクス3国，オーストリアのコア6ヵ国で1兆ドル強で，日本の約半分の規

模となる。EU15ヵ国では，2兆7千億ドルを超え，アメリカの2兆4千億ド

ル弱を上回る大きなユー口建て国債市場ができることになる。また，株式市場

（証券取引所べ一ス）については，時価総額でコア6カ国の合計は，ニューヨ

ーク，東京市場に次ぐ規模にとどまる。コール，手形等の短期金融市場につい

　本稿は，文部省科学研究費補助金　基盤研究（C）「欧州通貨制度，欧州通貨単位およ

び欧州通貨統合に関する理論的・実証的・歴史的研究」（課題番号07630085）の研究成

果の一部である。ここに，記して感謝の意を表する。
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ては，EU15カ国（ロンドンのユー口預金を含まない）の場合でも1兆6千5

百億ドルで，アメリカの2兆3千億ドルを下回るが，日本を上回る。　（国際通

貨研究所編（1997）pp．143－144を参照）

　次節において，経常・資本取引，外国為替市場における取引，および公的準

備などの視点から統計データを用いて，国際通貨としてのユー口が基軸通貨ド

ルに対して相対的にどのような地位を持つかを推計する。円の国際的な地位も

ドルとユー口とともに調べることにする。最後に，結論を述べることにする。

　　　　　　　　　　I　国際通貨としてのユーロ

　クルークマン（1984，p．263）は，国際通貨の役割を表1のように分類して

いる。順にみていくことにする。

　　　　　　　　　　　　表1国際通貨の機能

民　　　間　　公　　　的

交換手段　媒　　介　介　　人
言十算単位　　インボイス　ペ　ッ　グ

価値貯蔵　銀行業　準　　備

インボイス通貨

　欧州委員会の跣。nomic　Papers（1996，p．8）では，1992年における世界の

輸出に占めるドルの比率は，48％であり，マルク，フランス・フラン，ポンド，

ギルダーおよびリラの5通貨の合計では33％である。円は5％である。ユー口

建ての世界の輸出に占める割合は，約30％位になるのではないかと推計されて

いる。

タ｝国為替市場出来高

　国際決済銀行（BIS）の95年4月の調査報告（ユ996）では，売買両面の全体
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200％のうちドルが84％，EU通貨およびECU（欧州通貨単位，99年1月にユ

ー口と1対1で等価交換される）が70％を占めている。円は24％である。BIS

年報（1997，p．90）によれば，欧州通貨統合により正：U通貨間の取引高3千

億ドル分がすべて消滅したとすると，ドルのシェアーは92％へと高まり，ユー

口のシェアーは56％へと低下する。円は26％へ若干上昇する。

ペッグ

　IMPのIntemdoM　Hn㎜cia1S胞hsdcs（September，1997，p．8）の各国の為

替相場制度によれば，1997年6月末現在で㎜F加盟181ヵ国のうちドルにペッ

グしている国が21あり，フランス・フランにペッグしている国が15，マルクが

2，リラが1である。通貨統合の第一陣に入れなかった国は，新たに創設され

る為替相場メカニズム（ERM　II）において，広い変動幅をもったターゲット

・ゾーンに入ってもいいことになる。さらに，東欧諸国が将来ユー口にペッグ

する可能性もある。

公的外貨準備

　通貨当局は，為替介入のためや輸入決済の予備的目的で外貨準備を保有す

る。表2のように，国際通貨基金（一MF）の年報（1996，p．164）によれば，

加盟国の公的外貨（ofHcia1曲reignexch㎝ge）に占める1995年末のドルのシェア

は56．4％である一方で，ドイツ・マルク，フランス・フラン，ポンド，オラン

ダ・ギルダおよび1ヨCUの合計は，25．8％である。ちなみに，円は7．ユ％である。

ユー日参加国は，これまで保有していた他のユー日参加国通貨やECUを外貨

準備として保有しなくなる。したがって，ドルの保有比率が高まることになる。

　また，通貨統合参加国決定と同時に設立される予定の欧州中央銀行（ECB）

は，最大で500億ECU（1ECUは現在約ユ、1ドルである）相当の外貨準備資産

（IMFのリザーブ・ポジションやSDRを除く）を保有することが定められて
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表2　公的外貨保有の通貨別橋成比

A11oou皿㎞es

U．S，dou町

Poumd　s1er1i11g

Deu値。he　m趾k

Prelloh丘allc

Swiss加㎜c

N鮒er1㎜出guilder

JapaIle害e　yell

l≡CU

U皿speoi茄ed㎝mncies

I皿d皿sl］’al　oou皿11｛e目

U．S．do11町

Pou皿d　s－e正蛆皿g

Deu崎。be　m鉦k

F記11ch缶㎜c

Swiss　f固110

Netherla皿d畠g1』ilder

工ap㎜esey㎝

ECU
Unspec雌6d　o皿πGllcies

DeΨGloPi皿g　co凹皿血jes

U．S．do11町

Po皿11d　s蛇r1i皿g

1〕eut畠。he皿岨1・k

F鵬11ch血a皿。

Swiss丘aIlc

N弛erlミmdsguilder

lap311ese　ye皿

ECU
u皿冨pGcified　o㎜f6冊。ies

1987　　　1988　　　1989　　　1990　　　1991　　　1992

56．0

2．2

1314

0．8

1．8

1．2

7，0

14．2

3．4

54．8

1，0

14．1

O．3

1．5

1．1

6，3

19．9

1．O

59．1

5，4

11，5

2．0

2．7

1．3

8．6

55．3

2，5

14．5

1．0

1．8

1．0

7．1

1117

5，1

54．5

1，3

15．5

0．7

1．5

1．0

6，4

16．2

3．0

57．5

5，7

11，9

2．0

2．4

L1
8．9

51．9

2，6

18．0

1．4

1．4

1．1

7，3

10．5

5．7

48．4

1，2

20，6

1．ユ

1．1

1．1

7，5

15，0

4．O

60．5

5，8

11，7

2．1

2．2

1．0

6．9

50．3

3，2

17．4

213

1．3

1，0

8．2

9．6

6．7

45，7

王．7

19．8

2．3

0．9

1．1

818

13．8

5．8

60．6

6，6

11．9

2．3

2，1

O．9

6．9

50．9

3．4

1517

2．8

1．2

1．1

8，7

10．0

6，2

43．8

ユ．8

18．3

3．0

0．8

1．1

9，7

15．8

5．7

63．3

6，2

11．0

2．3

2．1

1．0

7．O

55．1

3．2

1315

2，4

1．1

O．6

7，8

10，1

6．1

49．0

2，3

15．0

2．7

0．4

0．4

716

16．5

6．1

64．6

416

1112

1．9

2．2

1，0

8，3

　　　　　（単位　％）

1993　　　1994　　　1995

56．2

3，1

14．1

2．2

1．2

0，6

8．0

813

6．2

50．5

2，2

16．4

2．5

0，3

0．4

7，9

14．7

5．2

6318

4，4

11．1

1．8

2．4

1，0

8．1

5519

3，5

14．3

2．1

1，0

0．5

8．2

7．8

6．6

51．2

2，3

16．4

2．1

0．2

0．2

8，3

14．1

5．3

61．8

4，9

11．8

2．1

2．0

019

8．2

56．4

3，4

13．7

1．8

0．9

0．4

7．1

6．5

9．7

52．8

2．ユ

15．7

2．1

0．1

0．2

6，9

12，3

7．8

60．5

4，9

11．4

1，5

1．8

0．8

7．3

9．5　　　互O．5　　　9．9　　　8．8　　　7．1　　　6，3　　　7．6　　　8，3　　　11．8

　（出所）1MFA㎜皿alRepo血　1996，p．164

いる。1996年末のEU各国の外貨保有額（ドル表示）は，ドイツ（758億ドル），

フランス（23ユ債ドル），ベルギー（ユ54億ドル），ルクセンブルグ（29億ドル），オ

ランダ（241億ドル），オーストリア（219億ドル），アイルランド（77億ドル），イ

タリア（44ユ債ドル），スペイン（559億ドル），ポルトガル（154億ドル），フィン
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ランド（62億ドル），スウェーデン（182億ドル），イギリス（370億ドル），デンマ

ーク（ユ34億ドル），ギリシャ（173億ドル）で，合計で，3，784億ドルである。

各国の通貨別構成比は公表されていないが，約半分弱がドルであり，あとの半

分あまりがマルクやECUなどの域内通貨であると推測される。ユー日参加国

が余剰となったドル準備を売却することも考えられる。

国際ポートフォリオ

　BISの四季報（May，1997）によれば，ユー口市場の規模を主要国銀行の外

貨建て（クロスボーダーおよびローカルのポジション）債務残高でみると，1996

年末でドル建てが47．1％であり，EU通貨およびECU建ての合計が32．4％で

ある。円は5．6％である。国際償（ユー日債と外債の合計）の1996年末残高の

通貨別構成比において，ドルが38．9％であり，EU通貨およびBCUは36．7％

である。円は13．7％である。また，0ECDの舳ancia1M町ketTr㎝ds（Jme，1997）

によれば，1996年に発行した国際債は，ドルが43．0％であり，EU通貨および

ECUが40．2％である。円は8．6％であ乱そのうち1996年に発行したユー日債

（表示通貨国以外の国で発行されて広く国際的に売られる債券）は，ドルが45．

6％で，EU通貨およびECUが42．8％である。円は7．O％である。イギリスが

通貨統合に参加せず，ロンドン市場で発行されると仮定すると，ユー口・ユー

1コ債（ユー口市場におけるユー口建て債）は，34％を占めると推計できる。ユ

ー口という通貨はまだ存在しないが，欧州投資銀行（EIB）が97年1月末に道CU

建て債を発行して，99年1月1日に1対1の比率でユー口建てに切り替えると

いうものであり，事実上のユー口・ユー日債の第一号とみられている。

　欧州委員会のEuro　Pape満（July，1997）の試算によれば，1995年末における

世界の民間の国際ポートフォリオ（詳細はわからないが，国際債，非銀行部門

のクロスボーダー預金，国内非銀行部門の外貨建て預金などを含むと思われ

る）に占めるドルのシェアは，39．8％であり，EU通貨のシェアは36．9％（う
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ちマルクは15．6％）である。円は11．5％である。この点では，ユー口はドルに

匹敵する地位を占めると考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　皿　結　び

　以上のように，欧州単一通貨「ユー口」は，ドルに匹敵する国際通貨として

の地位を持つ可能性がある。バーグステン（1997）は，国際ポートフォリオ投

資の多様化によりドルからユー口に資金がシフトして，ユー口がいずれは40％

程度を占めると大胆な予測をしている。戦後のドルを中心とする国際通貨体制

からドルとユー口の二大基軸通貨体制へと変革するかもしれない。他方，円の

国際化については，通産省の輸出入決済通貨建動向調査によれば，1997年3月

に，わが国の円建て輸出は，35．8％（東南アジア向けは45．5％）であり，円建

て輸入は18．9％と依然としてドル建て比率が高い。円の国際化は立ち遅れてお

り，三極通貨体制は現実的ではない。米国に節度ある経済政策を要求するため

にもユー口が代替的な資産として誕生することは望ましい。ユー口が魅力ある

国際通貨になるためには，欧州中央銀行の独立性とその金融政策に対する信認

がどれだけ得られるかが重要である。ドル，ユー口，および円の間の為替レー

トの変動はより大きくなるかもしれない。多くの国が通貨統合に参加すればそ

れだけユー口を通貨として利用することの規模の利益がある反面，高インフレ

志向国も参加する場合には，信認が低下し，マルクに比べて弱いユー口の通貨

価値が低下すると予想して，スイス・フランなどに資本逃避が起こるかもしれ

ない。いずれにせよ，ユー日参加国が決定される98年5月のEU特別首脳会議

が待たれるところである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1997年9月26日）
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米国自動車企業の競争力向上における
　　　　　　日本的経営手法の学習

延　岡　健太郎

　　　　　　　　　　　　　　　1　はじめに

　近年の競争環境では，他企業からベストプラクナイスを迅速に学習する能力

が不可欠である。企業の競争力は組織能力を蓄積する学習能力に依存するとこ

ろが大きい。1980年代には，米国自動車企業は様々な経営効率指標において日

本自動車企業よりも劣っていた（Womack，et　a1．，1990）。しかし，1990年代に

入り，米国自動車企業は急速に競争力を高めてきた。競争力を高めるための中

心的な方法としては，日本的な経営手法を学習し，その概念や手法を導入する

ことであった。その結果として，自動卓の生産と製品開発の両分野に関して生

産性および製品晶質を大幅に向上させた。

　本稿では，筆者も含めて日米欧の研究者が協力参加して実施してきたマサチ

ューセッツ工科大学（MIT）の国際自動車プログラム（1MVP），およびキム・

クラーク教授をリーダーとしたハーバード大学の研究を中心としてレビューす

ることにより，米国自動車企業が日本的経営を学習してきた結果について報告

する。具体的には，主に米国企業の生産と製品開発に関する革新と，それがも

たらした改善成果を詳細に分析する。そこでは，企業内の組織の構遺やプロセ

スに関する革新と共に，部品サプライヤーとの関係を再構築したことを中心的

なポイントとして論じたい。

　以下では，まず米国企業がそれぞれの分野における生産性に関して，日本企

業と比較してどこまで追い付いてきたのかデータを使って説明する。本稿の構
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成は次のとおりである。第2章では組立て工場の生産性と品質について，第3

章では製品開発におけるリードタイムと開発工数について，日米企業の比較お

よびトレンド分析をおこなう。第4章では，サプライヤー関係について米国企

業が日本的な協調的な関係を採用してきている傾向についてデータを検証す

る。なお，比較データには参考のため欧州企業のデータも含めている。第5章

では，米国ビッグスリーの申でも日本的経営を最も迅速に取り入れたクライス

ラーについて，企業の革新内容とその成果について具体的な事例を分析する。

最後に第6章では，日米のサプライヤー管理手法におけるトレンドを比較しな

がら，重要性を増しつつある日米の相互学習の必要性について論じる。

　　　　　　　　　　　2　組立て工場の生産性と品質

2－1　組立て工場の生産性比較

1989年時点では，日本の自動車組立て工場の生産性が欧米と比較して著しく高

かったことが㎜VPによって報告された（Womack，et　a1．，1990）。その報告で

は，日本企業の優れた生産管理方式はリーン生産方式と呼ばれた。そこで示さ

れた日本企業のデータがベンチマークとして目標に設定され，欧米企業はリー

ン生産方式を導入するための改善活動を実施してきた。IMVPではその後，19

93年に2回目の比較調査を実施した。

　図1は1993年時点でのデータを1989年のものと比較している。89年のデータ

におけるサンブル数は，日本工場（9），北米の日本工場（4），米国工場（16），

欧州工場（24）であった（Womack，et創．，1990）。1993年の調査でのサンプル

数は，日本工場（12），北米の日本工場（8），米国工場（25），欧州工場（ユ8）

である（MacDu冊e㎝d　Hl，ユ994／1995）。データは生産性を公平に比較するた

めに製品サイズ，装備レベル，溶接や接合部分の数など，生産する車種の違い

で修正してある。
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米国自動車企業の競争力向上における日本的経営手法の学習（延岡）
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　　　　　　　　　図1　組立て工場の生産性推移

　1993年までに生産性の日米間の差異は縮小した。日本の工場の生産性は，16．8

時間から16．2時間へとわずかに短縮されたがほぼ横ばいである。一方，米国企

業の工場では，25．ユ時間から22．9時間へとユO％程度の生産性向上を実現させて

いる。また，特に改善幅が大きいのは，北米にある日本企業のトランスプラン

トであり，2ユ．8時間から17．8時間へと約18％の生産性向上を記録している。19

93年時点で，米国にある日本企業の工場は日本国内にある工場とほぼ同等の生

産性を達成したといえる。このデータは米国の従業員が従事する工場において

も，日本的な生産システムを導入することによって生産性の向上が充分に可能

であることを示している。

　欧州企業も，35．5時間から29時間へと約ユ8％の大きな生産性向上を実現し
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た。しかし，1989年時点の生産性が非常に低く，まだ日本企業には大きく及ば

ないし，米国工場よりも生産性は低い。労使関係の管理が米国以上に困難であ

り，リーン生産方式の導入にも遅れが見られる。後でデータを示すが（表1），

特に仕掛かり晶在庫が日米工場と比較しても著しく多いのが現状である。

2－2　生産品質比較

　組立て工場のアウトプットである完成製品に関する品質については，欧米工

場共に大幅な改善を実現している。品質や顧客満足度（CS）の調査を専門と

している米国JDパワー社とIMVPが協力して調査分析した結果を図2に示

す。晶質レベルは市場導入後の初期段階において顧客から報告されたクレーム

一台の組立て時間（修正済）
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　　　　　　　　図2　組立て関係の品質レベルの推移
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の数で測定する。ここでのクレーム数は組立て工場に関連した不具合数だけを

取りだしたものである。つまり設計上の問題で発生する機能的な問題点や故障

などは除去することにより，純粋に組立て工場の品質を比較したものである。

具体的には，取り付け不具合と外板塗装やボディ溶接に関する不具合が含まれ

る。

　1989年時点では，日米間で大きな差異が見られたが，ユ993年のデータではそ

の差は著しく縮小している。欧州企業に関しても，品質については大幅な改善

を実現している。日米欧の自動車企業間での組立て晶質に関する差異はほぼ消

滅したと言える。

2－3　日本的な生産方式の導入度合

　最後に，米国の組立て工場で，日本的経営が導入されている程度について，

いくつかの項目別に検証する。リーン生産システムの最大の特徴のひとつは在

庫を減少させることにある。加えて，工場の労働者への教育研修を充実させ，

改善提案活動へも積極的に参加させることが重視される。妻1はこれらの工場

管理手法に関するデータを比較分析している。

　まず，8種類の部品に関する部品在庫と，塗装工場内でバッファーとして保

管されているボディの在庫量について，日米欧での比較データを示している。

部品在庫は日本の国内工場がO．6日分であるのに対して，米国工場では1．8日分

である。米国工場は日本の工場と比較するとまだ在庫は多いが，過去の米国工

場の実態を考えるとかなり改善している。日本の工場では多くの部品サプライ

ヤーが自動車企業の組立て工場に比較的近いところに位置しているが，米国で

は距離が離れている場合が多い。例えば，トヨタヘ供給する部品企業はすべて

を平均しても組立て工場との距離が100Km以下しか離れていないが，米国で

は平均800Km以上の距離がある（Dyer，1994）。この距離の差異を考えると，

部品在庫に関しては米国企業は日本企業に近づく努力をかなり効果的に実施し
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てきたといえる。

表1　日本的経営指標の比較（1993年時点）

日本 日本（米国） 米国 欧州

部品在庫（8種類の部品に関する在庫日数） O．6 0．8 1．8 1．8

塗装工場の仕掛在庫（1シフト分中の％） 16．5 18．2 27．9 61．2

新規採用者への年間研修時間

iO：40時間以下，3：160時間以上）

218 2．8 1．8 2．4

品質改善チームヘの参加度合（％） 94 38 35 37

改善提案の一人当たりの数（年間） 210 4．O 0．4 O．8

出典：M㏄D凹撤e㎜dPil（1994）

　次に，塗装工場のバッファーに関しては，日本の工場は1シフトの16．5％分

を在庫として持つのに対して，米国の工場では27．9％分である。これに関して

も，米国工場はかなりリーンな生産プロセスを実現しつつあるといえる。まだ

この点で改善が充分ではない欧州の工場では，61．2％の在庫をかかえており，

米国の方が著しく少ない。

　次に，労働者のマネジメントであるが，日本的な改善活動への参加という点

に関して，まだあまり実現することができていない。クオリティサークル（QC）

のような品質改善チームヘ参加している組立て作業者の割合を妻1で比較して

いる。日本の工場では94％の作業者がそのような活動に参加しているのに対し

て，米国工場では35％，欧州の工場では37％でしかない。米国にある日本企業

のトランスプラントに関しても同様に参加率は低い。

　加えて，それ以上に重要な差異は一人当たりの改善提案の数である。米国の

工場では，一人当たり一年間で0．4件しか提案されていない。国内の日本工場

では，一人平均21ぴ年もの改善を提案している。日本企業の米国トランスプラ

ントにおいても，提案数は年間平均4件であり多くない。米国では，このよう

な晶質改善チームヘ労働者を参画させることが困難であるだけでなく，参加さ

せても実際の改善提案に結び付けることは一層困難であることがわかる。
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　ただし，今回の調査では，労働者の改善提案活動の活発さと生産性との聞に

は直接的な相関関係が見られなかったことも報告されている。例えば，改善提

案活動が日本国内の工場のようには実施されていない日本企業の米国トランス

プラントでも，前述のように国内工場と同等の高い生産性を実現している（図

1）。労働者のチーム改善活動と生産性の関係に関しては，今後より詳細の分

析が必要である。このような改善チームでの活動は，生産性や晶質の向上をも

たらすというよりも，労働者の参画意識や仕事への満足度合を高めることに，

より役立っているとの解釈も可能であろう。一方，欠勤率と生産性とは相関関

係があることが報告されている。チーム活動は仕事への参画意識を高めること

によって，欠勤率の低下には役立っている可能性があるが，間接的な影響であ

るために統計的には明確にならなかったのかもしれない。

　　　　　　　　　3　製品開発における米国企業の革新

3－1　製品開発生産性の国際比較

　自動車企業で製品開発における日本企業の優位性がいわれはじめたのは1980

年前後からである（Abegg1enand　Stalk，1985；Imai，N㎝aka㎝dT此euchi，1985）。

当時，日本企業の新製品開発に関する生産性やスピードは，欧米企業を圧倒的

に凌駕していた。しかし，その後1990年前後に，米国企業は新製品開発のプロ

セスと成果を著しく改善した。

　ハーバード大学のクラーク教授のグループでは，米国企業の改善前と改善後

の二回にわたり，日米欧の製品開発の成果を詳細に調査することにより比較分

析している（Clark㎜dFujimoto，1991；E11ison，eω．，1995）。第一回目は，198

5年前後に導入された新製品を中心として，1987年に調査が実施された。第二

回目は，ユ990年代初期に導入された新商品に関して1993年に調査された。サン

プルとしてのプロジェクト数は，第一回目が日本（12），米国（6），欧州（11）

であり，第二回目が日本（8），米国（5），欧州（12）である。
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　ここで示すデータは公平に比較するために製品のサイズと価格，サプライヤ

ーの設計分担比率，および新規部品比率などで修正済みの数字である。つまり，

仮に設定した平均的な新車を開発する場合に，それぞれの企業が必要とする開

発リードタイムと総工数を比較しているのである。また，開発リードタイムと

総工数共に，製品企画の初期段階であるコンセプトスタディの開始から，市場

導入開始時点まで含み，新車開発活動のすべてをカバーしている。ただし，新

型エンジン開発のように通常は特定の製品開発プロジェクトとは別に先行開発

の形で実施される部品システムの開発は含まれていない。

月敏

70

日本 米国　　　　　欧州

口85年前後

團90年代初期

出展：Ellisom，α趾k，F旬imoto，㎜d　H〕㎜皿（1995）

　　　　　　　図3　開発リードタイムの国際推移化蚊

　まず，開発リードタイムについて，日米企業のデータを比較する。図3に示

すように，1980年代では，日米企業の間には開発スピードに大きな差異が存在

していた。日本企業では，平均45か月で開発できていたものが，米国企業では
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平均61か月を必要としていた。しかし，85年前後から90年代初期にかけて，米

国企業では開発リードタイムを61か月から51か月へ大幅に短縮させている。逆

に，この期間に日本企業では，45か月から54か月に延長された。つまり，90年

代初期には米国企業の方が短期間で新製品を開発することができていたとする

結果を得ている。欧州企業もわずかながらリードタイムを短縮し，日米欧の間

での国際的な差異はほとんどなくなっている。

　次に，図4では開発総工数の変化についてデータを示している。リードタイ

ム以上に米国企業の改善度合は大きい。平均的な製品開発プロジェクトの総工

数を3．4百万時間から2．3百万時間へと約30％削減している。逆に，日本企業の

製品開発プロジェクトではこの時期に1．7百方時間から2．1百万時間へと必要工

数が増加している。

人・勝簡（百万時間）
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　出展：E㎜s㎝，α枇，胸imo－o，㎜dHy㎜（1995）

　　　　　　　　　　図4　開発工数の国際推移比較

口85年前後

国90年代初期

ここまで示してきたように，米国企業は製品開発効率に関して，この時期に

107



経済経営研究第47号

はほぼ日本企業に追いつき，ある分野では逆転したことが明確になった。ただ

し，日本企業へのインタビュー調査によると，この時期の日本企業の成果は二

点の理由によりバイヤスが存在していたことも事実のようである。一点目は，

この時期は特に日本企業はバブル景気に影響され，過剰とも言える品質や装備

を持った高級車をじっくりと開発する傾向が強い時期であった（Aoshima，

1996）。この点とも密接に関連しているが，二点目としては，当時はリードタ

イムや工数といった開発効率を向上させるよりも，安全性や機能・品質を向上

させることを優先していた。つまり，日本企業は効率では欧米企業に勝ってい

るが，安全性や機能・晶質に関しては必ずしも優位性を持っていなかったとの

認識が強かった。そこで，主要日本自動車企業では，多少効率やスピードは落

としてでも，それらの点に注力するという戦略がとられていた。

　ただし，その後景気が後退し，米国企業が開発効率で追いついてきたとの情

報が広まった1993年以降では，日本企業においても再びリードタイム短縮と工

数削減が主要な開発目標とされ，本格的に取り組み始められた。本年（1998年）

に予定されているハーバード大研究プロジェクトの第三回目の調査結果を待た

なければ正確に述べることはできないが，実際に日本企業はその後大幅にこれ

らの成果を改善しているようである。M皿国際自動車プログラムの1996年度

のアニュアルコンフェレンスでの発表によると，主要日本企業では，製品開発

を30か月以内で実施できるような体制が整いつつある（Fujimoto㎜d　Nobeoka，

1996）。米国企業では，最近のプロジェクトの中で最も迅速なものでも40ヵ月

程度はかかっている。この点から考えると，最近では再び日本企業が優位性を

持ったのかもしれない。

3－2　部品サプライヤーの開発参加

　1990年代初期にかけて米国企業が日本的経営を学習した分野としては，特に

部品サプライヤーとの関係があげられる。日本企業の開発効率が高かった理由
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のひとつとして部品サプライヤーの設計開発能力を充分に活用できていたこと

が述べられてきた（αark㎝d　Fujimoto，1991）。まず，日本企業は部品サプラ

イヤーからの購入部品の比率が米国企業と比較すると高い。日本企業の外製比

率（製造コストに占める部品・材料・外注費用の割合）は平均して70％以上で

ある。米国企業の中では，クライスラーは日本企業に近いが，GMとフォード

の外製比率は50％以下であ孔

　ただし，外製比率の差異以上に重要なのは，部品購入に際しての部品サプラ

イヤーとの関係や役割分担の問題である。購入部品を分類するひとつの方法と

して図5では設計の主体が自動車企業にあるのか，部品サプライヤーにあるの

かで分類している（E11ison，et　a1．，1995）。ユ985年前後のデータを日米で比較す

ると，サプライヤーの設計貢献度合の差異が非常に大きい。サプライヤーが設

計開発のすべてを独自に担当する部品（汎用部品・市販部品）は日米企業共に

多くない。これに分類される部品は通常，バッテリーのような標準部品に限ら

れ私大きな差異が見られるのは，共同で設計開発する部品の比率であ孔こ

のような部品は「ブラックボックス部品」，またその設計協力方法は「承認図方

式」と呼ばれている。この方式では，自動車企業が性能・仕様目標や，レイア

ウト要件，基本設計などを部品サプライヤーに提示し，詳細設計や試作テスト

についてはサプライヤーにまかせ糺部品サプライヤーが開発プロジェクトの

初期段階から参画するため，このような方式を「デザイン・イン」と呼ぶ場合

もある。

　図5に見られるように，日本の自動車産業では，購入部品の60％程度がこの

承認図方式に分類される。米国では1985年時点では，20％以下の部品について

だけこのような方式が採用され，約80％の部品については，自動単企業がすべ

ての設計を担当する「貸与図方式」を採用していた。このやり方では，自動車

企業で詳細設計をすべておこない，その設計図面に基づいて入札を行い，最も

低価格を提示した部品サプライヤーが選択される。しかし，米国企業において
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も，承認図方式のメリットが認識され，1985年前後の20％以下という低い数値

からユ990年代初期のデータでは30％以上にまで増加させている。5章で詳しく

述べるが，特にクライスラーは急速にこのような方式への変換をはかった。そ

の他のフォードとGMでは，変換が多少遅れているために，平均では図5の

とおりであるが，クライスラーに関しては，急速に日本と同レベルまで承認図

方式（デザイン・イン）の比率を増加させている（Dyer，ユ995）。

　　85年前後
日本

　　90年代初

　　85年前箇
米国
　　90年代初

　　85年前後
欧州

　　90年代初

O％　　　　20％ 40％　　　　　60％　　　　　80％ o％

国自距企業
（貸与図方式）

□共同

（承記図方式）

ロサプライヤー

（汎用’市販部品）

出展：Enis㎝，C1趾k，Fujimoto，㎜dHy㎜（ユ995）

　　　　　　図5　部品サプライヤーの設計参加度合いの変化

　デザイン・インのメリットは非常に大きいものである。第一に，部品を実際

に製造する部品サプライヤーが詳細設計を行うことによって，生産しやすい部

品設計（Design　for　Ma㎜facturability）が可能になる。自動車企業が設計した部

品が特定の部品サプライヤーの生産設備や生産プロセスに適しているとは限ら

ない。第二に，デザイン・インを実施することによって，サプライヤーが新製

品開発プロジェクトの早い段階から関与できることがある。自動車は多くの部

品からなるが，それらの部品が密接に関連しあったシステム型の製品である。

サプライヤーは自社が担当しない他の部品のことも充分に考慮しながら，効率

的な設計・生産のあり方を考え，早い時期から改善のための提案をおこなうこ
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とができる。逆に，自動車企業からも，サプライヤーへ早い時期から，さまざ

まな提案やアドバイスを行うことができる。また，原価管理活動やVA’VE活

動も，自動車企業と部品サプライヤーが協力しあって実施することが可能とな

り，効果的な活動が実現できるのである。

3－3　開発組織の変革

　米国企業が製品開発の生産性を向上させた理由として，次に，製品開発組織

の革新があげられる。ハーバード大学の研究では，前回の調査で日本企業が効

果的に製品開発を実施できた理由のひとつとして，重量級プロダクトマネージ

ャ（重量級PM）の存在をあげた（Clarkmd瑚imoto，1991）。プロダクトマネ

ージャ（PM）は，各機能部門を横通しにして特定製品開発を担当するリーダ

ーであり，部次長クラスの人材が任命される。重量級PM組織ではPMが特に

強い権限を持ち，製品開発プロジェクト全体を牽引する役目を担う。製品開発

プロジェクトヘは通常多くの機能部門（シャシ設計，ボディ設計，生産技術，

購買，マーケテイング等）からなる数百人の担当メンバーが参加する。そのプ

ロジェクトを，明確な商品コンセプトの実現へ向けて強力に統合する力がなけ

れば効果的な製品開発は期待できない。

　加えて，リードタイムを短縮するためには，コンカレントエンジニアリング

（CE）とよばれる開発手法が必要である。その管理手法では，開発の初期段

階から異なった機能部門が集まって，機能部門間にまたがった問題を解決する

ために充分な調整を実施するのである。各機能部門が個別に分担されたタスク

を終了してから次の機能部門に引き渡すのではなく，各部門のタスクをオーバ

ーラップさせ並行的にプロジェクト全体で製品開発を進める。例えば，ボディ

設計部門でボディの設計を終了してからそれに適したシートやインパネの設計

を始めたり，または，設計図面がすべて完成してから生産のための金型設計を

開始するのではなく，それらの開発業務を並行しておこなうということであ
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る。このような複雑な開発プロセスを管理するためにも，全体を統合する強力

なリーダーシップ，つまり重量級PMが必要なのである。

　製品開発組織の比較を図6に示している。機能別組織は，基本的にはPMに

相当するポジションが存在しない組織である。その他のPM組織は，PMの権

限の範囲と強さによってさらに三段階に分類されている（C1班k㎝dFujimoto，

1991）。つまり，最も広範囲にわたって強力な権限を持つ組織を重量級PM組織

とし，それが弱まるに従い中量級PM組織および軽量級PM組織と名付けられ

ている。特に，重量級PMだけが，単なる開発エンジニアのリーダーというポ

ジションではなく，商品コンセプトに関しても責任を持つ立場にあることが重

要である。

　　85年前後
日本
　　90年代初期

　　85年前後米国
　　90年代初期

欧州　65年前後

　　90年代初期1誰

■報量級PM

6中量織PM

團軽量級PM

口機能別

　　　　　　0％　　　　20号も　　　　409ら　　　　60％　　　　　80rも　　　　100弓も

機能別組織：プロダクトマネージャ（PM）が存在しない

軽量級P　M：P　Mは技術者の調整役

中量級P　M1P　Mは技術者に対して強い権限を持つ

重量級P　M1P　Mは技術者だけでなく，商品コンセプト自体の作成に強い権限を持つ

出展；Ellis㎝，Clark，Fujimto，証ndHy㎜（1995）

　　　　　　　　　　図6　製品開発組織の比較と推移

　1985年前後のプロジェクトでは，日本企業の数社だけが重量級PM組織を採

用していた。しかも，それを採用している企業が製品開発に関して高い成果を

実現していたことが報告された（Clark㎝d　Fujimoto，ユ991）。日本企業では，19
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90年代初期にかけて，重量級PM組織を採用したプロジェクトの比率は増加し

ていない。ただし，軽量級PM組織を採用するプロジェクトは消え，すべての

プロジェクトにおいて重要級PM組織か中量級PM組織が採用されている。

　一方，米国企業では，開発組織が大きく変化している。1985年前後では，80

％程度が軽量級PM組織であり，プロダクトマネージャの権限は技術者の調整

役に限定されていた。しかし，1990年のデータでは，軽量級PM組織はなくな

り，40％以上の開発プロジェクトで重量級PMを採用している。つまり，日本

のプロジェクト以上に重量級PM組織の比率が高いのである。米国企業におい

ても，従来のような各機能部門の縦割り組織を強調した組織ではなく，製品開

発に焦点をあてた開発プロジェクトを重視した組織へ変わってきたのである。

　本章で見てきたように，ユ990年代初期には製品開発の生産性やリードタイム

において，米国企業は日本企業に追いついた。その過程で日本的経営手法を学

習したことがわかる。製品開発の革新に特に有効であったのは，第一に，サプ

ライヤーの開発能力を活用し，開発初期段階から調整が可能な承認図方式（デ

ザイン・イン）を多くの部品で採用したことである。第二には，機能部門を横

断した管理が効果的に実施できる重量級PM組織を多くのプロジェクトで採用

したことがあげられる。

　　　　　　　　　　　4　サプライヤー関係の変化

米国における自動車企業と部品サプライヤー間の関係が急速に変化しつつある

ことは，前章までにも示唆してきた。部品サプライヤーは自動車企業へより多

くの情報を提供し，製品開発に関してもより大きな貢献が求められている。そ

れを実現するためにも，短期契約によるビジネスライクな関係から，より日本

的な長期的な契約に変化している。また，従来の契約的なドライな関係から，

パートナーシップと呼ばれるようなより協力的な関係に発展しつつある。

　これらの変化については，IMVPの研究員であるヘルパー教授とサゴ教授に
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よって詳細に研究された。彼女らは日米欧の一次郎晶サプライヤーを対象とし

た大規模な質問票調査を1993年に実施した。それ以前のデータ（1989年）に関

しても，基本的には同一質問票の中で過去を振り返って回答してもらい，トレ

ンド分析を可能にした。サンプル数は，日本：472社，米国：675社，欧州：237

社である。また，米国企業に関しては，ヘルパー教授が過去に別途実施した19

84年時点のデータも参照している。

　米国企業は基本的には日本的なサプライヤー関係を採用する方向で革新した

といえる。特に重要なのは，長期的な取引関係と緊密な情報交換である。また，

パートナーとしての信頼関係を構築し，問題が発生したときに企業問関係の破

棄を考えるのではなく自動車企業と部品サプライヤーが共同で問題を解決する

ことが不可欠である。以下では，それらの項目に関係した調査結果を主にHelper

㎜dS水。（1994／1995）から引用する。

4－1　契約／取引期間

　米国での部品供給に関する契約年数は延長されている。1984年に平均1．2年

であった契約期問が，1993年には平均2．4年にまでに延長された。1984年時点

では，ほとんどの契約が一年契約であった。日本的な取引の場合には，基本的

にはある商品のライフサイクル期間中（通常4年）は，同一サプライヤーが部

品供給を継続することが慣習となっている（Cusum㎝o　and　T吐eishi，1991）。

米国における1993年の2．4年というデータは，日本的な取引慣行と同様の商品

ライフサイクル期間の契約と，従来からの一年契約が企業や部品によってミッ

クスして存在しているということを示している。

　一方，日本の場合は米国と同様な契約自体が取引慣習として存在しない場合

が多いために，米国と契約年数を直接比較することはできない。この調査でも，

日本の部品サプライヤーの70％近くが個別の部品供給に関する契約書は存在し

ないと答えている。
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　ここで重要なのは，契約期間だけで，取引期間を論じることはできないとい

うことである。契約年数の長短は実際の取引期間と直接的な関係を持たないこ

とがわかっている（平野，1996）。米国で従来見られた一年契約の場合でも，

通常は毎年契約が更新され，結局商品のライフサイクル期間中は同一サプライ

ヤーが部品供給を継続する場合がほとんどであった（CusumIlo㎝d　T吐eishi，

1991）。つまり，この点では元々日米で大きな差異はなかったのである。

　ただし，ひとつの商品ライフサイクルを越えた企業間レベルでの取引継続期

間では，日米で大きな差異が見られた。1993年の調査によると，日本では同種

の部品を過去20年以上同じ自動車企業に供給してきたと答えた部品サプライヤ

ーが50％以上存在していた（He1per　and　S故。，ユ994＆1995）。同じ質問に対し

て，米国ではu年以上取引を続けてきたと答えたサプライヤーでさえも14％に

過ぎない。米国で，特定の契約期間を越えた企業間の取引年数が，どこまで実

際に延長され日本に近づいてくるのかについては，今後長期的なデータを分析

する必要がある。

4－2　サプライヤーと自動車企業間の柵報交換

　日本的な取引関係の最重要点のひとつは，自動車企業と部品サプライヤーが

信頼関係のもとに，部品および最終製品の生産性を高めるための活動を共同で

実施することにある（Asamma，1989＆1992；Nishiguchi，ユ994）。両者が別個

に活動するのではなく，お互いに知恵を出し合うことにより，そのような活動

がより効果的に実施できる。米国では従来ビジネスライクな取引関係であり，

サプライヤーの中には実際の製造プロセスやコストを隠してでも，できるだけ

高い価格で部品を販売供給したいと考えていた企業も少なくなかった。しか

し，新しい競争環境のもとでは，自動車企業と部品サプライヤーが共同で改善

活動をしていかなくてはならないとの認識が高まってきた。

　そのような関係を構築する上で，最初に実現しなくてはならないことは，お
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互いに情報を公開しあうということである。日本では，従来から部品サプライ

ヤーは生産工程を自動車企業に開示し，改善のためのアドバイスや指導を自動

車企業から受けていた。近年米国においても，生産プロセスを自動車企業に情

報提供しているサプライヤーの割合は大きく上昇している。図7は，供給する

部品の生産工程を自動車企業に提供するかどうかを部品サプライヤーにたずね

た質問の回答である。米国では情報を提供するとしたサプライヤーの比率は19

89年には約50％でしかなかったが，ユ993年には約80％へ上昇した。なお，図に

は含めていないが，1984年時点ではこの数字は更に低く，38％のサプライヤー

しか顧客である自動車企業へ公開していなかった（Helper，1991）。欧州でも，

米国と同様に近年情報を開示する傾向を示している。つまり，この点に関して

は，日本的な取引慣行が世界的に広まったと解釈できる。

日本　　　　　米国 欧州

出展：Helper，md跳。（1994／1995）

　図7　情報交換：工程の明細を自動車企業へ提供している部品企業の比率
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　ただし，逆に日本企業では，情報を開示する部品サプライヤーの比率は1989

年から1993年にかけて，80％から77％へとわずかながら減少している。日本の

部品サプライヤーの中には，従来の強固な系列的関係から多少独立する傾向を

模索している企業もある。また，充分に力をつけた部品サプライヤーの中には，

自動車企業からの指導やアドバイスがすでに必要なくなっている企業も増えて

いる。加えて，電子部品のようなハイテク技術を使った部品が増加しているこ

とも影響している。つまり，自動車企業が生産工程を分析しても，適切な評価

やアドバイスを与えることができない部品が増加している。これらの状況を考

えると，サプライヤーが生産工程をすべて自動車企業へ開示する意図や必要性

が多少低下しているのかもしれない。

4－3　問題の共同解決

　次に，日本では従来から，自動軍企業はある部品サプライヤーに問題がある

と考えた場合でも，すぐに別のサプライヤーヘスイッチするのではなく，協力

してその問題を解決しようとする傾向が強いことがいわれてきた（He1per，19

91）。逆に，欧米では，より良いサプライヤーへ簡単にスイッチする傾向が強か

った。そのような自動車企業の態度に関する比較データを図8に示している。

　もし生産立上がり後に，他の競合サプライヤーが同品質の部品をより低価格

で提供できることがわかった場合に，納品先である自動車企業はどのような対

応をとると思うかという質問に対して，「自動車企業（顧客）はそのサプライ

ヤーに対抗できるように援助してくれる」と回答した部品サプライヤーの比率

を図8は示している。つまり，逆に言えば，このように回答したサプライヤー

以外は，問題が生じた場合に，顧客である自動車企業は他のサプライヤーヘス

イッチしてしまう可能性が高いと考えていた。

　米国では，1989年から1993年の間に自動車企業が援助してくれると回答した

サプライヤーの比率は32％から51％へと増加している。日本企業では46％から

117



経済経営研究第47号

40％へ低下している。つまり，1993年時点のデータでは米国の方が，問題発生

時でも自動車企業が取引を継続し，改善活動をサポートしてくれる傾向が強い

とする結果である。ただし，この質問に関しては日米の数字を直接的に比較す

ることはあまり意味がない可能性がある。このような微妙な質問では，質問票

の言語（英語と日本語）によるニュアンスの違いが結果に大きなバイヤスをも

たらすことが多いからである。しかし，各地域内の取引関係に関する傾向（ト

レンド）については十分に解釈が可能である。つまり，米国では自動車企業が

ビジネスライクな取引関係から，より協力的な関係へ移行していることはまち

がいない。

　逆に，日本ではいくつかの自動車企業が明言しているように，「系列関係に

とらわれず，世界的に最適なサプライヤーからの調達を実現する傾向を強化す
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　　出展：Help6r，amdS疵。（1994／1995）

図8　間霞の共同解決：もし同業他社がより低価格で提供したら自動車企業は対抗でき

　　るように援助してくれる
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る」とする政策へ多少移行していると考えられる。能力のない部品サプライヤ

ーに関しては，系列関係の維持という理由だけで取引関係を継続することはし

ないということである。この点から考えると，日本的な従来の共同問題解決型

の取引関係と，低コスト部品調達をもたらす最適調達政策の間にはある種のト

レードオフがあることがわかる。つまり，共同で問題を解決しようとする場合

には，短期的な視点だけで最適調達を考えることはできない。日本企業はこれ

らの関係を充分に検討したうえで政策の変換を実施すべきであろう。

　ここまで述べてきたように，欧米自動車産業はサプライヤー関係を急激に革

新している。方向としては，従来日本的取引関係と考えられていたモデルヘと

移行している。欧米企業は日本的な産業システムの優位性を認識し学習した。

本章では，自動車企業とサプライヤーの関係そのものに焦点をあてたが，この

変化は前述の製品開発と生産の両分野における生産性向上に大きく貢献してい

る。図5で，米国企業の製品開発において，サプライヤーと共同で開発する部

品（承認図方式）の比率が増加していることを述べたが，これもサプライヤー

関係の変化がなければ実現できなかったはずである。

　このような変革は自動車産業だけでなく，多くの主要産業でもすすんでい

る。特に，米国ボーイング社は最新航空機である777を開発する際に，日本的

なサプライヤー関係と製品開発プロセスを詳細に研究したといわれている。多

くのサプライヤーとの間に信頼関係とパートナーシップに裏付けされたネット

ワークを構築し，それらと共同で777を開発したのである（金丸，1996）。技術

変化や多様化が進んでいる環境のもとでは，アッセンフラーだけが中心となっ

て，部品を単に調達するというやり方では競争力は持てない。日本的な緊密な

関係を持った企業間ネットワークの重要性は高まるばかりである。ただし同時

に，排他的な系列関係にもデメリットはある。ある程度はオープンな企業間ネ

ットワークの中で，協力的な関係を構築しなくてはならない。この点について

は，6章でさらに議論したい。
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　　　　　　　　　　　5　事例研究1クライスラー社

　ここまでは，米国自動単産業全体の平均像を中心として大きな視点から変化

を説明してきた。本章では，それらのデータをより深く理解するために，クラ

イスラーで実施された具体的な経営革新活動に焦点をあてる。米国自動車企業

はビッグスリーとよばれるGM，フォード，およびクライスラーの三社である

が，これらの中でも日本的経営を導入するスピードには差異がある。三社の中

で，特に急速に革新を実現させたのがクライスラーである（Sco“，1995a：199

5b；ユ995c）。ユ990年前後までは，赤字企業であったクライスラーは，現在では

世界で最も利益率の高い自動車企業のひとつとなった。この革新を実施するに

あたり，本田とトヨタを徹底的に研究したといわれている。

　クライスラーでの購買政策とサプライヤー管理手法は1990年代に入って根本

的に変革された。クライスラーがビッグスリーの中で特に迅速に変革できた理

由はいくつかある。第一に，企業のサイズがGMとフォードに比べると小さ

いため，根本的な改革の実施は比較的容易であった。第二には，直前に企業の

存続自体が問題となるくらいの経営危機に直面していたために，改革を本気で

実施する動機が強かった。また，第三には，フォードやGMと比較すると日

本企業と同様に外注比率が高いために，日本的なサプライヤー管理手法を導入

しやすかった。逆に，内装率が高い場合には，内部サプライヤーの革新が必要

である。それを実現することは，競争原理が働かない状況であり，また企業内

部の政治的な側面が顕在化するために，より困難な場合が多い。

　表2はクライスラーのいくつかの重要項目に関する革新状況をDyer（1995）

の研究から引用している。まず，従来のやり方では，比較的オープンな市場の

中で，多くのサプライヤーの申から短期的な視点で最適なサプライヤーを製品

開発プロジェクトごとに選択していた。このようなシステムであったために，

1990年にはサプライヤーべ一ス（選択される可能性のある一次サプライヤー）

の数は約2500社であった。しかし，このように多数のサプライヤーを相手にし
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ている限りは，日本的なサプライヤー管理の重要なポイントである信頼関係や

緊密な情報交換を実現することは不可能である。

　実際には，従来の取引関係であればそのような緊密な関係は必要なかったと

もいえる。以前は，部品設計はほとんどすべてクライスラーが行っていた。詳

細設計が完成した後で競争入札により最も低コストで製造できるサプライヤー

が選択され，そのサプライヤーはその設計をべ一スに部品の生産を忠実に行え

ばよかった。

　表2にあるように，1988年時点ではクライスラーで詳細設計を完了した後で

入札をするというやり方が，95％の部品に関して採用されていた。しかしその

やり方では，多くの問題が顕在化した。まず，開発リードタイムを短縮するこ

とができない。前述のように日本企業のリードタイムが短い重要な理由のひと

つは，サプライヤーが開発プロジェクトの初期段階から入り込み，設計開発を

分担することにあった。それにより，部品サプライヤーも巻き込んだ真のコン

カレントエンジニアリングが実現できるのである。また，サプライヤーを早期

に決定し，早い段階からその部品の生産準備を開始し，必要に応じて自動車企

業からアドバイスが提供されることによって，サプライヤーは最適な生産設備

を準備することができるのである。従来のやり方では，設計後にサプライヤー

が選択されても，その後実際にサプライヤーが生産準備を開始した後で，多く

の問題が露呈することが少なくなかった。

　　　　　　　　表2　クライスラーのサプライヤー管理の変化

1988 1990 1992 1994

サプライヤーべ一ス NA 2500社 18嚇士 1387社

設計後競争入札部品（％） 95％ 50％ 1O％ 5％

常駐技術者数 20－30 NA NA 305

購買担当者数 240 218 197 157

一人当り購入高 ＄670万 ＄780方 ＄940万 ＄1280万

平均契約年数 2．3年 NA NA 4，4卓

出典：Dyer（1995）
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　1990年以降のデータを見ると，サプライヤーの選択方法の急激な変化が見ら

れる。設計後に入札でサプライヤーを選択する方法を採用した部品の比率は19

88年の95％から1994年には5％にまで低下している。つまり，現在ではほとん

どの部品に関して，詳細設計前からサプライヤーが選択され，共同で設計開発

に取り組むデザイン・インが実施されているのである。この購買政策では，設

計開発能力や継続的なコスト削減を実現できる経営能力などをぺ一スにして，

サプライヤーは選択決定される。入札システムではなく，能力ベースでのサプ

ライヤー選択を実施し，本当に能力のあるサプライヤーだけに絞り込まれれ

また，緊密で信頼関係の高い企業問関係を築くためにも，サプライヤーの数を

減少させる必要があった。1990年時点では2500社あったサプライヤーぺ一スは

1994年には1387社までに減少された。1997年時点では，すでに100疏士以下にま

で削減したといわれている。

　また，共同で製品開発に取り組むために，サプライヤーからクライスラーへ

派遣される常駐技術者の数も大幅に増加されている。そのようなエンジニアは

ゲストエンジニアとも呼ばれる。ユ988年には，20－30人程度しかいなかったが，

1994年時点では，305人のエンジニアがクライスラーに常駐し，共同で設計開

発に取り組んでいた。サプライヤーべ一スを縮小したために，クライスラーの

購買担当者の数も削減することができた。同時に，一人当たりの購入高も増加

し，購買業務の効率が向上した。1988年には，240人であった購買担当者数は

1994年に175人にまで削減された。また，ほとんどの部品に関して商品のライ

フサイクルの間は同一サプライヤーが部品供給を継続することが正式に認めら

れ，平均契約年数は4．4年にまで延長された。

　1980年代から現在にかけてのクライスラーにおける製品開発プロジェクト別

のトレンドを把握するために，表3に製品開発リードタイムの変遷を示してい

る。製品開発のリードタイムは，ある意味で組織プロセスの効率を最もよく表

わした指標である。前述のように，複数の設計開発部門間や，設計開発部門と
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生産技術部門の間でのコンカレントエンジニアリングを実現しなくては，リー

ドタイムの短縮はできない。また，購入部品を製品開発の中ヘスムーズに取り

入れないかぎりはリードタイムの短縮はできない。つまり，サプライヤーを開

発の早い段階で巻き込んで，共同開発を実施することによってのみリードタイ

ムは充分に短縮されるのであ糺

表3　クライスラーの開発リードタイムの推移（コンセプト承認から量産までの期間）

導入時期 リードタイム 開発費用

Kカー 1981 54か月 NA

ミニバン 1984 54か月 NA

シャドウ／サンタンス 1987 54か月 NA
LH（コンコルド他） 1993 42か月 ＄16億

ネオン 1994 41か月 ＄12億

JA（ストラスト／シラス） ユ995 42か月 ＄9．5億

新ミニバン 1996 40か月 NA

新LH 1998 37か月 NA

出典：Dyer（1995）

　1993年モデルとして導入されたしHプロジェクトがクライスラーの経営革新

を具体化した最初のプロジェクトであった。　LHは開発コードネームであ

り，車種名で言えばクライスラー・コンコルド、ダッジ・イントレピット、イ

ーグル・ビジョンの3種類の姉妹車種がこのプロジェクトで開発されれ開発

リードタイム（コンセプト承認から量産まで）は42か月で，従来のプロジェク

トよりも1年間以上短い期問で開発された。リードタイム短縮に最も貢献した

のは，表2で示したようなサプライヤーとの取引関係の革新であった。部品サ

プライヤーはプロジェクトの早期段階で開発に参加し，デザイン・インを実現

することでリードタイム短縮に貢献した。

　また，このプロジェクトでは、第3章で説明した重量級プロダクトマネージ

ャ組織が初めて採用された。クライスラーの重量級プロダクトマネージャ組織

123



経済経営研究第47号

は，マトリックス組織というよりもプロジェクトチーム組織に近いもので，シ

ャシー設計やボディ設計といった設計機能部門組織を解消し，エンジニアをす

べて車種プロジェクト別のチームに組み込んだ。また，ひとつのプロジェクト

チームには，設計開発のエンジニアだけでなく，デザイン，財務，マーケティ

ング，購買，生産技術の各分野からメンバーが集まっている。また，プロジェ

クトチームには主要な部品企業から派遣されたゲストエンジニアも正式に参加

している。プロジェクトチーム全体を統括するプロダクトマネージャには，商

品コンセプトから，設計開発業務や収益性にいたるまで製品開発に関する主要

な権限がすべて与えられた。典型的な重量級プロダクトマネージャであ糺

　LHの次に，1994年に導入されたネオンの開発プロジェクトでは，プロジェ

クトチームを中心としたコンカレントエンジニアリングがさらに推し進められ

た。大きな貢献をもたらしたのは，ユ991年ユ1月に完成したクライスラー・テク

ノロジー・センター（CTC）である。これはある意味では単に新しいビルディ

ングであるが，組織管理上重要な意味を持つれつまり，それまではばらばら

に散在していたプロジェクト参加メンバーを一個所に集めるコ・ロケーション

方式を実現できたからである。各車種開発のプロジェクトチームの参画メンバ

ー全員が各フロアにわけて配置されてい糺部品サプライヤーからのゲストエ

ンジニアも同じフロアに配置され糺つまり，製品開発プロジェクトを実行す

る上で，フロアを移動しなくても，主要メンバーと調整ミーティングを持つこ

とができる。

　CTCには，年間300台のテスト生産が可能なパイロット生産工場も付属され

ており，開発エンジニアと生産エンジニアの間での調整・統合がより効果的に

促進されている。また，ステレオリソグラフィを使用した3Dシステムズのラ

ピッドプロトタイピングツールも2台装備されている。ある大物部晶では，試

作型を省略しラピッドプロトタイピングツールを使用することにより，試作製

作が7ヵ月から5日に短縮された。組織的な統合の容易性という意味でも，最
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新の開発サポートツールという点からも，製品開発プロジェクト推進にCTC

は大きな貢献をもたらしたのである。

　　　　　　　　　6　サプライヤー関係の国際的トレンド

　最後に、サプライヤー関係のあり方が変化してきたトレンドと，将来進もう

としている方向について，日米を比較しながら論じたい。ここまで述べてきた

ように，米国企業が学習してきたことの中でも，日本的なサプライヤー関係に

関する学習が最も顕著である。図9に，概念的な枠組みを提示している。サプ

ライヤー関係管理のあり方は，2軸のコンセプトによって規定できる。第一に

は，サプライヤーべ一スのあり方に関する軸である。この軸の一方の極は，系

列的なサプライヤーべ一スをもち少数のサプライヤーに取引を絞り込むやり方

である。他方の極は，広範な自由競争市場で多くのサプライヤーとの取引可能

性を維持することである。通常は，系列的なサプライヤーの場合には長期的な

取引関係が前提とされ，競争市場をべ一スにした場合には短期的な関係になる

傾向がある。第二の軸はサプライヤー関係の特徴を規定する。協調的な取引関

係を持つパートナー型の関係か，または，ビジネスライクな関係を維持し最適

調達を重視するのかということである。

　1980年代までの米国自動車産業では，広範な競争市場の中で，入札によるサ

プライヤー選択がおこなわれ，短期的な取引が基本となっていた。サプライヤ

ー関係としては，距離をおいたビジネスライクな関係であり，サプライヤーの

役割は自動車企業で詳細設計した部品をそのまま製造し供給することに限定さ

れていた。しかし，ここまで見てきたように，米国でも，サプライヤーの数を

絞り込み，少数の能力のあるサプライヤーと長期的に取引関係を継続する方向

へ変化しつつある。また，製品開発プロジェクトの最初からチームメンバーと

してサプライヤーを巻き込むデザイン・イン活動が一般的になってきた。一

方，日本では，多少ではあるが従来から系列関係を継続してきたサプライヤー
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だけでなく，国際市場も含めたより広い範囲から最適調達を実施しようとする

傾向がでてきた。ただし協調的なデザイン・イン活動に関してはさらに促進さ

れ，従来よりもさらに早い段階から，自動車企業の製品開発プロジェクトヘサ

プライヤーが参画している。

　日米両国の傾向を考え合わせると，図9に示しているように，21世紀に向け

て自動車企業と部品サプライヤー間関係は，ある最適なモデルヘ向けて移行し

ているトレンドが考えられる。日本企業から見ると，よりオープンな競争市場

での最適調達活動を進めながらも，系列的関係のメリットである協調的な共同

問題解決はより一層促進していく傾向である。一方，米国では協調的なデザイ

ン・インや晶質コスト改善活動を共同で行えるように，ある程度絞り込んだサ

プライヤーと従来よりは長期的な関係を維持していく方向に移行しつつある。

　前章までは，従来の米国的な距離を置いた関係では，効果的に製品開発は実

施できないしジャストインタイム方式にも適応しないため，効率的ではないこ

とを論じてきた。ここでは，その逆である従来の日本的な系列企業に絞り込ん

だクローズドな関係に関してもある程度は修正する必要性があることを示唆し

ている。一般的に製造業のあり方として，オープンなネットワークを最大隈に

活用する重要性が高まっている。例えば，パソコン市場であれば，国際的に最

も優れた低コストの部品とソフトウエアを組み合わせることによってはじめ

て，競争力の高い製品が開発・製造できる。そのような政策が効果的に実施で

きるように，ほとんどの部品が標準化・モジュール化されている。これが，近

年パソコンの価格が急速に低下している主要な要因となっている。自動車につ

いても，国際的な市場から最適な部品を調達していく必要性は一段と高まって

いる。実際に，日本自動車企業やサプライヤーの中でも系列的なクローズドな

関係だけに頼っている企業よりも，よりオープンな市場での取引を積極的に推

進している企業の方が高い業績をあげていることも報告されている（延岡，1996

a；Nobeoka，　1997）。
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サプライヤー男優

ビジネスライク

距離をおいた関係

　米国
（1980年㈹

系列的　　　　　　　　　　広範市場

長期的　　　　　　　醐的
　　　サプライヤーぺ一ス

図9　サプライヤー関係の分析枠組と将来のトレンド

　つまり，この21世紀モデルでは，ある程度オープンな市場で，日本企業が従

来クローズドな系列関係の中で築いていたのと同等の協調的な問題解決や信頼

関係を実現させなければならない。これは，世界の自動車企業とサプライヤー

にとって新しいチャレンジである。これに対応するためには，米国のボーイン

グやクライスラーに見られるような，最新のCADシステムやコンピューター

ネットワークを駆使した企業問の共同開発やデータ交換が必要になると考えら

れる。この点では米国企業の方が一般的に進んでおり，今後は米国企業が日本

的なサプライヤー関係のあり方を学習すると同時に，日本企業も米国から学習

すべき点が多くあると考えるべきであろう。両者が相互に学習し合うことによ

り，新しいモデルの構築へ向けて進んでいくと考えられる。
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　　　　　　　　　　　　　　　7　まとめ

　米国の自動車企業が日本的な経営手法を学習し生産性を向上させたことを示

すデータを提示することが本稿の主な目的であった。製品開発と生産におい

て，1990年代初期に急速に生産性を向上させたことが詳細な調査によって検証

されている。その方法として日本的な経営手法を取り入れていることが顕著に

表れており，日本企業のやり方を学習してきたといえる。

　米国企業は製品開発に関しては，組織構造やプロセスを根本的に変更した。

サプライヤー関係に関しても，比較的短期間で日本的な協調的な関係へ革新す

ることに成功した。特にクライスラーが日本で従来から行われていた承認図方

式を6年間で急速に導入したのが代表的な例である。一次サプライヤーの数も

急激に絞り込み，米国版の系列システムを構築しているようにも解釈できる。

　米国企業が日本的な組織やビジネスのプロセスを学習し追いついたことによ

って，新たな競争が始まったと考えられる。例えば，最近では日本企業は米国

企業に追いつかれたことを強く認識し，さらなる革新と改善へ取り組んでい

る。実際に，製品開発のリードタイムや必要とされる工数に関しては，一度追

い何かれた後で再びある程度優位性を取り戻している。また，日本企業は，従

来のクローズドな系列システムをべ一スとしたやり方だけでは，限界があるこ

とも認識し始めている。生産方式に関しても，本稿では述べなかったが，トヨ

タ生産方式の生みの親であるトヨタが先導して，新しい形の生産システムを模

索している。

　クライスラーのようなリーディング企業の中には，開発や生産においてすで

に日本的経営を完全にマスターし，より良い独自の経営手法を構築していると

公言する企業もでてきた。近年では，製品開発における最新の情報技術の導入

に代表されるように，米国企業の方が進んでいる経営管理分野も出現してい

る。また，比較的短期間に日本企業のやり方を学習した革新能力についても，

米国企業から学ぶ点は多い。今後は新たな競争局面をむかえ，日本企業も米国
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から学習すべき点を明確にし，

なっている。

日米での相互学習を実施することがより重要に
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わが国保険市場における外国生命保険会社
一資産運用上の特徴を中心にして」一

家　森　信　善

　　　　　　　　　　　　　　　　1　はじめに

　わが国の生命保険市場は世界最大の市場規模になっている。1994年末でみる

と，わが国の保有契約金額は21兆ドルで，第2位のアメリカは12兆ドル，第3

位のフランスは2兆ドル（1993年末）である。このように世界最大の生命保険

市場でありながら，生命保険を提供している企業数はきわめて少ない。1996年

の保険業法の改正に伴い，損害保険会社の生保子会社が新規参入を果たした

が，それらを加えても44社（1996年末）である（第1表参照）（1〕。

　その結果，わが国の生命保険会社の規模は大変大きい。第2表は，資産の大

きさに基づいて，世界の主要な保険会社20社をリストアップしたものである。

これをみると，わが国の生命保険会社（全共連を含む）が7社含まれており，

米国の6社を押さえて国別でトップである。つまり，わが国の生命保険市場は

㈹本稿は，平成8年度に㈱生命保険文化センターより研究助成を受けた共同研究（共

　同研究者：中西訓嗣神戸犬学経済学部助教授）の成果の一部である。また，アイ・エ

　ヌ・エイひまわり生命，アイエヌジー生命（旧通称　ナショナル・ライフ保険），アク

　サ生命，アメリカン・ファミリー生命，アリコ・ジャパン，スカンディア生命，チュ

　ーリッヒ生命，プルデンシャル生命の各社から，各種の資料を提供していただいた。

　関係各位に記して謝意を表したい。また，㈱生命保険文化研究所の保険学セミナーに

　おいて本稿を報告した際，フロアーの先生方から貴重なコメントをいただいた。

（1〕1996年4月に施行された新保険業法に基づいて，1996年10月より生損保の子会社に

　よる相互参入が解禁になった。損害保険会社のうち，11社が生命保険会社子会社を設

　立して，生命保険市場に参入した。
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第1表 生保の97年3月期の総貸産と増減率

嶋雛脇。㌶ア鵜減〕

順位

　1

2

3

4

5

6
7

8
9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25
26

27

28

29

30

会社名

ブルデンシャル

オリックス
オリコ

アクサ

ソニー

アイェヌシー

アメリカンファミリー

アイ・エヌ・エイひまわり

セゾン

富国

アリゴジャパン
太陽
日本

第一

大同

明治

安田

住友

大和

日本団体

協栄

三井
朝日

大正

平和

ニコス

東京

第百

東邦

千代田

東京海上あんしん
三井みらい

住友海上ゆうゆう

千代田火災エビス
日動

共栄火災しんらい
同和

大東京しあわせ
日本火災パートナー

富士

東亜火災まごころ

スカンディァ

チューリヒ

　　総資産
　1，738　（45．56〕

　1，562（38，35〕

　　774　（37．96）

　　153　（34．21）

　5，371（27．54）

　2，496　（　19．19）

20，177（15．80）

　2，208　（　7．91）

　5，334（5．77）
41，283　（　4．98）

　8，072　（　4．28）

67，035　（　4．OO）

40θ，382　（　2．58）

280，324（2133）
50，591　（　O．94）

167，091　（　O．48）

92，334（O，36）

233，900（αOO）
　3，189　（▲0．21）

40，473　｛▲0，45）

57，250（▲0．66）

102，085　（▲0．76）

120，140　（▲1，90）

　2，335（▲1．93）

　5，696　（▲4．34）

　　962　（▲4．37）

14，685（▲5．62）

33，186（▲5，91）

45，095　（▲9，70）

58，162（▲9．72）

509（

159（

159（

14I（

131（

131（

127（

122（

122（

115（

113（

35（
16（

（注）※は96年10月に営業を開始した損保の生保子会社。スカ
　ンデイア，チューリヒも昨年から営業。日産は96年度決算
　を発表していない。
（出所）r日本経済新聞」　1997年7月7日。
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第2表　世界の20大生命保険会社

順位 会社名 国 資産（単位百万ドル）

正 日本生命 日本 354，707

2 全共連 日本 256，864

3 第一生命 日本 251，507

4 Pm化皿舳㎞s皿㎜㏄ 米国 219，380

5 住友生命 日本 217，831

6 A皿i細zHo1‘㎞g ドイツ 199，952

7 A胞 フランス 193，738

8 Comp紐eUAP フランス 183，577

9 明治生命 日本 151，451

10 Me血①脾他mL脆 米国 142，132

王1 Ameri㎝山s㎜㎜ceGmp 米国 134，136

12 Pmdemω イギリス I16，302

13 朝日生命 日本 113，635

14 hOem鮒㎝批N副統1㎜d㎝G一㎝p オランダ 97，122

15 Ci即a 米国 94，037

工6 三井生命 日本 93，707

17 Aeg㎝ オランダ 93，658

18 皿T　H舳。rd 米国 92，705

19 Comme㏄制U血。m イギリス 87，430

20 S㎜e　F肛m 米国 85，262

（注）1995年末の数字。

（数字の出所）me吻〃∫舳eψ舳〃，Sepoemb6r26．1996．

世界的にみても非常に大きな規模の保険金杜が競争している市場である。生命

保険の世帯加入率が1oo％近いだけに，保険募集における競争は熾烈を極めて

おり，行き過ぎた保険募集の実態がしばしばマスコミをにぎわしている②。

（2〕㈱生命保険文化センター実施の畦命保険に関する全国実態調査」（平成6年5月実

　施）によると，世帯の生命保険加入率は95．0％であった。民間生命保険に加入する世

　帯は82．5％，簡易保険の世帯加入率は52．3％，農協共済の加入率が19．4％である。
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　しかしながら，同時に，保険市場における真の意味での競争が欠落している

との批判も絶えなかった。具体的には，価格競争が十分行われておらず，保険

商品の設計についても大蔵省の規制があり，さらに，外国からの参入以外に新

規参入が認められてこなかった。このため，銀行や証券などの金融の他の分野

に比べても，保険市場の自由化が遅れていると批判されることが多かった。た

とえば，1993年7月の日米首脳会議で，米側が「保険」分野で要求した項目は

次の通りであった（刀禰［1996］）。①保険制度の改革（規制緩和）と保険市場

の透明性の確保，②損害保険料率算定会制度の運営改善，③保険ブローカー制

度の導入，④第三分野（傷害・疾病・介護の保険）の自由化先送り，⑤系列取

引の改善，⑥他の先進国並の外国保険会社のシェア確保，などであった。

　1996年に実現した生損保の相互乗り入れ，第2節で紹介する日米保険協議の

合意，1997年6月に出された保険審議会答中（日本版ビッグバンの青写真）な

どを出発点にして，今後，わが国の保険市場においても各種の規制が撤廃され，

競争が厳しくなるものと考えられる③。これまでのわが国の保険市場では，一

部の保険会社を除くと，すべての保険金杜が同じようなことを行ってきた（い

わゆる「横並び体質」）。しかし，今後，わが国の生命保険会社は横並び体質か

ら脱却して，独自の経営戦略を策定・実行していかなければ，厳しい競争に生

き残っていけなくなるものと考えられる。

　外資系生命保険会社は第3節以降でみるように，商晶面，販売面，それに資

産運用面で，わが国の保険会社とはかなり異なった経営戦略を採用してきた。

おそらく，わが国の中小保険会社にとって大手会社の経営を模倣することはコ

スト的に引き合わず，得意な商品に特化することが今後求められるであろう。

13〕国際化の進展は，規制緩和によるビジネスチャンスの拡大を一方で意味するので，

　必ず既存の企業にマイナスになるとは限らない。実際，家森・馬場（1996）は，信託

　業務の国際化が既存の信託銀行（の株主の富）にプラスに働いたという実証結果を得

　ている。
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この点で，外資系生保の経験は大いに参考になるであろう。

　また，保険史を紐解いてみると，資産運用の失敗が多くの場合，保険会社の

経営破綻の原因であった。残念ながら，バブル崩壊以降，本邦の生命保険会社

が資産運用上の困難に直面し，1997年4月にはついに日産生命の経営破綻が表

面化した。もちろん，個別的には優良な運用パフォーマンスを上げている本邦

系生命保険会社もあるが，多くの保険会社が同じような困難に直面している。

これも，十分なリスク判断を行わず，他社がやっているから行うという「横並

び体質」が災いしている。その点，外国生命保険会社は相対的に優良な運用パ

フォーマンスを記録している。外資系生命保険会社の資産運用方針について検

討することによって，本邦保険会社の資産運用の問題点および今後の進むべき

方向について明らかになると思われるω。

　本稿の構成は次の通りである。具体的には，第2節で，外国から保険会社が

進出することの理由と意義について検討する。第3節では，外資系生命保険会

社の現状を説明する。第4節では，外資系生命保険会社の資産運用について国

内保険会社と比較し，その特徴を明らかにする。第5節では，外資系生保の本

邦市場への参入に伴う政策課題を指摘する。

　　　　　　　　2　外国生命保険会社の国内展開の意義

銀行がなぜ国際化をするかについて，Bηant（1989）は次の3つの要因をあ

げている。

①実物部門への追随：国内で取引のある企業の対外進出にあわせて，顧客が

　　他の金融機関に奪われるのを防止するために対外進出を行う。

②実物部門を先導：新市場を求めての対外進出。従来の顧客に新しい金融サ

　　ービスを提供するとともに，現地で新しい顧客を開拓し，収益拡大をはか

（4〕家森（1996b，第2章）では，世界各国の生命保険会社の資産運用について国際比

　鮫を行って、本邦生命保険会社の資産運用上の特徴を検討してい乱
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　　る。

③規制回避：国内で規制が厳格に行われているために失っている収益機会を

　　確保するために対外進出する。

　Bリa口tが想定していたのは国際銀行業であるが，外国生命保険会社がわが国

に進出する動機についても上記の区分が可能であると考えられる。

①の実物都門追随型の進出の典型は，在日米軍の関係者をマーケットにする

ために進出してきた米国の保険会社である。大蔵省銀行局『金融年報」による

と，外国人向けドル建ての生命保険を販売している保険会社は11社（1993年度）

である（第3表）。また，わが国への外国保険会社の進出理由として③が該当

することはないと思われる。

　　第3表　外国生命保険会社保有契約高（外国人向けドル建事業・1993年度）

会社名 （事業免許日〕 件数 金額 備考

件 千ドル

1．パイオニア・アメリカン・インシュアランス・カンパニー （昭27．7．30） 1，795 91，102

2．ワールド・サービス・ライフ・インシュアランス・カンパニー・オフーコロラド （28．8．1王）
■ 一

3、アメリカン・ライフ・インシュアランス・カンパニー ｛29．9．8） 30 995

4、トランスアメリカ・オクシデンタル・ライフ・インシュアランス・カンパニー （30、工．7〕 418 工04，610

5．ユナイテッド・オブ・オマハ・ライフ・インシュアランス・カンパニー （39．6．9〕 188 18，512

6．ミッドランド・ナショナル・ライフ・インシュアランス・カンパニー ｛39．10，9〕 217 18，350

7、アメリカン・フィデリティ・ライフ・インシュアランス・カンパニー （48．2．1O） 5．概 179，吸ユ

8．ファースト・ナショナル・インシュアランス・カンパニー・オブ・アメリカ ｛48．2．1O〕 2，4鵯 21，635

9．オールド・リパブリック・ライフ・インシュアランス・カンパニー （㎎．2．1O〕 I 一 休業中

lO．トランス・ワールド・アジュアランス・カンパニー （48，2．10） 12，750 209，702

ll、ユナイテッド・サービス・ライヲ・インシュアランス・カンパニー （48．4．1？） 4，罰9 219，O03

（出所〕　犬蔵省銀行馬丁金融年報（平成8年版）」。

　わが国への外国保険会社の進出は②の要因が多いと考えられる。すなわち，

わが国で新規の顧客を開拓することを目的にしているのである。それでは，何

故，外国の保険会社がわが国で収益を期待できるのであろうか。当然，外国の

136



わが国保険市場における外国生命保険会社（家森）

保険会社は知名度などの点でわが国の保険会社に対して不利であると考えられ

る（5〕。新規参入の不利益を上回る何らかの長所・競争上の優位性がなければ，

新規参入者は収益を期待できないであろう。

　もし，わが国の保険市場が未発達であり，保険加入率が低いのであれば，参

入は比較的容易かもしれないが，100％近い保険加入率を考えると，外国の保

険会社は，日本の保険会社から契約を奪うか，さもなければ，新しい保険市場

を開拓する必要がある。

　いずれにせよ，外国の生命保険会社が，わが国の保険会社に比べて，商品・

価格・販売面などでの競争上の優位を持つ場合にのみ，新規参入が可能にな

る。逆に言えば，外国生命保険会社の新規参入は既存の本邦系保険会社に対抗

できる「強み」を自社が保有しているという判断の結果である。したがって，

消費者の立場からいえば，外国生命保険会社の参入は，価格・商品・販売面で

メリットを期待できることになる（6〕。こうした消費者利益の増進こそが，外国

の保険会社のわが国での経営展開を自由化することの意義であると考えられ

る。また，間接的には，外国の生命保険会社と競争する必要から，在来の保険

会社も努力するようになり，この点でも競争の成果が消費者に還元されること

になると期待できる。

　実際，井口（1996年　第5章）によれば，昭和30年代後半に大蔵省は，外国

保険会社の認可に当たって，「日本の生命保険会社にないユニークな保険を募

集（販売）したり，ユニークな募集（販売）方式を採用することによって，国

15〕水島（1993）によれば，保険市場への新規参入企業にとっての最大の障害が，保険

　需要者の選好誘引力である。選好誘引力は知名度の有無が決定的に重要である。

（6〕水島（1993）は，新規企業がカルテルの一員として迎えられると，そのメンバーの

　存続を保証するように保険料率が決められることになる（「護送船団行政」）ので，優良

　企業には差額地代が生じることになると主張している。この場合，保険市場への新規

　参入だけでは保険市場の効率性の向上につながらないことになる。これまで認められ

　てきた外国生命保険会社の参入にそういった側面があったことも事実である。
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民にとって望ましいサービスを提供するとともに，既存生命保険会社にも良い

影響を与える」ことを期待していた。

　外国生命保険会社のわが国への進出は，実際に商品・価格・販売の各側面で

わが国の保険市場に影響を与えた。たとえば，商晶面では，わが国の外資系保

険会社の進出が，既存の保険会社の扱っていなかったような新種保険（例　ガ

ン保険）の販売を実現した。これは，本邦保険会社の新種保険開発の刺激にな

った。また，価格面では，既存の保険会社の主力商品が有配当保険であったの

に対して，無配当保険をわが国の消費者の選択肢に加えたのも，外国生保の功

績であろう。最後に，販売方法では，女性外務員を中心とした販売ルートに対

して，損保の代理店を通じた販売，通信販売，店頭販売，男性社員によるコン

サルタント・セールス，専属外務員によるテリトリー販売，ガソリンスタンド

を法人代理店とする販売など，の多様な販売ルートを開拓することになった（井

口［1996］）。

　今後のわが国での外国保険会社の活動に大きな影響を与えるものとして1996

年ユ2月14日に合意に至った日米保険協議がある（7〕。日米保険協議は，アメリカ

側がわが国保険市場の開放を要求して始まった政府交渉である。日米保険協議

で決まった主要な点は次の通りである（『日本経済新剛1996年12月15日）。

　（i）生命保険会社の損保子会社に1997年ユ月から傷害保険分野への部分参入

を認める。ただし，外資系損保を保護する激変緩和措置をとる。

　価）医療，ガン保険は激変緩和措置として97年1月以降も新規参入を全面禁

止する。

　㈲　損害保険料率を98年7月までに自由化する。料率算定会の料率の使用義

務を廃止する。自動車保険については，97年9月以降，年齢，性別，地域別の

ω米紙肋e　Wm∫榊eり。”㎜α’紙（影。．16．1996）は，「日米政府は保険に関する3

　年越しの争いに決着を付けた」と報じたが，その扱いは403語の比較的短い記事であ

　った。日本側の合意の取り扱いに比べて，非常にあっさりしたものであった。
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保険料設定を認める。

　㈹2001年1月に傷害保険，医療・ガン保険の激変緩和措置を解除し，第3

分野への参入を完全自由化する。

　これらの合意内容は，外資系保険会社の既得権を最大2001年まで保証する内

容になっており，この点では自由化促進ではないが，とくに保険料率の自由化

の日程が具体化したことは，わが国の保険市場に非常に大きな影響を与えるも

のである。たとえば，この合意に対する感想として，大手生保の首脳は，「料

率問題で保険のタブーはなくなった」し，「今後は銀行による窓口販売など本

格的な自由化論を防ぎにくくなった」と語っている（r日本経済新剛1996年

ユ2月王8日）o

　　　　　　　　　　　3　外資系生命保険会社の現状

ω　わが国での外資系生命保険会社⑮〕

　まず，わが国における外国生命保険会社を具体的にどの範囲ととらえるかの

問題がある。わが国には，外国人に向けたドル建ての保険のみを販売する外国

生命保険会社が1疏士ある（第3表参照）。これらはもちろん外資系生保ではあ

るが，わが国保険市場との関連が薄いので，本稿の分析の範囲内に入れないこ

とにする⑨。したがって，「外国生命保険業免許」を取得した保険会社が外国

生命保険会社であることは明白であるが，われわれの分析対象になるのは，1995

年度末では，アリコ・ジャパンとアメリカン・ファミリー生命の2社だけであ

る。これがもっとも厳密な意味での外資系生保である。

　一方，たとえば，rインシュアランス』（1994年2月3日号）の記事では，

戦後新規参入を果たした蝸士（1994年当時）を広い意味の外資系生保として扱

18〕　「生保の外資参入1雌の状況」rインシュアランス』1994年2月3日。

19）井口（1989）が指摘するように，これらの生命保険会社についての利用できる情報

　はほとんどないので，分析対象にすることは極めて困難である。
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っている。1995年度末では，いわゆる在来20社以外の「カタカナ」保険会社11

社が該当することになる。これがもっとも広い外資系生保の定義である。

　カタカナ生保は，少なくとも発足時においては外国資本の単独か外国資本と

本邦資本の合弁であった。しかし，カタカナ生命保険会社の資本再編成の結果，

カタカナ生保を外資系に分類することは必ずしも適切ではなくなっている。た

とえば，ソニー生命は，ソニーと米国のプルデンシャル社との合弁で作られた

ソニー・プルデンシャル生命を前身としているが，現在ではソニーの子会社に

なり外資系ではない。同様に，オリゴ生命は米国のコンパインド生命との合弁

企業から始まり，オリックス生命はオマハ生命との合弁で始まった「カタカナ」

生命保険会社ではあるが，いずれも外資が撤退しもはや外資系とは呼べない。

　また，ニコス生命は，1986年7月にエクイダブル生命として設立されたが，

1991年に70％の株式を日本信販グループが保有し，現在ではニコス・グループ

の一員となっている。セゾン生命は，西武グループと米国のオールステート・

インターナショナル社（それぞれ50％の株式保有）の合弁会社であるが，セゾ

ン・グループの一員として活動している。これら2社については資本構成上は

外資との合弁であるが，実質的には本邦資本によって経営されていると判断で

きる。

　以上より，本稿で外資系生命保険会社と呼ぶことにしたのは次の各社であ

る。①アイ・エヌ・エイ生命保険㈱：世界15位の米国αgmグループの一員で

ある。②アクサ生命保険㈱：世界7位のフランスのAXAグループの一員であ

る。③アメリカンファミリー生命保険：米国のAFLACの日本支社である。④

アリコ・ジャパン：世界11位のAIGグループの日本支社であ糺⑤ナショナ

ル・ライフ保険：オランダのINGグループの日本法人である。⑥プルデンシ

ャル生命保険㈱：米最大手のプルデンシャルの日本現地法人である。以下で

は，これら6社を外資系保険会社と呼ぶことにする。

　なお，1996年10月にチューリッヒ生命とスカンディア生命とが新たにわが国
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に進出したが，本稿執筆時点（ユ997年8月）では十分な資料がないために，以

下の分析においては，特別に言及しないかぎり2社は含まない。

12〕外資系生保の相対地位

　わが国の保険市場における外資系生保の相対地位をどのように測るかは議論

の余地があるが，ここでは1995年度の収入保険料によって生命保険会社の大き

さを測ることにしよう。第4表には，保険会社31社について保険種目別にシェ

アを示している。すべての保険種目の合計でみると，外資系生保のシェアは3．1

％程度である。1987年の1．61％（井口［1989］）と比べると（1o），外資系生保が

バブル崩壊以後に急速にシェアを伸ばしていることがわかるω。

　『生命保険事業概況』は，生命保険会社の収入保険料を，①個人保険，②個

第4表　外資系生保の各保険櫨日でのシェア（収入保険料べ一ス　1995年度）

個人保険 個人年金 団体保険 医療保障 合計
収入保険科金額

@　｛千円〕

ナショナル・ライフ 0．56％ O．00％ O．05％ O，OO％ O．34％ 104，061，6I6

プルデンシャル 0．42％ O．OO％ O．OO％ O．OO％ O．25％ 77，153，O15

皿｛A O．33％ 0．OO％ O．05％ 0．03％ 0．20％ 61，351，663

A■a O．01％ O．OO％ O．OO％ ol　oo％ O，OO％ 1，214，683

アリコ 1．I0％ O．00％ O，37％ O．OO％ 0．68％ 208，595．309

7メリカン・フ7ミリー 2．56％ I．O1％ O．OO％ O．OO％ 1．63％ 500，783，599

国内保険会社 95．02％ 98．99％ 99．53％ 99．97％ 96．90％ 29，808．9ユ1，989

外資系保険会社 4．98％ 1．O1％ O．47％ O．03％ 3110％ 953，ユ59，885

全被合計金額（千円） 18．鵠7，716，262 2，937，636，352 1，759，183，？9？ 26，392，917 100．oo％ 30，762，07L874

ω　当然ながら，カタカナ生保の資本再編成と新規参入とが起こったので，1987年の値

　と1995年の値の厳密な比較は困難である。

ω　また，先に掲げた第1表から，総資産においても外資系のシェアが増夫しているこ

　とがわかる。
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人年金保険，③団体保険，④団体年金保険，⑤財形保険，⑥財形年金保険，⑦

医療保障保険，⑧就業不能保障保険，⑨受再保険，の9つの種類に分類してい

る。このうち，外資系保険会社が収入保険料を計上しているのは，①個人保険，

②個人年金保険，③団体保険，⑦医療保障保険，⑨受再保険，の5種類の保険

契約である。ただし，⑦医療保障保険，⑨受再保険の2つについては，それぞ

れ1社のみが計上しており，シェアもO．03％と0．O1％にすぎず，また，③団体

保険のシェアもO．5％である。したがって，③から⑨までの保険市場において

は，外資系保険会社の存在はほとんど目立たないものと判断できる。日米保険

協議で，アメリカ側は外資系保険会社にとってわが国の法人営業が困難である

と指摘していたが，このような数字からもそれは例えるu2〕。

　外資系保険会社の現在の中心は個人向けの保険である。具体的には，個人年

金保険でのシェアは1．0％であり，個人保険でのシェアは5．O％である。各社ご

との収入保険料の内訳をみても，個人保険の保険料が収入保険料のほぼ100％

を占めている。

13〕外資系生保の概況㈹

｛i〕アリコ・ジャパン（アメリカン・ライフ・インシュアランス）

　アリコ・ジャパンは，1972年に戦後初めて日本人向け営業認可を受けた外国

生命保険会社である（営業開始は1973年）。アリコ・ジャパンはアリコの日本

支社であるが，アリコは世界130数カ国で展開するAlG（Amedc㎝Insu㎜ce

Gro凹p）の中核生命保険会社である。外資系生保会社として，アリコ・ジャパ

ンは数々の新南昌をわが国市場に提供してきた。たとえば，保障重視の無配当

定期保険や終身保険，入院保険，生前に保険金が支払われる「特定疾病保険」，

ω　もっとも，外国保険会社の営業努力が不足していた可能性も排除できない。

㈹　本節の記述は，各社から提供を受けた資料に基づいている。
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長生きのリスクに備える「生存保険」，新種の介護保険（常時寝たきり以外も給

付対象に拡大）などを，日本で初めて導入した。また，保険販売においても，

店頭販売や通信販売に日本で初めて取り組んだのもアリコ・ジャパンであっ

た。

　1995年度末で，アリコ・ジャパンの保有契約高は9．8兆円となり，保険料収

入も2338億円となっている。期末の総資産額は7740億円となっている。1995年

度末の資産残高で順位を付けると，1釧立となり，本邦系保険会社3柱よりも大

きい。アリコ・ジャパンの運用方針は安定収益確保を重視しており，優良債券

中心の資産運用を行っている。

　総資産に占める有価証券の比率（一般勘定のみ）は77．2％であり，貸付金は

玉4％にすぎない。有価証券の内訳をみると，公社債が中心で，総資産に占める

比率で66％に達し，外国証券は8．5％（公社債7．9％，株式O．6％）である。外

国証券もすべてが外貨建ではなく，為替リスクにさらされている「外貨建資産」

は，総資産の5．7％にすぎない。

　一般貸付818億円の内，非居住者貸付が320億円あり，国内企業向け貸付は482

億円にすぎない。貸付先企業は全部で8社だけであり，「金融・保険・証券」

への貸付が420億円になっている。その結果，過去・現在にわたって不良債権，

延滞債権，金刑減免債権をいっさい持たない健全な資産構造になっている。な

お，アリコはS＆P社からトリプルAの評価を得ている。

㈹　アメリカン・ファミリー生命保険

　アメリカン・ファミリー生命（A乱ACと略称）は，1974年に日本人向けの

保険販売を始めた。1974年に日本で初めての「ガン保険」を発売し，エ985年に

は世界で初めての「痴呆介護保険」を発売した。現在，外資系生命保険会社の

中で最大の規模を誇っており，保有契約高4．1兆円（1995年度末），収入保険料

8000億円，資産残高1．7兆円に達している。1995年度末の資産残高で順位を付
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けると17位となり，本邦系保険会社4柱よりも大きい。

　AFLACの資産運用は長期債券を中心としている。保険商品の負債のキャッ

シュ・フローの特性に対応した長期投資を通じて，まず，予定利率を確保し，

その上で，長期安定的に投資収益の増加を図ることを運用の基本方針としてい

る。運用に際しては，安全性を最重視し，流動性にも注意して，最終利回りを

投資の尺度にしている。安全性においては，格付け機関による格付けを参考に

している。

　AFLACの資産のほとんどは有価証券で運用されている（1995年度で91．7

％）。有価証券の内訳では，国債（総資産に占める比率：37．王％），社債（25．7％），

外国証券（31．9％）が主要なものである。長期安定的に投資収益の確保を図る

という運用方針にそぐわないため，株式の投資をほとんど行っておらず，総資

産に占める株式はわずか0．1％である。外国証券への投資は総資産の29．2％と

高くなっているが，そのすべてが外国の公社債であり，外国の株式はゼロであ

る。外国証券もその多くが円建てのため，外貨建資産の比率は8％にすぎない。

　一般貸付は585億円で，総資産の3．4％にすぎない。このほぼ全額がわが国企

業への貸付である。実際に貸し付けている企業数はわずか9社であり，「金融

・保険・証券」美への貸付が405億円となっている。この結果，破綻先債権，

延滞先債権，金利減免等債権，経営支援先に対する債権は，いずれもゼロであ

る。

㈲　アイ・エヌ・エイ生命保険04）

　ユ981年に米国の総合金融機関であるシグナ・グループの日本法人として設立

ω　1997年1月に，アイ・エヌ・エイひまわり生命に改称しているが，本稿では旧名称

　のまま取り扱う。また，安田火災は，1997年ユ0月にもアイ・エヌ・エイひまわり生命

　の株式の60％を取得して子会社化する方針であるといわれている（『日本経済新剛

　1997年7月24日（夕刊））。
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された（1982年営業開始）。1993年に安田火災が10％の資本参加を行い，安田

火災と密接な関係を持っている。1995年度末で，収入保険料614億円，総資産

2047億円である。

　同社の資産運用は，一般貸付，不動産投資を行わず，短期金融商品および有

価証券を中心としている。株式及び為替のポジションを保有しないという投資

方針を持っている。債券投資については格付け機関により格付けを得たものへ

の投資を原則としている。デリバティブについては一部現物資産のヘッジに限

定して利用しているだけである。また，コールなどで5％程度を自社運用する

だけで，残りの95％は親会社系列の投資顧間会社に委託している。

　総資産に占める有価証券の比率（一般勘定）は，82．8％（1995年）である。

有価証券の内訳は，国債28．5％（有価証券の申での比率），社債41．8％，外国公

社債29．2％で，地方債や公社・公団債はほぼゼロである。

㈹　ナショナル・ライフ保険（15〕

　ナショナル・ライフ保険は，1986年に（日本支店の形で）営業を開始したオ

ランダ系の保険会社（1995年に内国法人化）である。1995年度末の保有契約高

は2．8兆円，総資産は2094億円である。

　同社の資産運用は，固定的に収益の確保が実現できる確定利付きの有価証券

の長期保有を主体にしており，株式投資，一般貸付，不動産投資はいっさい行

っていない。1995年度末で，総資産に占める有価証券の比率は90．1％であり，

有価証券に占める各証券の比率をみると，国債12．2％，地方債34．8％，社債31．5

％，外国公社債21．4％である。

　外貨建資産（301億円）の比率は14．4％と比較的高くなっているが，ギルダ

㈲　1997隼1月1日付で，アイエヌジー生命と改称しているが，本稿では旧名称のまま

　扱う。
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一建てオランダ国債291億円がその大半を占めている。同社の説明によると，

オランダ国債の運用利回りが高いことと，円対ギルダーの為替レートが比較的

安定しているために投資が行われたとのことである。

（V）プルデンシャル生命

　プルデンシャル生命は，1987年10月に米国のプルデンシャル生命の日本法人

として設立され，1988年4月に営業を開始した。1995年度末の保有保険金額は

6．2兆円，総資産残高は1195億円である。

　1995年度末の資産運用構成は，株式3．1％，公社債53．8％，外国有価証券12．3

％，貸付2．8％，現預金・コールローン15．7％となっている。本邦保険会社と

比較して，株式と貸付の比率が大変低いことがわかる。プルデンシャル社の場

合，1995年度から外貨建て債券への投資を開始したことが目に付く（これまで

も外国証券投資は行っていたが，為替リスクを取っていなかった）。リスク管理

においては，運用部門と管理部門の組織的な分離を行っており，ポートフォリ

オ全体のマーケットリスクや信用リスクを常時モニターしている。また，デリ

バティブの利用はリスクヘッジ目的に限定している。なお，貸付はほとんどが

契約者貸付であるので，破綻先債権，延滞債権，金利減免等債権の残高はすべ

てゼロである。

㈲　アクサ生命

　アクサ生命は，フランスを中心にするアクサ・グループの日本法人として19

95年4月に営業を開始した（16〕。1995年度末が初めての決算であった。保有契

約高は737億円，収入保険料は王3億円，総資産は115億円であった。

　アクサ生命の場合，設立から時間がたっておらず，運用資産の規模が小さい

㈲米国のエクイダブルは1994年にアクサの傘下に入っている。
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ため，短期運用においてもより高い運用益が得られる投資信託を中心とした運

用を行っている。ただし，設立の特殊事情から，旧保険業法第85条（現113条）

繰延資産50億円が総資産の大きなウエイトを占めているので，有価証券の比率

は39．5％にとどまっている。

㈲　チューリッヒ生命

　スイスに本拠をおくチューリッヒ生命保険の日本支店（通信販売専業）とし

て，チューリッヒ生命は1996年8月より営業を開始した。1996年度末の実績で

は，保険料収入4900万円，保有契約高18億円，総資産ユ7億円となっている。初

年度という特殊事情から，現預金・コールに資産の43．9％を振り向けている。

㈹　スカンテイア生命

　スウェーデンに本拠をおくスカンテイア・グループが王00％出資した現地法

人として，スカンディア生命は，1996年10月に営業を開始した。スカンディア

生命の特徴は，変額保険を基本的な保険商品としている点である。同社のパン

フレットでは，変額保険を「投資型保険」と位置づけ，顧客の判断により保険

料の運用対象を「世界株式型（世界中の上場株式を主対象）」，「日本株式型（日

本国内の」二場株式を主対象）」，「金融市場型（債券などの確定利付きの金融市

場商品を主対象）」の3つから選べるようになっている。まさに，保険という

衣を遇った投資信託（吻吻〃∫cm〃ωm〃，J㎜e9．1997）が同社の主力商品

となっている。

　1996年度決算によると，保険料収入跳00万円，保有契約高15億円，総資産36

億円となっている。一般勘定（14億円）のうち，72．5％を有価証券で保有して

いる。特別勘定（21億円）は当然ながら，99．6％を有価証券で運用しており，

とくに外国証券が70．7％となっている。
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　　　　　　　4　外資系生命保険会社のポートフォリオの特徴

ω　ポートフォリオ資産の構成

　外資系生命保険会社のポートフォリオを国内生命保険会社と比較することに

しよう。ただし，アクサ生命，チューリツッヒ生命，スカンテイア生命は設立

後間もないために，やや特殊であるので残りの5社を中心に検討する。

　生命保険会社の資産運用の現状をみるために，第5表には，ポートフォリオ

に占める各資産のウエイトを示してい乱国内保険会社の平均的な資産運用比

率（資産合計に占める比率）は，現預金5．1％，有価証券47，2％，一般貸付33．9

％，土地2．9％などとなっている。かつてわが国の保険会社は貸付を資産運用

の中心にしていたが，最近では，貸付の比率が低下している（家森［1995bl）。

　　　　第5表　外資系生命保険会社のポートフォリオ構成（1995年度）

有価証券
一般貸付

資産合計

i百万円）
現・預金 土地

株式 外国有価証券

ナショナル・ライフ 1．22％ 90．11％ o．oo％ 19，31％ O．00％ o．oo％ 209，478

プルデンシャル O．38％ 73，28％ ll．49％ 9．51％ O．07％ o．oo％ ユエ9，493

1NA 1．58％ 82．辮％ 1．55％ 24．72％ O．00％ o．oo％ 204，鰍

A澗 0186％ 39．45％ O，OO％ O．OO％ o．09％ o．oo％ 11－482

アリコ O，33％ 82．59％ 20，64％ 6．90％ 1O．59％ O．OO％ 774，014

アメリカン・ファミリー 1．27％ 91．m％ O．lO％ 29．m％ 3．36％ O．39％ 1，742，393

国内保険会社 5．11％ 47115％ 工7．27％ 7，15％ 33．85％ 2．92％ 184，430，967

全社合計額（百万円） 9μ6，629 89，641，032 32，021，521 13，855，O12 62，573，蝪 5，396，649 187，492，491

　次に，外資系保険会社の資産運用をみよう。外資系生保と本邦系生保の大き

な差異の一つは，貸付業務への力点の置き方である。外資系生保の場合，一般

貸付がゼロという保険金杜が2社あり，最高のアリコ・ジャパンですら1O．6％

であ私家森（1996c）は，生命保険会社全社に対して，住宅ローンの取り扱

いの有無を尋ねたが，その際，外資系5社はすべて住宅ローンを扱っていない

と答えている。このような貸付への取り組み態度の差異が，貸付比率の差異に
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反映されているものと考えられる。また，外資系生保は，土地・不動産への投

資もほとんど行っていない。

　外資系生命保険会社の資産はほとんど有価証券で運用されている。第1図

は，有価証券比率（総資産に占める有価証券の比率）の1995年度末の値と，1992
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　　第1図　各保険会社の有価証券比率

0．9　　　1

第一図の注

ラペル 会社名 ラペル 会社名 ラペル 会社名

A 日本 K 第一 2 1NA

B 日本団体 L 大同 T 朝日

C 日産 M 第百 U 協栄

D ニコス N ソニー V 明治

1… 平和 0 オリックス W 三井

P 東邦 P オリゴ X セゾン

G 東京 Q 大和 Y 住友

H 千代田 R 安田 3 ナショナル・ライフ

1 太陽 S 富国 4 アリコ・ジキパン

1 大正 1 プルデンシャル 5 アメリカン・ファミリー
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年度末の値とをそれぞれ縦軸と横軸にとって，総資産に占める有価証券の比率

がどのように変化しているかを個別会社レベルで示している。丸印の中の英字

（本邦系生保を示す）ないし数字（外資系生保）は，会社名を示すラベルであ

る。図から明らかなように，40％の近傍で安定している保険会社群（低→低）

と，80％以上の高い水準の保険会社群（高→高）とに大別できる。図中の①で

示されるプルデンシャル（低→高）を除くと，外資系生命保険会社は安定的に

高い有価証券比率を示している。1995年度の値でみると，もっとも低いプルー

デンシャル生命で73．3％，もっとも高いアメリカン・ファミリーでは9ユ．7％に

達している。また，1995年度末の値で80％以上を上回っているのは，外資系生

保以外では，オリックス生命，ニコス生命，ソニー生命，オリゴ生命の各社で

ある。セゾンを除くいわゆる「カタカナ」生保では，有価証券投資が資産運用

の太宗をなしていることがわかる。

　しかも，外資系生保の有価証券投資の内訳にも特徴がある。国内生命保険会

社の場合，有価証券の3分の1を株式の形で保有しているのであるが，外資系

保険会社の場合，株式の保有は大変少なくなっている。もっとも高いアリコ・

ジャパンでも20．6％（対資産合計）であり，有価証券に占める比率は約4分の

1にすぎない。

　他方，外資系生保の場合，外国証券の比率が高い。7〕。1992年度末と1995年

度末の間に，総資産に占める外国証券の比率がどのように変化しているかを個

別会社レベルで示したのが，第2図である。この図では横軸に1992年度末の外

国証券比率をとり，縦軸に1995年度末の外国有価証券の比率をとっている。も

し，外国有価証券の比率が増えれば，傾きは1よりも大きくなるはずである。

単回帰式によると傾きはO．865となっており，平均的には外国証券の比率を引

き下げていることになる。この3年間の間に外国証券比率を引き上げたのは5

㈹　「外国証券」とは，発行者が非居住者の場合を言う。
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第2図　各保険会社の外国証券投資比率

社だけであるが，このうち4社が外資系である。また，INAは外国証券比率

を引き下げているが，元々の絶対水準がきわめて高い。1995年度で15％以上の

比率を記録しているのは，外資系生保3社，日産生命，セゾン生命の5社だけ

であり，外資系生保の外国証券比率が高いことがわかる。このように，外国証

券への投資態度において国内生保と外資系生保との間に大きな差異があるので

ある。

　ただし，外国証券の比率が高いことがただちに為替リスクを多く取っている

ことにはつながらない。第3図は，1992年度と1995年度の外貨建資産の比率を

示している。ナショナルライフが1995年度に例外的に高い外貨建て比率を記録

しているだけで，残りの外資系生保の外貨建て運用は，本邦系生保に比べてむ

しろ低くなっている。
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（2〕運用成績について

　本邦の生命保険会社は不良債権に苦しんでいる。不良債権の処理は未だ進行

中であるが，ユ992年度から1995年度の4年度問に，「貸付金償却」という形で

償却された不良債権額は，外資系生保についてはゼロであった。それに対して，

本邦保険会社はユ290．5億円に達した。鋤。本邦生命保険会社はこれだけの金額

の不良債権の処理を行いながら，ユ995年度末になっても破綻先・延滞先債権だ

けで6182億円の不良債権を計上している。

　バブル崩壊で，本邦系保険金杜の資産運用は大変苦しい状態にある。旦995年

度の運用利回りについて，『東洋経済　生命保険特集』から整理したのが，第

6表である｛19〕。一見して，外資系生命保険会社が極めて高い成績を上げてい

㈲本邦系生保のこの3年間の貸倒引当金繰入額は合計で7206億円であり，外資系保険

　会社のそれは3．7億円にすぎなかった。

㈲　この表での「単純平均」は，数字の報告のある生命保険会社のみでのウエイトをと

　らない平均値である。
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ることがわかる。1995年度の一般勘定総資産利回りをみてみると，最大手の日

本生命が2．71％であったのに対して，外資系生命保険会社5社は，もっとも低

いINAで4．79％であり，ナショナル・ライフは7．79％もの高い利回りを記録

している。

　　　　　　　　　第6表各資産の運用利回り（1995年度）

公社債 株　　式 外国証券 貸　付 不動産
日本 4123 1．44 1．73 3．49

第一 5．29 1．70 一0．44 3．33 1．84

住友 7．02 0．48 1．98 3．00 O．75

明治 7，71 2．37 一1．99 3．23 1．98

朝日 1O．19 6．03 0．81 3．02 0．99

二井 7．77 5．08 2．78 3，17 2．25

安田 6．00 2153 一〇、23 3．74 0．11

千代田 13．58 5．93 2．60 2．00 1．52

太陽 5．14 3．46 一0．19 4．17 1．16

東邦 10．22 9．95 1．98 3．71 1．oo

協栄 7，30 12．31 3．64 2．83 0．41

大同 5．35 0．86 一2．72 2，29 0．21

日本団体 6．60 12．45 3．56 3．09 1．12

富国 5．36 2．81 3．99 3．35 一1．09

第百 8．52 9141 一1．12 1．88 3．07

日産 13．85 11．51 2．73 3．16 1．32

東只 12．10 7．64 7．54 2．77 1．54

平和 4．85 15．90 5．63 1．44 0．68

大和 5．39 34．49 一7．93 I．01 1．75

大正 9，63 8．51 3，55 3．39 13．03

セゾン 4．46 一1．19 7，81 3．78 3．02

ソニー 4．94 O．91 6．31 6，02 一0．18

ニコス 4．77 1．99 4．59 5188

オリックス

オリゴ 5．22 7．20 3．36

皿、A 5．00 4．99 6．83

ブルデンシャル 5．62 O．28 7，59 5．75

ナショナルライフ 3．75 9．35 6．25

アメリカンファミリー 6，07 1．08 6．64 5．35 0，O1

アリコ 5．22 1．21 5．06 6．00 40．55

アクサ 4．74 4．87

大手8社単純平均 7．72 3．20 0．91 3．12 1．35

全社単純平均 6．86 6．12 3．02 3．76 3．35

外資単純平均 5．07 0．86 6．73 5．84 20．28
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　第4図には，外資系生命保険会社5社と全社（31社）の単純平均の運用利回

りの推移を示した。注目すべきは，バブルのピークであったユ989年度において

は，外資系生保よりも全社平均の方が運用利回りが高かったことである。他方，

バブル崩壊の影響が強まるユ99ユ年以降においては，全社平均の運用利回りが大

きく低下していくのに対して，プルデンシャルを除く4社の運用利回りは比較

的安定している。その結果，1992年以降，外資系生保の運用成績は，全社平均

を上回るようになっている。
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　　第4図　外資系生保の運用利回りの推移
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　第5図には，7年間（1989年度から1995年度まで）についての一般勘定総資

産利回りの平均値とその標準偏差を（アクサ生命を除く）全生命保険会社につ

いてグラフ化している｛20〕。低リスク・低リターン型の投資スタイルをとれば

図の左下側に位置し，高リスク・高リターンの投資スタイルをとれば右上側に

位置することになる。先の第4図からもわかるように，外資系生保の運用パフ

ォーマンスは比較的安定していたために，外資系生保4社は，第5図の下側に

位置している。しかも，平均利回りは，多くの本邦系生命保険会社よりも高い。

本邦系生命保険会社は，多額の土地や株式の含み益を抱え，その含みの実現の

ぺ一スを変更することで，利回りをある程度調整可能であると思われるが，そ

2．5

2

洲1．5

厚
糾
曄　1

0．5

砂瀞専
　　　蔀耐
　　　　　聯裂 呼

徹ス　　ナシ1秒ライフ

仰怜妙
ア刈力炉ミリー

都

0

　　　　4　　　　　5　　　　　6　　　　　7　（％）

　　　　　　　　平均一般勘定総資産利回り

第5図　生命保険会社の資産運用のパフォーマンス（1989－1995年）

㈲　数字の出所は，r東洋経済　生命保険特集』の各年度版である。ソニー生命，こコ

　ス生命，アメリカンファミリー生命の3社については，1990年度以降のデータで計算

　している。
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のような会計上の処理があったにもかかわらず，外資系生保よりも運用パフォ

ーマンスの上下動が大きかったのである。したがって，過去7年間についてい

えば，外資系生保の方が，優れた運用成績を上げていたといえる。

　なぜ，外資系生保が相対的に優れた運用成績を記録しているのであろうか。

この点を考察するために，先の第6表をもう一度みてみよう。まず，貸付の利

回りをみると外資系生保の利回りが高いことに気がつく。これは，不良貸付債

権が少ないことと，金利低下の影響を受けやすい一般貸付が少ないためであ

る。公社債の利回りをみると，公定歩合がO．5％という超低金利時代において

10％を越える利回りを報告している企業が本邦系保険会社にある（別〕。通常の

金利の受け取りだけでこのような高利回りを得ることは不可能であるので，公

社債関連のキャピタルゲインを実現したり，デリバティブ商品を利用している

ものと予想される。これに対して，外資系生保の公社債に関する利回りは5％

であり，債券関係の含み益が一部利用されたと思われるが，本邦系ほどの大き

さではない。

　株式の利回りは，外資系各社の場合，株式への投資が少ないために，運用成

績に（本邦系保険金杜の場合ほど）大きな影響を与えない。株式に投資してい

る外資系生保の場合，歴史が浅いこともあって，そもそも含み益が小さいので，

配当利回り程度の水準の収益を計上しているω。ちなみに，10％以上の株式

の利回りを記録している本邦系保険会社が5社あるが，これらの保険会社は例

外なくきわめて大きな益出しを行ってい乱

　以上のように，本邦系生命保険会社の中には決算対策としてキャピタルゲイ

ンやデリバティブを利用して利回りを引き上げているところがある。これは過

㈱　1995年の国債取引所利回りは，3．19％（残存債長期），1．86％（残存5年）であり，

　普通社債（AAA格最長期）の店頭基準気配利回りは，3．79％であった。

㈲　東証第一部・全銘柄単純平均利回りは，0．85％（玉995年）であった。
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去の蓄積の食いつぶしや将来の収益の先食いである。配当の平準化という目的

から正当化できるかもしれないが，このような平準化操作を行ってもなお運用

利回りの上下動は大きかったのである。

　舎み益の小さな外資系生保が本邦系生保を上回る安定的な運用成績を上げた

のは，1995年度の場合，外国証券の利回りが高かったからである。王995年3月

末の対ドルレートは1ドル＝88．38円であったのに対して，1996年3月末には

1ドル…106．49円まで急激な円安が進んだ。したがって，海外の方が高金利で

あった点とあわせて，1995年度に関しては外債投資は（結果的に）非常に有利

であった。

　ただし，先にも見たように外国証券への投資は，必ずしも大きな為替リスク

を取っていることを意味しない。第7表は，工991年度から1995年度の累積為替

差益・差損を計算している。本邦系生命保険会社が外貨建て資産比9．7％（9675

億円）もの累積純差損を記録しているのに対して，外資系生保の場合，ほとん

ど損失を受けていない。

　　　　　　　　　　　　　　第7表　為替損益

1991年度から1995年度

累積為替差益 累積為替差損 累積損益

1995年度

O貨建て資産

対外貨建て資産
i比率）

ナショナル・ライフ 42 O 42 30138 0，00工4

ブルデンシャル 1 1 O NA NA
INA 963 547 416 0 NA

AXA 0 0 0 NA NA

アリコ・ジャパン 29 3 26 37110 O．0007

アメリカン・ファミリー 128 1037 一909 138660 一0．0066

国内保険会社 46053 1013598 一967545 9940157 一0．0973

（単位　I00万円）
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　　　　　　　　　　　　　　　　5　むすび

　本稿では，わが国で活躍する外資系生命保険会社の現状について，とくに資

産運用の面での特徴を中心にして検討してきた。その結果，本邦系生命保険会

社と外資系生命保険会社の資産運用方針にはかなりの相違があることがわかっ

た。バフル崩壊以降，本邦系生保の多くが多額の不良債権に悩まされる中で，

外資系生保は比較的良好な運用パフォーマンスを記録している。一方で，本邦

系生保もこれまでのように横並び型の運用方針を続けることは困難になってき

ている。そうした中で，外資系生保の運用方針について，本邦系生保も大いに

参考にすべきであろう（鴉）。

　最後に，外資系生保の進出に伴う政策課題を一つ指摘しておきたい。日本版

ビッグバンの一環として，わが国保険市場の自由化が進められる中で，海外か

らの保険会社の参入についても，従来よりは一層自由になるものと考えられ

る。海外からの新しい技術を持った保険会社の参入それ自体は，消費者利益の

増進につながるものであると期待されている。しかし同時に，競争の激化は，

保険会社の破綻が発生する可能性を高めるものと思われる。外国の生命保険会

社がわが国の国外での事情で経営に行き詰まった際にも，わが国の保険契約者

に不利益が及ぶ可能性がある。銀行業については，1974年のペルシュタット銀

行の破綻の際の経験からバーゼル協約が締結され，また，BIS規制などの共同

監督の枠組みが整備されつつある（家森［1993］）。このような銀行業での経験

を参考にしながら，外資系生保の破綻についての制度的な対応についても検討

しておくことが是非とも必要である。

㈲C㎝will㎜d趾凹ma（1997）も次のように指摘している。今後，「各保険会社は，犬

　会社の助けや夫蔵省の見通しの利いた指導に頼ることなく，新商品，保険引き受け，

　金融管理技術などの開発方法を学ぶ必要がある。」
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多国籍企業における技術の逆移転＊
一ヒューレット・パッカードにおけるTQCの逆移転の事例分析一

藤　岡　　　豊

I　研究の目的と方法

　1　研究の目的

　2　研究の方法

皿　分析枠組み

　1　多国籍企業の優位性

　2　技術の概念

　3　技術移転の概念
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会に深く謝意を申しあげる。もちろん，本稿にありうべき誤謬は，すべて筆者の責め

　に帰するものである。
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　　　　　　　　　　　　　I　研究の日的と方法

1　研究の目的

　一般的に，多国籍企業は親会社の技術を海外子会社へ移転しながら多国籍化

を進めてきたω。多国籍企業における技術開発はもっぱら親会社が担い，海外

子会社が担うことは能力的・経済的理由からむずかしかった。ほとんどの海外

子会社は親会社において開発された技術を導入し，それらを基にして経営を行

ってきたのである。従来の多国籍企業における技術移転は，技術が親会社から

海外子会社へ流れる「技術の順移転」が中心的だったといってもよいだろう。

　しかし，近年，海外子会社の成長に伴い，技術が海外子会社から親会社へ流

れる「技術の逆移転」と呼ぶべき現象が見受けられるようになっている。十分

な技術力と経済力をもつようになった海外子会社の中には，親会社でも使用で

きる技術を開発し，積極的にそれらを移転するものも出てきている。

　たとえば，M㎝s胞d＆Romθo［1984］は，アメリカ多国籍企業における技

術の逆移転を程度・成長性・性質・効果という観点から経済学的に分析してい

る。彼らによれば，次の点が明らかになっている。第1に，海外子会社も技術

ω　吉原［1979］は多国籍企業を「多くの海外製造子会社などの海外子会社をもつ親企

　業」（74頁）と概念的に定義している。また，その海外子会社については「親会社の経

　営管理の参加の程度が，全般的あるいは主導的である海外投資先企業」（90頁）と概念

　的に定義している。本研究でも，多国籍企業および海外子会社については，この定義

　にしたがって議論を進めていくことにする。

　　ただ，ここで断っておく必要があるのは，海外子会社という用語についてであ乱

　本研究では，海外子会社の「海外」を文字どおりに解釈すべきではない。たとえば，

　親会社がアメリカにある多国籍企業にとって，カナダ子会社は厳密にいえば「海外」

　子会社ではない。しかし，国際経営論においては，外国に存在する子会社を一律に海

　外子会社と表現することに対し，すでに一般的な支持が得られている。したがって，

　本研究では，このような陸続きの外国に所在する子会社であっても，海外子会社と表

　現することにする。同様の用語法は，M㎜s制e1d＆Romeo［1980］においても使用され

　ている。
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開発や技術供給の役割を担うようになってきている。第2に，海外子会社から

アメリカ親会社へ逆移転される技術には，改良製品・改良生産工程ではなく，

新製品が多い。第3に，海外子会社において開発された技術は，現地とほぼ同

時期にアメリカでも適用されている。第4に，海外子会社において開発された

技術は，海外子会社にもたらす利益と同じくらいの利益をアメリカ親会社にも

もたらしている。このように，彼らはアメリカ多国籍企業における技術の逆移

転の実態を明らかにし，その有効性を実証したのである。

　また，吉原［1992］はゼロックス社における「経営の逆移転」を明らかにし

ている。彼によれば，日本子会社である富士ゼロックスは，オーバーラップ型

の製品開発体制，TQc（一〇tal　qua1ity　con紅。l），販売会社と特約店によるマス・

マーケテイング，複写機の「1860」および「2080」，ファクシミリの「485テレ

コピア」といったさまざまな経営手法・経営システム・製品を，親会社のゼロ

ックス（アメリカ）やランク・ゼロックス（イギリス）へ逆移転している。彼

はこれらを経営の逆移転としているが，技術の逆移転と見ることも可能であ

る。

　さらに，吉原編［1994］は日本における外資系企業を対象にしてアンケート

調査を実践し，その中で研究開発の成果，生産技術，マーケテイング・イノベ

ーションの逆・水平移転の実態を明らかにしている⑫〕。彼らによれば，研究開

発の成果を逆・水平移転した企業は64％（96社），生産技術を逆・水平移転した

企業は35％（71社），マーケティング・イノベーションを逆・水平移転した企業

は26％（99社）となっている。

　このように，近年になって多国籍企業における技術の逆移転が見受けられる

ようになり，その有効性が実証されつつある。本研究においても，多国籍企業

（2）技術の水平移転とは，技術がある海外子会社から他の海外子会社へ流れる現象をい

　う。
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における技術の逆移転を研究課題としてとりあげる。本研究が技術の多国籍企

業における逆移転を研究課題にとりあげるのは，経営現象としての新しさもさ

ることながら，より積極的にはそこに海外子会杜の新しい役割を見出すことが

できるからである。従来，多国籍企業の海外子会社は，親会社の単なる戦略の

実施機関と見なされてきた｛ヨ〕。海外子会社がイノベーションを創造し，それら

を親会社へ逆移転することは期待されていなかった。それゆえ，主たる研究の

関心も，親会社の経営資源をいかに効率よく海外子会社へ順移転するかという

ことに注がれてきた。しかしながら，技術の逆移転においては，海外子会社に

親会社の戦略の実施機関をこえた新しい役割を見出すことができる。その役割

とは，親会社の戦略策定に貢献し，むしろ親会社をリードするような役割であ

る。そこに，国際経営論および多国籍企業論の新しい理論展開を期待すること

ができる。技術の逆移転の実態を解明・分析することによって，新しい国際経

営像および多国籍企業像を浮かびあがらせることができるのではないだろう

かω。

　本研究では，このような理由から多国籍企業における技術の逆移転を研究す

｛3〕たとえば，Vem㎝［1966］のプロダクト・サイクル・モデル（pmd皿α＿cyclemode一）

　やHymer［1976］のコントロール・モデル（c㎝血。－mode1）は，海外子会社をこのよ

　うに見なしたうえで理論展開を図ったといってもよいだろう。

14〕海外子会社に親会社の単なる戦略の実施機関をこえた役割を見出し，新しい国際経

　営のあり方を模索した先行研究にB㎞帥＆Ghosbal［1989］と伊丹［199ユ］がある。

　B舳Ie航＆GhosM［1989］は，一方で海外子会社の戦略的役割を差別化することによ

　って海外子会社の自律と動機付けを図るとともに，他方で全社的な経営理念によって

　海外子会社の統合管理を行う「トランスナショナル・マネジメント」の構築を提唱し

　ている。他方，伊丹［1991，186－189頁］は，企業の国際化にともなって人間が消費

　者・所得者・文化者の中で引き裂かれることにB舳ett＆Ghosba1［1989］が配慮して

　いないと批判し，その「引き裂かれ」の問題にも配慮した「グローカル・マネジメン

　ト」の構築を提唱している。新しい国際経営のあり方を模索するうえで，これらの研

　究は示唆に富んでいる。
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る。その目的は，まず多国籍企業における技術の逆移転の実態を明らかにする

ことにある。本研究では，ヒューレット・パッカード社（Hewle続＿P㏄k町dCo職一

pmy．：以下，HP）㈹と日本ヒューレット・パッカード社（Hewlet卜Pack㎝dJapan

Ltd．：以下，冊J）㈹の事例分析を通じて，TQC（to制quality　co舳。l）の逆移転

の実態を明らかにする。そして，TQCの逆移転を可能にした要因について考

察する。これらの過程を通じて，多国籍企業における技術の逆移転の本質に迫

っていくことにしたい。

2　研究の方法

2．1　研究対象

　本研究では，HPと冊Jを研究対象とする。表王はHPとHHの概要を示し

たものである。両社を研究対象に選んだ理由は，つぎの2つである。

　まず，欧米系多国籍企業は一般的に日系多国籍企業よりも海外進出の歴史を

もっていたからである。海外子会社が技術の逆移転を行うためには，ある程度

の時間を必要とする。海外に進出してからある程度の時間を経なければ，親会

社へ逆移転する技術を開発することができない。日系多国籍企業よりも海外進

出の歴史の長い欧米系多国籍企業ならば，海外子会社において技術を開発し，

技術の逆移転を行っている可能性が高いと考えられる。技術の逆移転の可能性

15〕この論文では，アメリカの本社を「HP」と表現することにする。親会社（本社）と

　海外子会社を含めた多国籍企業全体としてのHPについては、「全HP」と表現するこ

　とにする。

㈹HPJは1995年6月1日に横河ヒューレット・パッカード株式会社（Yokog舳a　HewI一

　眺＿Pa㎜d　Ltd、）から社名を変更している。これは①すでにHPJの事業の主力分野が電

　子言†測器からコンピュータ／周辺機器に移行し，②依然としてHPJを横河電機株式会

　社（以下，横河電機）と間違える顧客が多く，③もともと横河電機もH剛の経営に閲

　与していかなかったこと等の理由による。この論文では，1995年6月1日以前の出来

　事についても，すべて「HP』」と表現することにする。
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表1　トlPとHPJの概要

HP HPJ

Hew1帥一P㏄k“Comp㎝y 日本ヒューレット・パッカード

社名 株式会社

（Hewle“一Pack㎜d』理a11，Lω．）

設立 ユ939年 1963隼

資本金
8．71億ドル 74．4億円

（HP75％・横河電機25％）

社長 LewE．P1舳（取締役会長・C旧。） 甲谷勝人（代表取締役社長）

コンピュータ・システムおよび コンピュータ・システムおよび

周辺機器，電子応用測定器，医 周辺機器，電子応用測定器，医

事業 用電子機器，化学分析機器，電 用電子機器，電子部品等の開発

子部品等の開発・製造・輸出入 ・製造・輸出入・販売・リース

・販売・サポート レンタル・サポート

売上高 384億ドル（1996年度約4．2兆円） 2，498億円（1996年10月期）

本社
3000　Ha110v6I＝S血ee一，　PaIo　AIto， 東京都杉並区高井戸東3－29一

CA94304U，S．A、 21

営業サポート拠点 120カ国600カ所（HP，を含む） 国内37ヵ所

製造・開発拠点 18カ国59都市（HPJを含む） 八王子、神戸，溝の口

従業員数 約112，800名（1996年10月現在） 約3，900名

注：HPのデータは，全HPのデータである。なお，データはいずれも1997年現在のも

　　のである。

出典：会社提供の資料。

観点から，まず欧米系多国籍企業を研究対象に選ぶことにした。

　つぎに，研究協力を得ることができたからである。筆者の能力的・時間的・

資金的制約の中で研究目的にかなう情報を得るためには，欧米系多国籍企業の

日本子会社，すなわち外資系企業にアクセスすることが最も有効である。そこ

で，r外資系企業総覧（1994年版）』に掲載された回答企業（N：1，409社）の

中から，まず申告所得が上位1割（140社）に入る外資系企業を選択すること
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にした。海外子会社が技術の逆移転を行うためには，ある程度の技術開発力が

必要とされる。申告所得が上位1割に入る企業であれば，相対的に研究開発投

資率が高く，技術の逆移転を行っている可能性が高いと考えた。そこでこの条

件を満たす外資系企業の中から7社を選択し，それぞれ手紙で研究協力を依頼

した。その結果，2社から研究協力を得ることができ，その内の1社がHPJ

だったのであるω。

　本研究における研究対象の選択は，ランダム・サンプリングではなく，筆者

の研究目的を反映させたものとなっている。かりに本研究が仮説の検証を目的

としたものであれば，このような研究対象の選択は不適切である。しかし，本

研究は仮説の検証というより，むしろ仮説の発見を目的としたものである。し

たがって，このような選択であっても，じゅうぶん研究目的に応えるものだと

考えている。

2．2　調査方法

　調査方法としては，インタビュー調査を主な調査方法とした。表2はそのイ

ンタビュー調査の概要を示したものである。HPJの管理職，のべ8人にインタ

ビュー調査を行った。インタビュー調査はすべて企業の応接室で行い，1回あ

たりの調査時間は平均して約2時間である。インタビューイーには事前に質問

票を郵便やFAXで送付し，それに沿ってインタビュー調査を行った。事前に

思いつかなかった質問や，さらに掘り下げた質問については，質問票にこだわ

らずに自由に質問し，インタビューイーから回答を得た。インタビュー調査の

内容の補足・確認については，後日，電話でヒアリング調査を実施して対処し

れまた，インタビュー調査の内容は，インタビューイーから許可をもらった

うえで，すべてテープレコーダーに録音し，後日これらをすべて文字に直して

｛7〕結果的に，技術の逆移転の事実を認めることができたのは，この服Jだけだった。
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分析を行った。親会社の人々へのインタビュー調査は実施できなかったが，親

会社側の情報については，公刊されている文献および会社提供の資料を参照す

ることによって得た。

　　　　　　　　　　　　表2　インタビュー調査の詳細

インタヒューイ 役職 期目・時間 場所

中司　　恭　氏 常務取締役総務担当 1994年7月28日（木） 神戸事業所応接室

八王子事業所長 ユ1：00一ユ2：30

中司　　恭　氏 常務取締役総務担当 1994年12月6日（火） 八王子事業所応接室

八王子事業所長 13：00－15：00

門屋　清彦　氏 電子部品計測事業部 1995年9月12日（火） 神戸事業所応接室

マーケテイング部 15：30－17：00

商品企圃グループ長

川畑　　茂　氏 電子部品計測事業部

技術部コンポーネント

テスト開発グルーブ長

石黒　健三　氏 半導体計測事業部 ｝995年10月20日（金） 八王子事業所応接室

製品開発部長 ユ4：00－16：30

斎藤　　実　氏 電子計測営業本部MPN 王995年10月26日（木） 八王子事業所応接室

コンサルティング ユ4：00－15：10

シニアマネージャー

笹岡　健三　氏 代表取締役会長 1995年10月27日（金） 高井戸本社2階

14：20－16：30 カンファレンスルーム

吉田　　勉　氏 電子部品計測事業部 1996年10月23日（水） 八王子事業所

製造部八王子製造センタ長 14：00－15：00 D棟3階

注：役職はインタビュー調査実施時のもの。

213　分析方法

本研究では，事例分析を行った。本研究は多国籍企業における技術の逆移転

という未開拓の研究課題に挑んだものである。事象の実態や因果関係を把握

し，分析の糸口をつかむことを目的としている。その意味において，本研究は
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仮説発見型の研究である。したがって，分析方法としては，仮説発見に適した

事例分析が望ましい。本研究では，このような理由から，事例分析を行うこと

にした。

　　　　　　　　　　　　　　I　分析枠組み

1　多国籍企業の優位性

　つぎに，本研究の分析枠組みについて述べることにする。まず，多国籍企業

における技術の逆移転の理論的根拠から考えてみたい。そもそも多国籍企業が

技術の逆移転を行う理由は何なのか。いい換えれば，技術の逆移転の理論的根

拠は何なのか。筆者はそれが多国籍企業の優位性にあるのではないかと考えて

いる。多国籍企業の優位性とは，経営活動の拠点が1つの国にしかない国内企

業と比べたときの優位性である。Vem㎝［ユ971，p．265，邦訳333－334頁］は，

多国籍企業の優位性について次のように述べている。

　「多国籍企業は，どこの一国内に限定されることなくものを考える能力もあれば機

会もあることから，特別の力を得ており，また，一カ国の管轄権以外のところにある

いろいろな資源を使う能力も機会もあることから特別の力を得ている。」

　つまり，Vem㎝によれば，多国籍企業はグローバルな経営資源の獲得にお

いて優位性をもっているわけである。筆者はこのグローバルな経営資源の獲得

から技術の逆移転の理論的根拠を説明できるのではないかと考える。グローバ

ルな経営資源の獲得をいうとき，筆者は優れた現地人の獲得を思い浮かべ

る｛8〕。多国籍企業は優れた現地人を獲得する機会に恵まれている。優れた現地

人を獲得することができた海外子会社は，他の拠点にはない新しい技術を開発

18〕現地において獲得することができる経営資源は，何も人的資源だけに限らない。し

　かし，企業経営において優れた人的資源を獲得することの重要性を考えれば，このよ

　うに主張してもさしつかえないだろう。
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する可能性が高い。かりにその海外子会社が新しい技術の開発に成功したとし

よう。しかし，その海外子会社が新しい技術を逆・水平移転しなかったらどう

なるだろうか。おそらく，その技術が親会社の競争優位の源泉として機能する

ことはない。いい換えれば，親会社と同じ国に存在するライバルの競争企業に

とって，その技術が脅威となることは少ないだろう。それでは多国籍企業が多

国籍企業の優位性を活かしていることにはならない。多国籍企業の優位性は，

各拠点が獲得した経営資源を相互に移転することによって生まれる⑲〕。これま

で技術の順移転が中心であったことを考えれば，技術の逆移転こそ多国籍企業

の優位性を活かす手段になるはずである。多国籍企業は多国籍企業の優位性を

活かすためにも，技術の逆移転を行うべきである。Vem㎝［1980，p．154，邦

訳112頁］も，それに関連して次のように述べている。

　「アメリカ企業はこれら子会社を両面通行に変え，アメリカの競争的地位に関連あ

る製品，工程，市場における最近の成果に関する情報を親会社に差し戻すことができ

る。同時に本社にとっての挑戦は，成功している外国の進歩に耳を傾け，それを取り

入れるとともに，これら進歩に基づいて改善をはかることである。」

2　技術の概念

　つぎに，技術の概念について考える。本研究が「多国籍企業における技術の

逆移転」と題する以上，「技術とは何か」という問いを避けて通ることはでき

ない。しかしながら，「技術とは何か」という問いに答えることは，むずかし

い。これまで経営学の領域において技術の本質について正面から議論した研究

が少ないことも，それを物語っている。

（9〕吉原［ユ989］と岩田〔1994］も多国籍企業の優位性という観点から経営資源の相互

　移転を意識した多国籍企業のツーウェイ・モデル（tW作Way皿ωel）を提示している。

　本研究も基本的にはこれらと同じ観点からモデルを構築していくが，経営資源の中で

　も重要性の高い「技術」に焦点をあわせることに特色がある。

170



多国指企業における技術の逆移転（藤岡）

　そのような状況の中で，宗像［1989］は技術の本質について正面から議論を

展開した。彼はこれまでの技術事象分析に対するアプローチの仕方を大きく①

社会科学的アプローチ，②自然科学的アプローチ，③人間学的アプローチの3

つに分類している。

　彼によれば，まず社会科学的アプローチにおいては，技術事象が社会的生産

産過程内で，とくに「人間の生産的労働との直接関係」として把握される（143

頁）。つぎに，自然科学的アプローチにおいては，技術事象が社会性を捨象さ

れて，人間の自然認識との関係から自然科学との相互関連において「人工的自

然工程」として把握される（1幽頁）。そして，人間学的アプローチにおいては，

技術事象が人間存在の原点から「技術の原基形態」として把握される（144頁）。

　彼はこれら3つのアプローチの詳細な比較検討を通じて，いずれも技術が「人

間の行為の確実性の保証機能」のうちに認められることを示している（105頁）。

しかしながら，この確実性という言葉には不安定かつ相対的な意義しかなく，

確実性として総括される属性には多様な段階，次元と幅があり，そこに技術の

ダイナミックな性質があることもあわせて指摘している（106頁）。

　本研究では，TQC（totalqua1itycontro1）をとりあげる。本研究でも，宗像［1989］

にしたがって，TQCを「品質を確実に改善する行為および仕組」という技術

事象として把握することにしたい。

3　技術移転の概念

3．1　技術能力の移転

　つぎに，技術移転の概念について考える。多国籍企業における技術の逆移転

は，いうまでもなく国際技術移転の一形態であるOO〕。これまで，多くの研究

㈹　多国籍企業における技術の逆移転が国際技術移転論の中でどのように位置付けられ

　るのかについては，藤岡［1996，45－49頁］を参照されたい。

171



経済経営研究第47号

が国際技術移転の概念について考えてきた。その中でも，Robins㎝［1988，p．

1O］は国際技術移転の概念について次のように述べている。

　「ある国の人々が他の国の人々の能力を開発することである。その結果，彼らは異

なる製品利用方法や消費方法，あるいは異なる製品製造方法やサービス実施方法に関

する知識や技能を使用・獲得・複製・修正・拡大できるようになる。」

　つまり，Robins㎝は技術を導入する国の人々が導入した技術を独力で使い

こなせるようになることが国際技術移転だという。技術が単に国境を越えて移

動しただけでは国際技術移転にならず，その技術を生産する能力が国境を越え

て移動したときに，初めて国際技術移転になるわけである。彼にしたがえば，

技術を供給する側がいくら国際技術移転をしたと主張しても，技術を導入する

側が当該技術を使いこなせることができなければ，国際技術移転が実施された

ことにはならない。国際技術移転の成否は，技術を導入する側の技術能力の有

無によって測定されるのである。

　本研究では，TQCの逆移転をとりあげる。Robins㎝［ユ988］にしたがえば，

TQCの逆移転は「親会社が独力でTQcを実践できるようになること」と概念

的に定義することができるだろ㍉

3．2　技術移転の三形態

　最後に，技術の移転形態について考えたい。筆者は技術の移転形態として3

つを考えている。それは「人的形態の技術移転」・「物的形態の技術移転」・

「情報的形態の技術移転」の3つである。

　まず，人的形態の技術移転においては，文字どおり技術が人に体化されて移

転する。つぎに，物的形態の技術移転においては，技術が物に体化されて移転

する。具体的には，技術が製品や生産機器に体化されて移転する。最後に，情

報的形態の技術移転においては，技術が情報媒体に体化されて移転する。具体
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的には，技術が書面・フロッピーディスク・FAX・電子メール等の媒体に体化

されて移転する。

　このように考えれば，技術移転は人・物・情報の移動に他ならないことがわ

かる。しかし，単に人・物・情報が移動すれば技術移転になるのかといえば，

必ずしもそうではない。本研究では，技術を導入する側が当該技術を独力で使

いこなせなければ技術移転と見なさない。技術の生産能力がこれら3つの移転

形態を通じて移転したときに，はじめて技術移転と見なすのである。しかし，

実際の技術移転においては，これらの移転形態の中から排他的に1つだけが選

択されて行われることはほとんどないだろう。多くの場合，技術移転はこれら

3つの移転形態の複合的形態をとるものと思われるω。本研究でとりあげる

TQCも，これら3つの複合的形態をとりながら逆移転されるものと予想され

る。

　以下では，このような分析枠組みにしたがって，ヒューレット・パッカード

におけるTQCの逆移転の事例分析を行う。

皿　事例分析

1　TQCの開始

㈹　島田［1988］は技術には機械や工場設備などに代表されるハードウェアの側面と，

　コンピュータプログラムや目に見えない知識のストックなどのソフトウェアの側面に

　加えて，人間とハードウェアの関係（かかわり合い方）および人間とソフトウェアの

　関係（かかわり合い方）．といったヒューマンウェアの側面があることを主張した。彼

　はアメリカにおける日系企業の広範な調査をつうじてとくに日本型ヒューマンウェア

　技術の移転の重要性を指摘したのであ乱彼のヒューマンウェア技術の概念は，複合

　的形態による技術移転を物語るものといえる。

　　また，伊丹［1991，105頁］は技術移転がこのような複合的形態をとる理由として，

　ヒューマンウェア技術の存在に加えて，技術移転が人間による学習と教育のプロセス

　で，単に文書として伝達するにはあまりに微妙な部分が多いことをあげている。
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1．1　品質の危機

　1963年9月に設立されたH凹は，1969年4月からコンピュータおよび周辺

機器の事業を始めることになった。コンピュータおよび周辺機器の事業分野

は，これまでHPJが従事していた電子計測器の事業分野に比べて，市場拡大

と技術革新のスピードが速く，製品ライフサイクルも短かった。しかも，この

分野には鵬M，NEC，富士通などの有力な企業が多数しのぎを削っており，競

争も激しかった。

　HPJがコンピュータおよび周辺機器の事業を始めるまでは，HP一が販売する

製品の晶質は比較的高く評価されていたω。しかし，急速な技術革新と市場

拡大に特徴づけられるコンピュータおよび周辺機器の事業では，㎜～の伝統的

な晶質管理手法がじゅうぶんに機能せず，製品の故障（晶質の低下）が目立っ

た。そのため，高い製品の晶質を要求する日本の顧客にあまり受け入れてもら

えなかった。たしかに冊1の販売する製品は技術的には優れていたが，それ

だけでは日本の顧客から満足を得ることはむずかしかった。日本の顧客に受け

入れてもらうためには，何としても製品の品質を改善する必要があった。いわ

ば，HPJはいわば「品質の危機」に直面していたのである。

1．2　工場の危機

　HPJが事業を始めた1963年頃は，まだ日本にも発展途上国の条件が備わって

いた。すなわち，労賃が安く，為替レートもユドル＝360円と円安だった。そ

して，輸入関税も20％から30％と高かった。HPJにおいても，このような高い

輸入関税を考えて1ドル＝500円を念頭において輸入製品の定価をつけていた

㈹　この事例分析においては，品質を製品の市場故障率で把握することにする。具体的

　にいえば，高い品質は製品の市場故障率が低いことを意味し，逆に低い品質は製品の

　市場故障率が高いということを意味す糺
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ほどである。このような賃安・円安・関税高という発展途上国の条件を備えて

いた日本市場では，企業に製品の現地生産をさせる圧力が強く働いた。HPJも

例外ではなく，このような条件を活かすべく日本での現地生産に踏み切ってい

ったのである。

　当時，HPJが販売していた製品には次の3つがあり，これは現在も変わって

いない。第1は，冊が開発・生産し，HPJが輸入・販売する噛P開発・生産

製品」，つまり輸入製品である。第2は，HPが開発し，HPJが生産・販売する

「冊開発HPJ生産製品」，つまり組立製品である。そして第3は，服Jが開

発し，冊Jが生産・販売する「HPJ開発・生産製品」，つまり自社開発製品で

ある。

　…のような製品構成の中で，HPJの売上高の約7割を占めていたのが，輸入

製品と組立製品だった（13）。自社開発製品がHPlの売上高に占める割合は，約

i割にすぎなかった。輸入製品の販売から得られる利鞘は小さかったので，冊J

は主に組立製品の販売から利益を得ていた。HPJは付加価値の大半を現地生産

によって得ていたのである。

　このように，m～工は日本の事業環境を活かして現地生産を収益源としながら

成長していった。ところが，197ユ年8月のニクソン・ショックによるブレトン

・ウッズ体制の崩壊，1973年2月のスミソニアン体制の崩壊によって円高が始

まると，これまでHPlの現地生産を支えてきた有利な条件が崩れ始めた。ま

た，1973年10月の石油危機をばねに日本の製造企業が大きく成長するようにな

ると，国民所得が増大し，労賃もそれにつれて増大した。一般的に，現地生産

が経済的に成り立つためには，現地生産製品を輸入製品より安く顧客に供給す

㈹　1995年にそれぞれが売上高に占める割合は，輸入製品が52％，組立製品が20％，自

　社開発製品が13％となってい乱そして，残りの王5％をサービス・サポートが占めて

　いる。
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る必要がある。しかし，賃安・円安・関税高という条件を失った企業にとって，

それを達成することは容易ではない。1970隼代半ばには，HPJも例外ではなく，

現地生産の危機に直面していたのである。HPJでは，それを「工場の危機」と

呼んでいる。

1．3　TQC宣言

　このように，HPJは1970年代に入って品質と工場の2つの危機に直面してい

た。しかし，そのような状況にあっても，HPJは晶質の危機こそが本質的な問

題であると考えた。HPJがそのように考えたのは，大きく2つの理由による。

第1は，営業部から批判があったからである。営業部の人間は，冊Jの販売す

る製品がよく壊れるため，HPJは発展のチャンスをむしばまれていると訴え

た。第2は，工場の方から要望があったからである。工場の人間はHPJの販

売する製品がよく壊れ，しかも値段が高いならば，せめて製品の品質だけでも

良くしていきたいと訴えた。こうした2つの理由から，HPJは品質の危機を本

質的な問題としてとらえ，品質の改善にとり組む決意をしたのである。

　1976年の末，HPJはたまたまQC診断をうける機会があった。HPJは品質に

危機感をもっていたとはいえ，HPから学んだデータに基づくマネジメントや

晶質保証体制については多少の良い評価がもらえるものと期待していた。しか

し，石川　馨教授（東京大学）を初めとする審査委員から次のような厳しい評

価をうけ，HPJは大変ショックをうけたのである。4〕。

　①この程度の品質保証では，今後をのりきれない。

　②管理は上すべりで，HP式も身についていない。

　③PDCA（plan，do，ch・ck＆acti㎝）を回した改善例が見られない。

　④自社都合のデータはあるが，顧客の立場のデータがない。

ω笹岡［1984，IO頁］を参照されたい。
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　⑤要するに，日本の叩Cをまったく知らない。

　QC診断はデミング賞審査の方法にしたがってAスケジュールとBスケジ

ュールに区別される。一般的にQC診断をうける企業は相当の準備をしてから

QC診断をうけるのが普通だったが，HPJはそのような準備をせずにQC診断

を受けてしまったのである。しかし，このQC診断がきっかけとなって，HPJ

は審査委員の1人だった久米　均教授（東京大学）と交流をもつようになり，

久米教授からTQCの指導をうけるようになった。当時，トヨタ自動車や松下

電器産業などは，すでにTQCを実践して一定の成果をあげており，TQCは日

本の製造企業を強くした原動力の1つと評価されていた。HPJは久米教授の指

導を通じて叩Cのすばらしさを実感するようになっていったのである。

　1977年4月，HPJは「TQCの基本方針」を発表してTQC宣言を行い，全社

的に爬Cを実践していく決意をした。TQC宣言においては，社長みずからが

HPJの各ミーティングでTQCの必要性を説き，社内報には「全員，㎎にか

かれ」と題して問答形式でTQCの必要性を訴えていった。

　1977年の夏，当時の社長だった笹岡健三氏は，当時の営業担当副社長だった

村岡俊男氏とともに神奈川県の箱根で開催されたTQC講習会の「重役特別コ

ース」に参加することにした。それはQC診断のコメントに対して逐一思いあ

たる節があったからである。2人はこの講習会に参加してTQCのすばらしさ

を再認識し，HPJにおいてTQCを推進していく意思をいっそう強く固めたの

である。

　ところが，実際にHHにおいてTQcを始めてみると，社内のいたるからTQC

に対する戸惑いの声が吹き出した。TQCは大学教授による定期的な指導を通

じて実践されたが，その指導に対して社内から次のような声があがったのであ

る（｝5〕。

陶　笹岡［1984，12頁］を参照されたい。
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「先生のおっしゃる理屈を適用しようにも，サンプルが少ない，他の要因が多すぎる。」

「そんなことまでデータをとるのか，形式的ではないか。」

「故障の大部分は電子部品で，我々にはどうしようもない。」

「新製品開発が遅れているのに，こんなことまでさせられるのか。」

「HPの設計に対しては，どうしようもないではないか。」

　要するに，服Jには爬Cが向いていないのではないかという声があがった

のである。．課長の中には，TQCに対して「社長，仕事はいくらでもするから，

あの爬Cだけは勘弁してください」と言いだす者もあった。TQC宣言をした

ものの，具体的な成果があがらないまま最初の1年は過ぎていったのである。

1．4　自社開発製品のTQC

　HPJが販売する製品は，輸入製品・組立製品・自社開発製品の3つから構成

されている。当時，mリの売上高の約7割を占めていたものは輸入製品と組立

製品であり，残りの約1割を自社開発製品が占めていた。ところが，3つの製

品はともに市場においてよく故障したので，晶質を改善していくためには3つ

の製品すべてについてTQCを実践していく必要があった。しかし，輸入製品

と組立製品はHPによって開発・設計されたものだったため，輸入製品と組立

製品のTQCを実践していくには，冊の開発・設計部門にも働きかける必要

があった。

　しかし，残念なことに，当時のHPは品質に対して危機感をもっていなかっ

た。アメリカの同業他社の製品に比べれば，HPの製品はむしろ高晶質だった。

したがって，日本の基準から見れば晶質の危機であっても，アメリカの基準か

ら見れば品質の危機ではなかったのである。また，当時のHPはユーザーから

製品の故障についての苦情がきても，製品の設計方法や生産方法を変えようと

はしなかった。ユーザーの苦情は，新製品の設計や生産に反映されるべきもの

と考えていた。そのため，HPの晶質に対する関心は薄く，HPの開発・設計

部門にまで働きかけてTQCを実践していくことはむずかしかったのである。
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　したがって，HPJはまず自社開発製品からTQCを始めることにした。自社

開発製品は文字どおりHPJが開発・設計した製品である。HPJの自社開発製

品は，mブランドで世界市場に向けて販売されている。輸入製品や組立製品

と同様に，自社開発製品もよく故障したので，自社開発製品についても冊J

は早急に品質改善にとり組む必要があった。そこで，HPJはまず自社開発製品

を中心とする電子計測器事業部と，組立製品を中心とするコンピュータ事業部

に工場を分け，それぞれに取締役の事業部長を就けることから晶質の改善に取

り組み始めたのである。

1．5　TQCの成果

　電子工業の一番基本的な工程の1つに，プリント板にICを差し込んで回路

を作る工程がある。その工程の1つに自動ハンダディップの工程があ糺1978

年までのHPJにおける自動ハンダディップの不良率は，4，000ppm（p舳permi1－

h㎝）＝0．4％だった。つまり，プリント板には1枚につき500ヶ所ほど自動ハ

ンダディップをする箇所がある。1978年までのHPJでは，ブリッジになった

り，紙に穴があいたりするような自動ハンダディップの不良が1枚につき2ヶ

所ほどあったわけである。その2ヶ所については，自動ハンダディップの終了

後に，約5－6人くらいからなるパートの女性社員達が大きなレンズやルーぺ

をのぞいて個別にハンダ小手で修正していた。

　冊JはTQCの一環として，この自動ハンダテップの不良率の削減にとり組

むことにした。HPJがこの自動ハンダディップの不良率の削減にとり組んだの

は，つぎのような理由による。第1に，日本の一流企業はすでに自動ハンダデ

ィップの不良率をppm単位で測定していたにもかかわらず，HPJは％単位で

測定しており，その差があまりも大きかったからである。第2に，電気性能を

決める都晶の75％はプリント板に搭載されており，プリント板における自動ハ

ンダディップの不良率の削減が最終製品の品質に大きく影響するからである。
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　HPJはまず製造部門と生産技術部門からなるQCプロジェクト・チームを組

織し，久米教授の指導を受けながらQcを進めていった。表3は当時のQcプ

ロジェクトチームのメンバーと役割を示したものである。

　　　　　　　表3　QCプロジェクト・チームのメンバーと役割

氏名 役職 役割

花谷　安朗 総括責任者・製造部長 プロジェクトの推進・調整

八木沢一行 生産技術課長 作業分析，不良原因の解析，他部門への改善依頼

吉田　　勉 製造課長 自動ハンダディップ作業の改善，作業指導，効

ﾊの確認

永岡　正行 生産技術課員 作業分析，不良原因の解析，設計基準改訂

注：役職は当時のものである。

出典：会社提供の資料。

　QCプロジェクト・チームはまず今までの製造ラインのデータを集計し，実

際の作業現場を観察することから始めた。その結果，つぎのようなことが明ら

かになった。

①作業者によって不良データの取り方に差がある。

②手直し作業をしなくてもよいフリント板と，極端に手直しをしなければ

　　ならないプリント板がある。

③作業者が装置の設定を自由に変えており，設定基準があいまいになって

　　いる。

　そこで，QCプロジェクト・チームはあいまいな検査基準を整理・統一し

て，自動ハンダディップの不良データを一定の基準で測れるようにした。表4

は新しい自動ハンダディップの検査基準を示したものである。

　QCプロジェクト・チームのメンバーはみずから毎日作業現場に入り，作業

をしながら自動ハンダディップの不良データを収集していった。こうして1ヶ

月間集めたデータを不良項目別にパレート図にまとめると，ハンダフリッジ

（42．3％）・部品の浮き（27．6％）・ハンダのヌレ不良（16．2％）の3項目で
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表4　新しい自動ハンダディップの検査基準

自動ハンダディップの不良項目 内容

ハンダカスの付着 ハンダディップ面にハンダカス・ごみが付着している。

ハンダフリッジ 部品やパターン以外のハンダの短絡個所があ孔

ハンダのヌレ不良

iハンダ上りやハジキを含む）

スルーホール間の導体上にIヶ所でもハンダの付い
ﾄいないところがある。

部品の浮き ハンダディップ面での部品リードの出ている長さが

O以下である。

ハンダ飛散・ブローホール 部晶面に飛散したハンダが付着している。

uローホールはpinホールも含机

プリント板の反り 部品面にハンダが乗っている。

　注：検査項目はこの他にもある。

　出典：会社提供の資料。

全体の86．ユ％を占めていることがわかった。QCプロジェクト・チームはブレ

ーンストーミングを行って各項目の要因を特定し，その対策を実施していっ

た。QCプロジェクト・チームが特定・実践した各項目の要因と対策は，表5

から表8のように示される。

　　　　　　　　　　　　表5　ハンダブリッジの要因と対策

要因

1　ハンダブリッジが多発するプリント板と，ほ

　どんど出ないプリント板がある。

①バンダレジストが塗布されているフリント

　板にハンダブリッジが多発している。

②バターン間隔が狭いとことにハンダブリッ

　ジが多い（バンダレジストの間隔が広いた

　めにICパットやパターンの間でハンダブリ
　　ツジが発生している）。

2　エッジコネクターにハンダ捌寸着するのを防

　ぐために粘着テープを使用していたが，フラ

　ックスヘの浸し込みによってブレヒート部で

粘着テープがフリント板からはがれ，ハンダ

　プリツッジが発生している。

3　ハンダカスが噴流口にまき込まれてプリント

板に付着し，ハンダブリッジを誘発している。

対策

バンダレジストを塗布すると，ハンダブリッ

ジを約10分の玉に削減することができた。バ

ンダレジストをすべてのプリント板に塗布す

ることにした。

バンダレジストの間隔をO．4mからO．15mm
に変更した。

2　耐薬品性・耐熱性のあるフラックス・マスク

に変更した。

3　ハンダカスの掃除を午前・午後に1回ずつす

　ることを標準化し，日常点検項目に組み込んだ。

出典：会社提供の資料。
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表6　部品の浮きの要国と対策

要因 対策

1　部品のリードが長いためにセキにぶ 1　部品のリードの長さをフリント板下

つかっている。 面より3㎜以内に標準化し，プリフ
オーミング機械を改良した。

2　自動ハンダディップ装置に入る前か 2　実装ラインのマテハン角度を45。か

ら浮いている。 ら15。に変更した。

3　軽い部品がハンダ権の噴流により持 3　プリント板の穴径を変更し，浮き防

ち上げられている。 止治具を作成した。

4　ハンダ糟でスパッタリングし，部品 4　プレート温度の設定を245。から310。

が浮く。 へ変更し，スパッタリングを防止し
た。

出典：会社提供の資料。

表7　ハンダのヌレ不良の要因と対策

要因 対策

1　フラックス泡の高さが変わる。 ①フラックス濃度を一定にするように

比重管理をする。

②フラックスストーンを一定周期で洗

冷して目詰まりを防ぐ。

2　特定のプリント板にハンダのヌレ不 2　化学金メッキをやめ，Tin＿Mメッ

良が発生している。化学金メッキのプ キか金メッキに変更する。

リント板にハンダのヌレ不良が発生し

ている。

3　特定のパーツにハンダのヌレ不良が 3　メーカーにリードの表面処理変更を

ある。葉メーカーのリレーに発生して 依頼する。

いる。リードの表面状態が悪い。

4　ハンダカスの付着によりハンダのヌ 4　ハンダカスの掃除を午前・午後に1

レ不良が発生する。 回ずつすることを標準化し，日常点検

項目に組み込んだ。

出典：会社提供の資料。
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妻8　装置および治具に関する要因と対策

要因 対策

1　自動ハンダディップ用プリント板囲 1　治具の外寸・水平度（ねじれ・反

定治具の中に，反り・ねじれ等のあ り）等を調整・修理し，日常の点検

るものがある。 項目に組み込んだ。

2　自動ハンダディップ装置のコンベヤ 2　装置とコンベヤー，フラックス糟と

一のガタ・たわみ・装置そのものの コンベヤー，ハンダ噴流とコンベヤ

ねじれ等がある。 一の水平度を調整した。

出典：会社提供の資料。

　このような努力が実を結んで，1979年の終わり頃には自動ハンダディップの

不良率が40ppm＝0．O04％まで減少するようになった。自動ハンダディップの

不良率がこのように減少すると，自動ハンダデイップ工程において専門の検査

員を配置する必要もなくなってきた。そこで，検査員による検査をやめて，作

業者による自主検査に切り替えることにした。作業者は自動ハンダディップの

仕上がりを自分で確認してから後工程にプリント板を流すようになっていっ

た。当然のことながら，後工程の製品検査工程において発生するフリント板の

トラブル発生件数と，それにともなうトラブル処理件数も大幅に減少すること

になった。その結果，自動ハンダディップの不良率の減少は，フリント板の組

立における手直し工程の大幅な削減に結びつくことになった。プリント板の組

立における工程数は42％削減され，プリント板の組立工程に要する従業員は

1978年には22人だったものが，1980年には12人に減少している。図1はプリン

ト板の組立における工程の改善を示したものであ糺

　このように，HPJはQCプロジェクト・チームを活用することにより，プリ

ント板における自動ハンダディップの不良率を大幅に削減することができた。

しかし，この頃からオン・ラインされた製品（新製品）のプリント板において

自動ハンダディップの不良が多く発生するようになり，全体の自動ハンダディ

ップの不良率が思うように下がらなくなってきた。QCプロジェクト・チーム
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国
　　　　　　　　　　収納棚
合印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　倉庫
　　　　　挿入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　描正

　　　　予備艘立　　　　　　　　　　　実殖　　　　　　ハンダヂィリブ　　　組立　　　　予植検査　　量俣検査

○　　　麗＝㈱●：縦1：師ハン削ブ
右日

口惚唖立

出典：会社提供の資料。

　　　　　　　　図1　プリント板の組立における工程の改善

はこの問題を克服するために，再び新製晶のプリント板における自動ハンダデ

イップ工程の作業観察を行い，自動ハンダディップの不良データを収集するこ

とにした。そのデータを不良項目別および不良発生プリント板別にパレート図

にまとめると，不良項目別ではハンダブリッジとハンダ飛散が多く，不良発生

プリント板別ではA24とA20に不良が多いことがわかった。QCプロジェクト

　チームはこれらの要因を特定し，その対策を実施していった。QCプロジェ

クト・チームが特定・実施した要因と対策は，表9のように示される。

　QCプロジェクト・チームがこのようなQcを実践した結果，自動ハンダデ

ィップの不良率は40ppmからユ0ppmまで減少するようになった。これまで自

動ハンダディップ工程には作業者（異常監視員）を2人配置していたが，自動

ハンダディップ装置をL字型配置からコ字型酉己置へ変えることによって作業

者をユ人に減らすこともできた。小ロット生産体制も定着し，プリント板製造

から出荷までのリードタイムが1978年には4週間だったものが，198ユ年には3
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表9　新製品のプリント板における自動ハンダディップの不良要因と対策

要因 対策

1A22プリント板において小型LED 1　バンダレジストの間隔を小さくし
が倍増し，パターン密度上昇のため た。

にハンハブリッジが多発している。

2　小ロット生産により工程の流れが速 2　フレックスマスクの乾燥時間の標準

くなった。A24フリント板はマスキン 化をした。QCサークルの活躍でフレ

グが多く，量にもムラがあるために ックスマスクを乾燥させやすくする

乾きが悪い。そのためハンダ相の水 ため，マスキングの塗り方の改善提

分が急激に水蒸気化し，ハンダ飛散 案が行われた。

の原因となっていた。

3　A20プリント板は大型プリント板だ 3　プリント板につり穴をあけ、つり治

ったので，プリント板が反って部品 具を用いて反りを防止した。

の浮きが多発した。

出典：会社提供の資料。

日まで短縮した。仕掛り在庫回転月数も1979年には約3ケ月だったものが，ユ981

年には約O．5ヶ月まで短縮した。1人あたりの作業スペースも1979年から1982

年の3年間で約30％縮小した。このように，QCプロジェクト・チームは新製

品のプリント板に対する自動ハンダディップの不良率の削減においても一定の

成果を得ることができたのである。

　QCプロジェクト・チームはさらにQCを進めていく中で，これまでのQC

が現場レベルの改善にとどまっていることに気がついた。問題の根本的な原因

となっている設計レベルには，改善を働きかけていなかった。いわば，これま

でのQCは不良が出てきてから初めて手をうつ「後手の管理」に終始していた

のである。そのために，QCプロジェクト・チームの忙しさは，いつまでたっ

ても減らなかった。そこで，これまでのQCによる改善効果を集約して，生産

技術標準を改訂することにした。そして，設計段階からその生産技術標準を用

いることを推奨していったのであ乱
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　このようなTQCを通じて，HPJは1982年の終り頃には自動ハンダディップ

の不良率を3pPm＝O．0003％まで削減することができた。つまり，100万ヶ所

に自動ハンダディップをしても，たったの3ケ所しか不良が出なくなったわけ

である。ユ977年から1982年の5年間に，HPJは自動ハンダディップの不良率を

実に1，000分の1まで削減することができたのである。しかも，HPJの使用し

ていた自動ハンダディップ装置は，HPのある工場から10年以上も前に払い下

げられた古い機械であったことが，HPの従業員をいっそう驚嘆させることに

なった。図2はHPJにおける自動ハンダディップの不良率の推移を示したも

のである。

　4500
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言　3500

q3000
q2500
）2000
将1500
皿iooo
汁　500

　　　0

冷終寺抽享寺涛黍拳蚤誇毒事㌢

出典：会社提供の資料。

　　　　　　図2　HPJにおける自動ハンダディップの不良率の推移

　自動ハンダディップの不良率がこのように削減されると，プリント板の組立

に要するリード・タイム（1ead　time）も大幅に短縮されることになり，ユ985年

には1日まで短縮した。プリント板の組立に要するリード・タイムが短縮され

ると，今度はプリント板をジャスト・イン・タイムGuSt　in　time）で供給でき

るようになり，仕掛り在庫を5年間で70％も削減することができた。プリント

板の組立工程における中間在庫や完成品在庫を削減できるようになったので，

同じ組立スペースで4倍の生産量をこなすことができるようにもなった。製造
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の流れが一定化されたために納期の遅れがなくなり，請負納期非達成率も30％

から10％に減少した。HPJの自社開発製品の製造原価も5年間で40％減少し

た。

　服Jはこの自動ハンダディップの不良率の削減におけるTQCを通じて，結

局TQCが作業の改善のみならず，企業体質の改善にも結びつくことを学んだ。

工程における製品の不良は細かくきちんと処理していかないと，手直しという

不要な作業が増える。もし手直しの工程を許容すれば，製品の不良は表面上出

てこなくなるが，それはいつのまにか製品の製造コストにはね返ってくる。冊一

は晶質の改善活動が究極的には企業体質の改善にもつながってくることを学ん

だのである。

　HPJは自動ハンダディップの不良率の削減における成功体験に影響を受け

て，開発部門・設計部門でも積極的にTQCを実践していった。とくにHPJは

設計部門における次の項目についてTQCを進めていった。6）。

①固有技術の共有化

　　　部内技術報告の整備，統計的手法の活用，デザインレビュー，サフデザ

　　インレビュー

②信頼性技術の向上

　　　信頼性評価試験の整備と早期実施，部品データバンクによる信頼性予

　　測，信頼性設計のノウハウ蓄積

③開発管理項目の設定

　　　新製品の開発投資効率，開発期間，年間故障率，設計不良率

④初期流動管理の実施

⑤晶質機能展開表の活用

㈹笹岡［1984，14－15頁］を参照されたい。なお，営業部門におけるTQCは1980年

　にHPJがデミング賞への挑戦を宣言してから実践されている。詳しくは同上書，16－

　19頁を参照されたい。
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　HPJが開発部門・設計部門・製造部門において積極的にTQCにとり組んだ

結果，HPJの自社開発製品（HPJの製品ラインともいう）における市場故障率

は，5年間で4分のユまで減少することになった。自社開発製品の市場故障率

が減少したことによって，自社開発製品のマーケット・シェア（m町ketsh町e）

は5年間で約3倍になった。自社開発製品の売上高営業利益率も5年間で約4

倍になった。HPJの製品ラインはその売上高営業利益率において，HPの全製

品ラインの中で1978年には最下位グループだったものが，1980年には一躍トッ

プにおどりでている。さらに，1982年n月には，HPJのTQCへのとり組みが

社会的にも評価され，デミング賞実施賞07〕を受賞するにいたった。図3はHPJ

の製品ラインにおける業績の推移を示したものである。

　晶質が良くなれば，コストが下がり，その結果利益が上がる。HPJはTQC

の実践によって晶質とコストの逆相関を実証し，思想的にもHPに大きなイン

パクトをあたえたのである。

㈹　甲斐［1988］によれば，デミング賞は「戦後，日本の品質管理の導入に大きな貢献

　のあったデミング博士（DL　W．E．Demi㎎）の日本に対する友情と業績を記念して1951

　年に創設された。デミング博士は，日本科学技術連盟の招請により，1950年7月来日

　し，統計的品質管理の指導を行ったが，誕生期にあったわが国〔日本〕の品質管理に

　巨大な推進力をあたえた。その後，1960年までの期間に数回にわたり博士を招請して，

　全国的に統計的晶質管理，サンプリング法，市場調査などの指導を受け，その普及と

　実施が推進された。博士の残した足跡は真に偉大であった。博士の功績を記念するた

　めに，翌年の195ユ年に，博士の寄付金を基にして「デミング賞」が創設された。

　　デミング賞には，デミング賞本賞とデミング賞実施賞およびデミング賞事業所表彰

　がある。デミング賞本賞は，統計的品質管理の理論ならびに応用の研究において優れ

　た業績のあった者，またはこの方法の普及について優れた者，グループに授与される。

　デミング賞実施賞は，統計的品質管理を実施してその年度において顕著な業績の向上

　が認められる企業（公共企業を含む）に授与される。なお実施賞には，中小企業に対

　するデミング賞実施賞中小企業賞・（1957年），企業の事業部に対するデミング賞実施賞

　事業部賞（1965年）が加わった。デミング賞事業所表彰は，統計的品質管理を実施し

　て顕著な効果が認められる企業の事業所に授与される。」
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　出典：会社提供の資料。

　　　　　　　　図3　HPJの製品ラインにおける業績の推移

2　海をこえたTQC

2．1　アメリカ企業の危機感

　1980年代に入ると，アメリカ企業は品質に対してある種の危機感を抱くよう

になっれアメリカ企業が危機感をいだいた原因のユつに，アメリカ社会にお

ける日本製品の浸透がある。それ以前の日本製品に対するアメリカの顧客の評

価は「安かろう悪かろう」が支配的で・あった。しかし，ユ980年頃からアメリカ

の顧客の日本製品に対する評価が「確かに安い。しかし，品質は良いじゃない

か。我々の勝手からすれば，これは買いじゃないのか。」というように変わっ

てきた。アメリカの顧客が日本製品の品質の良さを実感し始めたのである。家

電製品や自動車を初めとする日本製品も，徐々にアメリカ社会に浸透しつつあ

った。

　この頃，NBCにおいてあるテレビ番組が放映され，全米で話題をよんだ。

それは「日本にできて，なぜアメリカにできないのか」というタイトルのもと，

日本企業が第2次世界大戦の敗戦から立ち直り，とくに晶質においてアメリカ
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企業をしのいでいく姿を報道したものであった。その中でも，日本企業の成功

物語の陰にはデミング博士（1）r．De㎞g）とシュラン博士（D＾u㎜）という2

人のアメリカ人が存在しており，日本企業がもっとも忠実に彼らの指導を実践

していったことがアメリカ人の心をとらえた。このテレビ番組が放映されるこ

とによって，アメリカ企業のみならず，アメリカ市民までが日本企業の品質改

善活動へ関心をもつようになったのである。

　アメリカ企業はこのようにして品質に対する危機感をつのらせ，日本製品の

品質を認識するようになっていった。その結果，日本企業の晶質改善活動に対

するアメリカ企業の関心が高まっていったのである。

2．2　◎C行脚

　HP一は自社開発製品についてTQCを実践して大きな成果をあげた。しかし，

HP，には，もう1つ解決しなければならない課題があった。それは輸入製品と

組立製品における品質の改善である。当時，HPJの売上高の約7割を占めてい

たのは，輸入製品と組立製品だった。輸入製品と組立製品も冊，の自社開発

製品と同様，市場においてよく故障した。したがって，輸入製品と組立製品の

品質まで改善されないかぎり，HPJが最終的に問題を解決したことにはならな

かった。そのため，HPJは何としても輸入製品と組立製品の晶質を改善する必

要があったのである。

　輸入製品と組立製品は，ともにHPで開発・設計された製品である。したが

って，輸入製品と組立製品についてTQCを実践しようとすれば，必然的に冊

の開発・設計都門にも働きかける必要がでてくる。H醐がTQC宣言をした197

7年頃は，まだHPが品質の危機を認識していなかったため，HPの開発・設

計部門まで働きかけることはむずかしかった。しかし，1980年代に入ると，HP

を含めてアメリカ企業の中に晶質に対する強い危機感が出てくるようになっ

た。HPも例外ではなく，晶質を改善する方法を模索し始めたのである。
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　このような状況の中，当時のHPJ社長だった笹岡健三氏（18）は，HPにもTQC

を実践してもらうべく，みずからミスター・クオリティ（Mr　Qua1ity）と称し

てQC行脚を開始した。笹岡氏は当時の心境を回想して，つぎのように述べて

いる。　　　　　　　　　　．

　「やはりトップどうしの了解というか，合意がいるわけなんです。そういうこと〔晶

質改善〕の折衝というのは，まあ課長とか，ミドル・マネジメントでは中々ではでき

ません。まずはHPJとしてもこういうことをしますよ，ということをトップのレベル

からHPに提示する必要があったんです。そこで，それに一番貢献しうるのは，当時

のH醐社長で私になるわけでしょう。だから，HPJのみんなが輸入製品と組立製品の

品質について困っているのなら，社長の私がHPへ説得しに行くべきだと思いまし

た。それから，㎎ということ自体，当時の大きな経営改革・経営革新の1つだっ
たんです。〔中略〕そのためには，やはり1j一ダーがきちっとやる気をだして，また

リップ・サービス（一ip　Se㎞Ce）ではなくて，態度で示す必要があります。トップがミ

スター・クオリティと呼ばれるくらいの熱意をもって行動しなければ，改革も革命も

成功するはずがないんです。　〔中略〕だから，社長の私がみずからミスター・クオリ

ティと名のって，まず一番難関のHPヘシステムとしてきちんと応じてくれるように

デミング賞の受賞の前から動きだしたんです。」

　笹岡氏はまずHPの晶質がアメリカの基準から見れば高晶質であっても，日

本の基準から見れば低晶質であることを懸命に訴えた。あるいは，HPの製造

担当副社長・製造部長・事業部長など約20人を日本へ呼び，トヨタ自動車や松

下電器産業において実際に実践されていたTQCを見学してもらった。

　そして，笹岡氏はHPJとHPのコミュニケーション・チャネルを確立するこ

㈹笹岡健三氏は1951年に京都犬学工学部を卒業し，同年横河電機へ入社した。その後，

　横河電機の技術課長・製造部長を経て，1972年にHPJへ技術部長として移籍すること

　になった。その後，HPJの事業部長を経て，1974年にHPJ代表取締役社長，1993年に

　HPJ代表取締役会長，1996年にHPJ相談役および横河電機顧問を歴任している。その

　間，1992年に日本品質管理学会会長，1994年より国際品質アカデミー会員にも就任し

　ている。1996年には，HPJにおけるTQC実践を通じた経営草新の指揮が高く評価さ

　れて，笹岡氏はデミング賞本賞を受賞することになった。
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とにも努力した。つまり，HPJのどこの部署の誰が，HPのどこの部署の誰に，

どのような書式で要望を出し，そしてどのようにしてそのフィードバックを受

け取るのかということを，HPと合意のうえでシステムとしてきちんと確立し

ていったのである。笹岡氏はその背景について次のように述べている。

　「昔は高い国際電話をかけて，下手な英語で，あなた〔HP〕の製品がうち〔HPJ〕

のお客さんのところで壊れて困っているから何とかして欲しいといった感情的な会話

しかできませんでした。　〔中略〕私はこのままだといつまでたっても双方のコミュニ

ケーションがうまくかみ合わないからダメだと思ったんです。コミュニケーション・

チャネルというか，フィードバック・チャネルをきちんと整備しなければならないと

思いました。そのためには，まず我々〔HPJ〕からきちんとしたシステムを作ってい

くことが必要だと思ったんです。TQCでは技術・製造・販売・などの部門間の連携

が重要ですが，海を越えてこれを実践していったわけです。」

　H則がこのようなシステムを作りあげると，今度はHPJの要請がmの経営

指針，新製品計画，設計工程，生産工程，迅速な行動，戦略問題，経営目標，

教育訓練，クオリティ・チームにも反映されるようになった。HPJの要請に対

するHPの有効反応がどんどん増えていったのである。このコミュニケーショ

ン・システムはやがて情報技術と融合してグローバル顧客対応システム，エス

カレーション・プログラム，CFS（㎝s1omerf㎞backsystem）に進化している｛19）。

図4は198ユ年から1982年までのHPJの品質改善要請件数とHPの品質改善件数

の推移を示したものである。

　笹岡氏のQC行脚はHPだけにとどまらなかった。HPJがアメリカを代表す

る企業の海外子会社だったという理由もあって，笹岡氏のもとには全米から講

演の依頼が殺到したのである。当時のアメリカ企業にとって，TQCはうわさ

には聞いていても，なかなか実態がつかめないものだった。日本企業の人間か

ら話を聞いても話が体系化されておらず，また彼らに質問をしても日本的な答

倒　笹岡［1991，7－8頁］を参照されたい。
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　　　　図4　HPJの品質改善要請件数とHPの品質改善件数の推移

えしか返ってこなかったため，アメリカ企業にとって理解しづらいものだっ

た。しかし，アメリカ企業の子会社であるHPJならば，話を聞けば自分達も

TQcを理解することができるかもしれない。そういう期待感がアメリカ企業

に広がった。そうした理由から，笹岡氏には講演の依頼が殺到すること1三なっ

たのである。笹岡氏はHP本社を含めてアメリカ各地を訪門し，HPJのTQC

へのとり組み・成果・思想について講演を重ねた。アメリカにおける笹岡氏の

講演一覧表およびHPJを訪門した企業・団体・個人の一覧表は，表！0と表11

のように示される。

　笹岡氏はみずからのこうしたQC行脚について次のように評価している。

　　「現在のアメリカ産業全体の競争力をよみがえらせてしまった男がいたとすれば，

　1人は日本経済新聞でもそのように紹介されている東北大学の大見忠弘教授でしょ

　う。しかし，もう1人あげるとすれば，それは笹岡健三ではないかと思っています。

　〔中略〕というのは，それまで日本からTQcをアメリカ人にも理解できるように，

　実績・結果も含めて説明することができた者は，実際のところ他にいないからなんで

　す。〔中略〕TQCがアメリカ産業強化の大きな1つの原動力であったとすれば，笹

　岡健三がそれのいわばオリジナルな部分にいたことは，トヨタ自動車の友人〔現名古
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表10アメリカにおける笹岡氏の議・貞　覧表

時期 講演先

1979隼旦I月一

P985年1月

Hewle血＿Pack㎞社の社長・本社QA　G㎝6㎞M㎜ager　Mee㎞gにて6回
u演。

1981年ユ月一

P987年9月
Hewle統一Pack町d社のU．S．A．の各ディビジョンにて9回講演。

1983年1月 Wesd㎎h㎝se社（New　York，Pittsb凹rgh）の副社長・幹部を対象に講演。

1983年4月
C㎜bddge　C岬。r洲㎝が主催するTQC！K㎜b㎜Semi血町（C阯。ago）に

ﾄ講演。

1986年1月
8㏄i㎎Mili帥A姉1㎜e社（Wichi胞）の社長が主催するA㎜Mmag6rs
浮r雌Me6日㎎　にて講演。

1987年9月 Colo㎞oωleg6（Co1omdo　Sp㎡㎎s）の客員教授として講義。

1987年
S6mioo皿d耐。r吻皿ipment＆Maie曲1s　I皿sOtuteが主催する日米メーカー

�ｬセミナー（Haw㎡i）にて講演。

1988年3月
Domimic㎜Collegeが主催するPac術。　Basi皿Symposium（Califomia）に

ﾄSRI，MIT，UCBのPmfessorらとともに講演。

1988年11月 Pmαer＆G㎝b1e杜にて社長・幹部を対象に講演。

1988年11月 Go〃QpCが主催するAm㎜lC㎝俺爬皿㏄（M困s㏄h皿鮒s）にて講演。

1991年7月
冊社が主催するQ皿汕ty　Semi皿町（Ci皿。imad）にてGEのエンジニア

凾�ﾎ象に講演。

1991年7月 B㏄ingCo㎜erc舳師1ame社（S鮒1e）にて社長・幹部を対象に講演。

1991年9月
CoIo㎜1o　College（Colomdo　Sp㎡㎎s）の客員教授として地域TQ　pa血er

ﾉついて講義。

ユ992年5月 Unive固坤。fWas㎞㎎t㎝が主催する三井セミナー（Se舳1e）にて講演。

1992年7月
LebighUniv6的が主催する3rdAmMSymposi㎜（PA）にて㎝曲e
qo1eofAcad6miaimN軸㎝売Compe鮒v㎝ess　md　TQMを講演。

1994年5月 IAQが主催するA㎜MM納皿g（Las　vegas）にて講演。

出典：会社提供の資料。
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表11HPJを訪門した企業・団体・値入の一覧表

名称

1．HPの製造・QAマネージャー 20．Te池㎝社

2．HPのR＆Dマネージャー 21．AMog胱vi㈱社

3．Co皿i皿s海軍少将

@（U．N．D6細1㏄Logis此s　Age皿。y）

22．Tex困Im舳m舳s社

4．W・・血gh㎝舵社 23．no㎡daP＆L社

5，Dr，D㎝㎞g 24．KLA社

6．住友3M社 25．I㎜Ross所長（AT＆TBe㎜研究所）

7．hofessorM．丁曲皿s（MIT） 26．Inte1社

8．ワシントン州日米協会・下院議院 27．INSEC（半導体国際交流センター）

9．　Sea固e　Post㎞te㎜ge皿。e系氏 28．HPのQAマネージャー

1O．CmbddgeSemi皿ar 29．P肥sident’s　Commissio皿。n　Wlli屹Ho刊㏄

@醐1owsゆs

11．Comi皿gG1棚社 30．新キャタピラー三菱社

12．α㎜㎞sE㎎he社 31．Goodyear　Tto＆Rubb6r宅土

13．AVC0社 32．ISRM
@（国際信頼性保全性シンポジウム）

I4．ICQCC（国際QCサークル大会） 33．アメリカ・カルソニック社

15．C㎝血皿㎝制C㎜社 34．日本モトローラ社

16．PM1曲1p阯aCham㎏mfCo㎜e鵬 35．Ford　Research　Labo刺。ry

17．Pmf　CoIlway　（Come皿Umiv6耐吋） 36．GE＿YMS社

18．W・ye・ha鵬・社 37．アプライト・マテリアルズ社

19．WoddB凹si皿essCo㎜c皿

出典：会社提供の資料。
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屋経済大学山田雄愛氏〕やMITの司馬正次教授も言っているように，うそではない

と思います。」

2．3　ヤングの10X

　笹岡氏がHPへQC行脚を展開したとき，HPの社長はジョン・ヤング氏

（エ。㎞Y㎝㎎）ωだった。ヤング氏はアメリカヘやってきた笹岡氏からまずHP

製品の品質の低さを指摘された。HP製品がアメリカの基準から見れば高晶質

であっても，日本の基準から見れば依然として低品質であることを指摘された

のである。そして，HPJが晶質改善のために実践しているTQCをHPJの実績

とともに紹介された。

　当時，HPはプリント板を社内のさまざまな部門で作っており，そのプリン

ト板の不良率は1，O00個あたり約4個だった（0．4％）（21）。この数値を達成して

いるアメリカ企業は他にもたくさんあったが，アメリカ企業の基準から見れ

ば，この数値はかなり良いものだと考えられていた。ところが，HP一における

プリント板の不良率は，100万個あたり約10個（0，001％）にすぎず，実に冊

の約400倍の軒数値だった。

　HPの社長に就任した当初から自社の生産性に大きな関心をもっていたヤン

グ氏は，笹岡氏のQC行脚に刺激をうけて自分なりにTQCを勉強し始めた。

そこで，ヤング氏は㎎の思想・効果にたいへん驚かされたのである。笹岡

氏と同様に，ヤング氏もまたTQcを「産業革命」と評価したほどである。TQC

㈹　ジョン・ヤング氏は1977年から1992年までHPの社長を務めた。ヤング氏はHPに

　おいてトラスティックな改革を断行したことで知られてい孔アメリカのレーガン

　（R㎝枷Wils㎝Reagl㎜）政権時代（1981－989年）には，大統領の諮間機関である産

　業競争力委員会の委員長を務めた。アメリカ企業の企業努力と活性化が急務であるこ

　とを説いたヤング・レポート（Y㎝㎎Repo血）は，アメリカ産業社会に大きな波紋を

　呼んだ。

㈱P日。k㎜1［1995，p．124，邦訳147頁］を参照されたい。
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のすごさを自覚したヤング氏は，みずから号令をかけて全HPでTQCを実践

していくことにした。さしあたり，1980年代中に全HPの製品故障率を10分の

1まで下げることを目標にしてTQCを実践していくことにした。ヤング氏の

策定した目標は「ヤングの1OX（Yo㎜g’s10X）」と呼ばれている。全HPの製品

故障率には，全世界で比較的簡単にデータがとれて，かつ幅広く異なる製品群

の共通の指標となりうる製品価格1，000ドルあたりの年間故障率が用いられる

ことになった㈱。

　ところが，このTQCは全HPにおいて必ずしも円滑に進められたわけでは

なかった。とくにHPの従業員には，つぎのような抵抗が見受けられた。第1

に，アメリカの基準から見れば決して悪くない業績（アメリカの市場ではとく

に問題にならない）を改善することへの抵抗である。第2に，既存製品の不良

改善よりも新製品の開発を好む気質である。第3に，上司に製品の不良や顧客

の不満を伝えることへの抵抗である。しかし，HPの各事業部長は彼らに対し

て実際の成果データを示しながら，ねばり強くTQCの実践を働きかけていっ

た。

　冊はTQCの実践を通じて信頼性のための設計技法（DH～）を開発している。

HPの世界標準部品の価格や故障率は，1週間に1回の割合でデータ・べ一ス

に入力されるようになった。その他にも，HPは耐熱設計や誤用対策の手法を

開発している。

　全HPはこのような努力を通じて，ついにヤングの10Xを達成することにな

った。製品の市場故障率が1980年代の10年間で10分の1になったのである。全

m・はこの10年間で無償修理コスト（wamntycost）を1O億ドル（1billiondo11π）

節約することができた。在庫コストについては，全世界で5億ドル（500milli㎝

do11ar）節約することができた。さらに，製造における生産性は年間15％の割

㈲　笹岡［1991，6頁］を参照されたい。
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令で伸びた。図5は全HPにおける製品の市場故障率の推移を示したものであ

る。

　120路

製iOO荒

品

の80％
故

障60％
率

（40％
％

）20路

　　0％

1981　　1982　　　1983　　ユ984　　　1985　　1986　　　1987　　1988　　　1989　　　1990　　　1991

　　　　　　　　　　　　　　　年度

出典：会社提供の資料。

　　　　　　　図5　全HPにおける製品の市場故障率の推移

　製品の市場故障率の減少は，とくにコンピュータの磁気ディスクドライブ製

品において典型的に示される。1984年の時点では，磁気ディスクドライブ製品

のMTBP（me㎜t㎞e　betwe㎝faHure：平均故障間隔時間）は短く，ユ年間に平

均1回は故障した。しかし，事業部長のリーダーシップのもとでTQcを実践

した結果，1986年にはMTBFが9倍になり，1991年にはMTBFが30万時間に

なって数十倍の信頼性を誇るようになったのである。しかも，この事業部はこ

の実績によってつぶれることを免れただけでなく，磁気ディスクドライブ製品

のOEM事業も始めることができた㈱。

　1990年代に入り，HPは自社の経験と，とくにHPJの経験を踏まえて，つぎ

の5項目をHPの基本的なTQC実践課題としている。

　①晶質管理委員会を設け，共同体による計画を策定する方針管理

陶　同上書，7頁を参照されたい。
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　②データに基づいた顧客対応・晶質保証

　③PDCA（p1an，do，cb㏄k＆acti㎝）の4段階反復による改善活動

　④マニュアル化などのプロセス管理

　⑤チームプレイ・従業員教育などを通じた全員参加

　冊は全HPにおけるこの5項目の実践度合を5点満点のスコア表で定期的

に測定して点検している。全HPの事業所は，1994年までにすべての5項目に

おいて3．5点を上回るように努力を続けている。製造部門においてほぼ1OX計

画を実現したHPは，品質改善の対象を今度はサービス部門やソフト部門にま

で広げている。HPはTQCの導入によって伝統的なチームワークの考え方を

構造化する．ことに成功したのである（幽）。ヤング氏はこうしたTQCについて次

のように評価している。

　「ヒューレット・パッカードでは，いまやつねにrチームワーク』が大切なものと

なりましたが，組織だった方法を教えてくれたのがrTQC』でした。それは，自分た

ちのチームが実際はいかに広範なものかを見せてくれたのです。全体の工程を描いて

みれば，組織の中のいかに多くの部分がそれに関与しているかが一目瞭然になるので

す。それにrTQC』では，自分の工程の結果を受け取るのが誰であろうと，それがお

客様であることを明確にしてくれます。つまり，社員がお互いにお客様同士であるこ

とをわからせてくれたのです。」㈱

2．4　経営理念としてのTQC

　HPには，TheHPWayという経営理念があ糺TheHPWayは組織の信条（or－

g㎞z汕㎝阯va1ues）・経営の指針（co岬mteobj㏄dves）・日常の実践（dailyprac－

d㏄s）の3つのレベルから構成されている。それは「組織の信条」を中心にし

て「経営の指針」と「日常の実践」がその外側を同心円状に取り囲むように構

㈱　「米製造業，TQMへの挑戦」r日本経済産業新聞』1991年11月1日を参照されたい。

㈲　上之郷［1990，67頁］を参照されたい。
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成されている（26）。

　ここで注目すべきは，TQCが経営理念の一部になっていることである。ま

ず，TQCは「日常の実践」の項目の1つになっている。つぎに「経営の指針」

の中の「顧客」の項目は，TQCという言葉を用いて説明されている。日本の

海外子会社において生まれたTQCが，実に全社的な経営理念になるまで浸透

しているのである。笹岡氏はそれについて次のように述べている。

　「やはり経営理念のレベルからクオリティが大事だといって，それに徹してくれな

ければダメなんです。もしそうならなかったら，時代が変われば，またダメになって

ガタガタと〔品質が〕崩れてしまうからです。〔中略〕経営理念のレベルまでTQC

を定着させなければ，本当にTQCが企業に定着したことになりません。」

　晶質の重要性に対する認識が一部の従業員だけにとどまっていれば，TQC

は機能しない。TQCが本当に機能するためには，全従業員が晶質の重要性を

認識することが必要である。HPはそのためにTQCを経営理念の一部として

策定し，全従業員に品質の重要僅を啓蒙していったのである。こうして日本の

H側で生まれたTQCは海を越えてHPへ渡り，全HPの経営理念になるまで浸

透したのである。

3　TQCの逆移転を可能にした要因

3．1　実績による説得

　以下では，HPJがなぜTQCを逆移転することができたのかという観点から，

いくつかの要因を明らかにする。

　HPJがTQCを逆移転することができた最大の要因は，おそらくTQcを実践

することによってHPJがあげた実績である。笹岡氏がQC行脚を開始した1980

㈱　The　HP　Wayの具体的内容については，めんじょう校條・本荘［1995，22－28頁］

　およびPack趾d［1995，pp．83－189，邦訳ユ01－214頁］を参照されたい。
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年頃，HPは約60の製品ライン（productline）ごとに独立採算性をとっていた。

1つの事業部が複数の製品ラインをもっていた場合には，その事業部ごとに独

立採算性をとっていたのである。当時，HP〕は電子部品計測器（elωr㎝iccom－

p㎝e血t　measurem㎝t）を担当していた。HPJがTQC宣言をする前は，HPJの製

品ラインの売上高営業利益率は他の製品ラインと比べて低く，全裂晶ライン平

均の3分の1ほどしかなかった。いわば，HPJは売上高営業利益率において最

下位グループにいたのである。

　しかし，HPJがTQCを開始してから4年後の1981年には，HPJの製品ライ

ンの売上高営業利益率が当初の約4倍になり，全製品ラインの平均と比べても

約2借になった。その結果，HPJの製品ラインがHPの全裂晶ラインのトップ

におどりでたのである。ヒューレット氏，パッカード氏，ヤング氏の㎜そ首脳

陣はもちろん，HPのゼネラル・マネージャーたちも，これには驚いた。笹岡

氏は1981年1月にHPで開かれたゼネラル・マネージャーのミーティングを回

想して次のように述べている。

　「いや一，ヒューレットもパッカードもヤングも皆驚きでしたよ。全製品ラインの

ゼネラル・マネージャーがそろっている前で，ヤングがHPJの業績を紹介したんで

す。そのとき，私は後ろの方に座って，眠い目をこすりながら，どうせ俺達〔HPJ〕

はビリの方だから，早く済めばいいなあと思っていたんです。でも，だいぶ業績が良

くなっているということは思っていましたけどね。ところが，そのときヤングがいき

なりC㎝騨血1州㎝s　Kemzo！と言うんです。あわててハッと目を覚ましたら，なんと

あの扶養家族のH醐がトップになっているじゃないですか。これにはHPの並み居る

ゼネラル・マネージャー違もみな驚いていましたね。」

　HPJがこのような実績をあげたことによって，全HPの事業部がHPlの実践

したTQCを注目することになったのである。その後，TQCはヤング氏によっ

て全冊の実践課題として策定されることになる。さらに，ユ982年11月には，

HPJがデミング賞実施賞を受賞することになった。HPJがアメリカ人の名前を
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冠した賞を受賞したことも，TQCの逆移転を促進する1つの力になった。デ

ミング賞実施賞を受賞した後，H凹の社員はHPへ出張するたびに尊敬の目を

もって迎えられ，大きな誇りをもつようになった。

　このようにHPJはみずからの実績によってTQCを逆移転することが可能に

なったのである。

3．2　トップ・マネージャーのリーダーシップ

　第2に，トップ・マネージャーのリーダーシップをあげることができる。HPJ

がTQCを逆移転する際に，最も中心的な役割を果たしたのは㎜リの笹岡健三

氏である。初めからHPの人間が積極的にTQCを学ぼうとしたわけではなか

った。笹岡氏の◎C行脚によって初めてTQCの有効性が認識され，mそにおい

てTQCが実践されていったのである。いわば，笹岡氏のQC行脚がTQCの逆

移転のきっかけになったのである〔27〕。

　他方，HPにおいて最初にTQcの有効性を認識し，本格的に実践していこ

うと考えたのはジョン・ヤング氏である。TQCの有効性を認識したヤング氏

は，冊Jの実績にも後押しされてヤングの1OXを策定し，全社的にTQCを実

践していくことにした。㎎を実践していくにあたり，ヤング氏は日本のHPJ

へ管理者や技術者を派遣して熱心に学んでいる。いわば，親会社の人問による

技術吸収が行われたわけである。それによって，いっそう技術の逆移転が促進

されていった。ここに，技術指導と技術吸収が親会社と海外子会社の間でスパ

イラル（Spi制）に展開され，技術の逆移転がいっそう促進されていった構図

が浮かびあがる。

　このように，双方のトップ・マネージャーのリーダーシップがTQCの逆移

㈲　藤岡［1996，5卜57頁］によれば，この事例は「技術指導による技術の逆移転」と

　いうことになる0
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軽を可能にした要因として浮かびあがる。しかし，ここで注意しなければいけ

ないのは，ミドル・マネージャー以下の働きはなかったのかということであ

る。筆者はトップ・マネージャーのリーダーシップだけがTQCの逆移転を可

能にさせた要因だと主張するつもりはない。TQCの逆移転が行われた背景に

は，当然，双方のミドル・マネージャー以下の献身的な努力もあったはずであ

る。双方のトップ・マネージャーとミドル・マネージャー以下が一丸となって

TQCにとり組んだ結果，TQCの逆移転が可能になったはずである。したがっ

て，トップ・マネージャーのリーダーシップだけがTQCの逆移転を可能にさ

せた要因と主張することは間違っているし，事実もそうではない。しかし，「産

業革命」と評価されたほどのTQCが逆移転する際，トップ・マネージャーの

リーダーシップが大きな役割を果たしたことも事実である。ここでは，トップ

・マネージャーがミドル・マネージャー以下の働きを主導したという意味にお

いて，トップ・マネージャーのリーダーシップをTQCの逆移転の要因として

あげることにする。

3．3　現地人社長と内なる国際化

　第3に，現地人社長と内なる国際化をあげることができる。

　TQCの逆移転において中心的な役割を果たしたのは，HPJの笹岡氏である。

いい換えれば，海外子会社の現地人社長が中心的な役割を果たしたわけであ

る。現地人を海外子会社の社長にするメリットには，つぎのようなものが考え

られる。

　第1に，現地人社長のリーダーシップを期待することができる。現地人社長

は本社から派遣された社長よりも現地従業員の心情を把握しやすい。したがっ

て，現地人社長は現地従業員に対して適切なリーダーシップを発揮しやすい。

笹岡氏がここまでリーダーシップを発揮することができたのも，1つには笹岡

氏が現地人（日本人）だったことが作用したように思われる。
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　第2に，現地人従業員のモチベーション・アップが考えられる。現地人でも

海外子会社の社長に就くことができるということが，海外子会社で働く現地人

を動機づけ，海外子会社におけるイノベーションを誘発し，かつ展開する基礎

となる。H凹において爬Cが喚起され，展開されていったのも，このような

現地人従業員のモチベーション・アップが作用していたように思われ孔

　第3に，現地の優れた人的資源を海外子会社に引き寄せる推進力にもな

る㈱。外資系企業の中でもHP一は優秀な人的資源を獲得することに成功して

いる企業と見なしてよいだろう。その背後には，現地人でも海外子会社の社長

になることができるという期待感が作用していたのではないだろうか。HPJに

おいてTQqが喚起され，展開されていったのも，このようなmJの優秀な人

的資源によるところが大きかったように思われる。

　冊は内なる国際化も進めている。ここでいう内なる国際化とは，外国人が

本社の常勤取締役に就くようになることをいう。現在，HP本社には，20人の

副社長がいる。そのうち，5人の副社長は非アメリカ人，すなわち外国人であ

る。現在，HPにとって一番重要なコンピュータ・システムの事業を統括する

副社長には，ベルギー人が就任している。また，同じく重要な化学分析機器の

事業を統括する副社長には，ドイツ人が就任している。さらに，コーポレート

・エンジニアリング等のコーポレート機構を統括する副社長には，イギリス人

が就任している。その5人は地域を代表するという理由から副社長に抜擢され

たのではない。その事業に携わっている従業員の中で最も優秀だと評価された

から副社長に抜擢されたのである。このように，HPは内なる国際化を推進し，

外国人の従業員であっても本社の常勤取締役になる門戸を開いている。現在の

㈲HPは最終的に海外子会社の経営をすべて現地人に任せることを目標としている。

　Schw㎜［1982，p．45］によれば，1971年の金HPの従業員が17，000人で，かつ全HP

　におけるアメリカ市場以外での売上高が全体の40％を越えていた段階でも，海外子会

　社で働くアメリカ人従業員は24人に満たなかったという。
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ところ，HPエから㎜〕の常勤取締役に就いた者はいないが，このような内なる

国際化の事実がHPJの従業員を動機づけることに貢献していることも間違い

ないだろう。

　外国人の従業員であっても，実力があれば海外子会社の社長になることがで

きる。さらに，親会社の常勤取締役にもなることができる。このようなインセ

ンティブ・システムは，まず多国籍企業が現地の優れた人的資源を獲得するた

めに不可欠な要素である。笹岡氏はそれについて次のように述べている。

　　「〔現地の〕優秀な人が来てくれないと困るわけですよね。その優秀な人に来ても

らうためには，魅力がないとダメでしょ。魅力というのは，そこで自分が頑張れば社

長にもなりうる。すごい給料をもらえる。あるいは，その会社が世界的にも大きな舞

台をもっているということです。たとえば，日本企業が台湾の人にどうぞ日本へ来て

やってくださいと言っても、日本語ができなければたいして出世できないわけでし

ょ。おまけに現地の台湾子会社でも偉い人はみな日本人だし。そうすると，台湾の人

でもスタンフォードやMITを卒業したようなエリートが日本企業に就職しますか。

だけど，HPの場合には，ドイツやイギリスなどの先進国の子会社はもちろん，日本，

韓国，マレーシア，シンガポール，インド，メキシコ，ブラジル，アルゼンチン，イ

タリア，スペインの子会社も全部トップが現地人です。しかも，彼らの学歴を聞いた

ら，それこそU，C．berkeleyを卒業したとか，C㎜bddgeを卒業したとか，そういう奴

らばかりです。だから，英語はもう僕等とは比べものにならない。しかも，僕等より

よっぽどコンピュータ・サイエンスを知っている。HPにはそういう人間がスイスイ

と入ってくるわけです。」

　現地の優れた人的資源の獲得は，海外子会社のイノベーションの創造に結び

つき，最終的にはイノベーションの逆移転にも結びつく。HPJがTQCを逆移

転することができたのも，このようなインセンティブ・システムの存在があっ

たからではないだろうか㈱。

㈲現地人社長と内なる国際化の詳細な実証研究については，吉原［1989；1996］を参

　照されたい。
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3．4　枯河電機との合弁

　第4に，横河電機との合弁をあげることができる。HPIは1963年9月に冊

が49％，横河電機が51％を出資してできた合弁企業である個0〕。設立に際して

は，従業員をすべて横河電機から移籍してもらう形でHPJが設立された。当

時の横河電機は日本におけるエクセレント・カンパニーの1つであり，そこに

は多くの優秀な人材が集まっていた。冊Jはその優れた人的資源を横河電機か

ら譲り受ける形で設立されたのである。

　日本の外資系企業に限らず，海外子会社は海外進出の初期の段階において優

れた現地人を獲得することに苦労する。しかし，HPJは当時の日本のエクセレ

ント・カンパニーの1つである横河電機から優れた人的資源を譲り受けること

により，ある程度その問題を解決することができた。HPJが社内においてTQC

を効果的に実践できたのも，横河電機から譲り受けた人的資源によるところが

大きかったと思われる。その意味において，横河電機との合弁も冊，がTQC

を逆移転することができた要因としてあげることにする。

3．5　R＆Dの現地化

　第5に，R＆Dの現地化をあげることができる。HPJがまず社内においてTQC

を始めることができたのは，HPJが自社開発製品をもっていたからである。HPエ

がその自社開発製品についてTQCを実践して一定の成果をあげたからこそ，

TQCを逆移転することが可能になった。HPJが自社開発製品をもっていたこ

とは，R＆Dが現地化されていたことを意味する。そのように考えれば，HPJ

にR＆Dが現地化されていたからこそ，TQCの逆移転が可能になったというこ

ともできる。

㈹　HPJは1983年11月に資本金を74．4億円に増資している。その際，出資比率をHPが

　75％，横河電機が25％に変更している。この出資比率は現在も変わっていない。
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　1939年に創業した服は，20年後のユ959年には早くもドイツのバーブリンゲ

ンに工場を建設している。このバーブリンゲンの工場は，アメリカの本社工場

に次ぐ世界で2番目の工場である。3番目の工場はアメリカのコロラドに建設

され，1963年9月には世界の4番目の工場として日本の八王子工場が建設され

ている。肥はドイツや日本への進出に際しては，生産だけではなく，R＆Dを

育成することにも力をいれてきた。HPは海外進出の当初からR＆Dの現地化

を目標としてきたのである（31）。笹岡氏はR＆Dの現地化について次のように述

べている。

　「初めは設計を本社でやって，組立だけ現地の拠点で行うことも歓迎されるんです。

しかし，それではだんだん現地の技術者が飽きたらなくなってくる。現地の技術者は

設計も含めて全部俺達にさせろというようになってくる。そうなるのに決まっている

んです。また，そうならなければグローバルじゃないですよね。現地を本当に活かし

ていることにはなりません。現地にR＆D機能をもたせることは，ヒューレットの早

くからの思想でした。」

　現地の技術者のモチベーションや現地の社会的認知度を高めるために，R＆

Dの現地化は有効である。HPも各国の拠点が現地に深く根付くために，でき

るだけ早くR＆Dを現地化するほうが望ましいと考えて，積極的にR＆Dの現

地化を進めていったのである。

　現在，HPはグローバル適地R＆D戦略を推進している。すなわち，世界各

地に配置された事業部は，コンピュータおよび周辺機器・電子計測器・医療用

電子機器・化学分析機器・電子部品の事業分野のいずれかを担当している。そ

れぞれの事業部は世界で最もR＆Dや生産の成果があがる地域に配置されてい

る。たとえば，日本の事業部は，半導体計測器・電予部品計測器・通信機器用

副Schw㎜一［1982，p．45］によれば，197三年2月のフランス子会社（HP－G説。阯e）

　設立申請の際にも，HPは製造開始から1年以内に全HPと関連させたR＆Dを行うこ

　とを投資計画書に盛り込んでいる。
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システム等のR＆Dと生産を行っている。ドイツの事業部は，医療用電子機器

・化学分析機器・機械系CAD等のR＆Dと生産を行ってい私生産はR＆Dと

同じ地域で行われている場合もあれば，違う地域で行われている場合もある。

それは世界でもっとも成果があがるように配置されている。笹岡氏はグローバ

ル遠地R＆D戦略について次のように述べている。

　「HPJの八王子事業部と神戸事業部は，半導体計測器と電子部品計測器を担当して

います。これは日本が市場も大きいし，技術も一番進んでいて情報も入るから，日本

人を使ってHP，にやらせておけば，アメリカのコロラド事業部にやらせるよりも，た

ぶん競争力になるだろうということなんです。同じようなことは，イギリスの事業部

におけるマイクロウェーブやネットワーキング，インドの事業部におけるソフトウェ

アにもいえると思います。それによって，服は海外の技術リソースをフルに活かそ

うとしているんです。」

　HHは2種類のR＆Dも推進している。まず，HPJは自主技術やコア技術に

基づき，世界市場製品を開発するR＆Dを行っている。半導体計測器や電子部

品計測器については，こうしたR＆Dが行われている。このR＆Dは「グロー

バリゼーションのR＆D」と呼ばれている。つぎに，HPJはHPJ以外の拠点に

おいて開発された製品を日本市場に適応させるR＆Dも行っている。アメリカ

やイギリスの事業部において開発された通信機器用計測器やディジタル信号計

測器については，こうしたR＆Dが行われている。このR＆Dは「ローカリゼ

ーションのR＆D」と呼ばれている。HP』はグローバリゼーションとローカリ

ゼーションの2種類のR＆Dを行うことによって，技術の逆移転を支援する仕

組を作りあげているのである。

　このように，R＆Dを現地化させるというHPの基本方針がHPlの中で爬C

を喚起し，やがて爬Cの逆移転に結びついた。今度はその方針（R＆Dの現地

化）がHPのグローバル適地R＆D戦略と，HPJにおける2種類のR＆Dに結

びついている。それは技術の逆移転のみならず技術の順移転を含んだ技術の相
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互移転がますます活性化される基礎となっている（鋤。

3．6　コミュニケージ…1ン・チャネルの確立

　第6に，コミュニケーション・チャネルの確立があげられる。HPJはHPへ

製品の晶質改善を働きかける際に，HPとのコミュニケーション・チャネルを

確立することに努めた。その結果，HPJの要請に対するHPの有効反応が多く

なり，HPJの品質改善要請がHPの経営指針，新製品計画，設計工程，生産工

程，迅速な行動，戦略問題，．経営目標，教育訓練，クオリティ・チームにも反

映されるようになっていったのである。HPJはHPとのコミュニケーション・

チャネルを確立することによって，TQCの逆移転を促進した。これは親会社

と海外子会社の濃密なロミュニケーションが技術の逆移転に有効に作用するこ

とを物語っている。

3．7　権限委譲と経営理念による経営

　第7に，権限委譲と経営理念による経営をあげたい。HPは各製品ラインや

各事業部へ権限を委譲し，できるだけ市場に近いところで経営の意思決定を行

っている。それを受けて，各製品ラインや各事業部は比較的自由に経営を行っ

ている。しかし，各製品ラインや各事業部がまったく自由に経営を行っている

のかといえば，そうではない。各製品ラインや各事業部は，HPが定めた一定

の枠組みの中で経営を行っている。その一定の枠組みを提供しているものが，

The冊WayというHPの経営理念である。The　HPWayは信頼と分権化を中核

思想、としている。

働　岩田［1994］は日本の外資系系企業を研究対象にしてR＆Dのグローバル化の実証

　研究を行っている。同研究によれば，R＆Dのグローバル化（本研究でいうR＆Dの現

　地化に相当する）は，①研究開発資源のグローバル・シナジー，②異質な研究開発環

　境の有効利用，③各拠点の相対的劣位性の補完をもたらすとい㌔

209



経済経営研究第47号

　HPの各製品ラインや各事業部は，皿eHPWayにみずからの意思決定を照ら

し合わせて経営を行っている。各製品ラインや各事業部は，その経営理念のも

とで最大限の自主性を発揮し，かつ最大限の成果をあげることが期待されてい

るのである。

　他方，HPは経営理念を策定することによって，各製品ラインや各事業部の

経営努力をHP全体の目標に整合させ，HP全体として最大限の成果があがる

ようにも配慮している。

　冊はこの仕組を築きあげることによって多国籍企業における分権化と統合

を達成している。笹岡氏はそれについて次のように述べている。

　「もしHPがヒューレットとパッカードの声がつねに届くような1，000人くらいの企

業であれば，なにも経営理念を成文化する必要はありません。しかし，企業がだんだ

ん発展して技術革新も進んでくると，いろいろ個々のビジネス・ディシジ目ン（busi－

ness　d㏄isi㎝）の段階で，HPの基本精神から外れるようなディシジョンをする場合も

出てきます。〔中略〕しかし，経営理念をきちんと成文化して従業員へ浸透させてお

けば，誰でも，どこでも，いつでもヒューレットとパッカードの経営哲学を反映した

経営をすることができるようになります。」

　HPJがまず社内においてTQCを展開することができたのは，1つにはHP

からの権限委譲があったからだと思われる。HPJはHPから権限委譲を受ける

ことによってTQCを実践していく機会と能力をもつことができた。H測がThe

m　wayに照らし合わせてTQCを実践したため，TQCが全㎜？の目標にもか

なうものになった。やがて，HPはTQcの有効性を認めて，それを全社的経

営理念の一部にもしている。HPJがTQCを逆移転することができたのも，1

つにはこのようなHPの権限委譲と経営理念による経営があったからである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　1V　むすび

　本研究では，多国籍企業における技術の逆移転に注目し，冊におけるTQC

の逆移転の事例分析を行った。その結果，技術の逆移転に関する要因がいくつ

か明らかになった。これらの要因を体系化して技術の逆移転の構造を図示すれ

ば，図6のようになるだろう。

海外子会社側の要因

　現地人社長

　ドッブ・マネージャーの■j一ダーシップ

　海外子会社の研究開発

　現地企業との合弁

　海外子会社の業績

親会社側の要因

　親会社の内なる国際化

　ドッブ・マネージャーのリーダーシップ

海外子会社への権限委譲一

全社的経営理念の重視

親会社と海外子会社の要因

企業問コミュニケーション

技術の逆移転

技術の逆移転の成果

　財務的成果

　非財務的成果

　　　　　　　　　　　　　図6　技術の逆移転の構造

　まず，技術の逆移転の要因として，大きく①海外子会社側の要因，②親会社

側の要因，③親会社と海外子会社の要因の3つに分けることができる。

　海外子会社側の要因としては，①現地人社長，②トップ・マネージャのリー

ダーシップ，③海外子会社の研究開発，④現地企業との合弁，⑤海外子会社の
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業績があげられる。親会社側の要因としては，①内なる国際化，②トップ・マ

ネージャのリーダーシップ，③海外子会社への権限委譲，④全社的経営理念の

重視があげられる。そして，親会社と海外子会社側の要因として，企業間コミ

ュニケーションがあげられる。図6にはあげなかったが，技術そのものの特性

も当然のことながら逆移転に影響をあたえるだろう。

　そして，これらの要因が技術の逆移転に影響をあたえ，そして技術の逆移転

が親会社と海外子会社の双方に財務的かつ非財務的な成果を生む。

　しかしながら，このような関係はヒューレット・パッカード社1社の事例分

析に基づくものである。また，この事例分析における技術もTQCという社会

的技術であって，自然工学的技術ではない。その意味でも，これらを普遍的な

関係仮説とすることは明らかに限界がある。これらの外部妥当性を検証するた

めには，大規模標本による統計分析を待たなければならないだろう。今後はこ

れらの外部妥当性を検証すべく，外資系企業（欧米系多国籍企業の日本子会社）

と欧米多国籍企業の本社を対象とした質問票調査を行う予定である。同時に，

これらの内部妥当性を検証するために，他社の事例分析も積み重ねていく予定

である。

　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献

B釦i1鮒，C㎞siophe正A．＆Sum㎜tm　Ghosh≡il［1989］Mo㎜8切8〃m∬Bo＾此rポτ肋rro㎜”α一

　　仇伽’∫o舳。”，Bost㎝，M砥sachuse血s：H㎜岨d　B凹simess　Schoo－P説s．　（吉原英樹監訳

　　r地球市場時代の企業戦略一トランスナショナル・マネジメントの構築一』日本経

　　済新聞社，1990年。）

藤岡　豊［1995］『技術の相互移転一外資系企業の事例を中心として一j神戸大学大学

　　院経営学研究科修士論文，1月20日，非公刊。

藤岡　豊［1996a］「多国籍企業における技術の相互移転一概念的フレームワークの構築

　　一」r六甲台論集一経営学編一』第42巻第3号，4月，41－59頁。

藤岡　豊正1996b］「多国籍企業における技術の逆移転一ヒューレット・パッカードにお

212



多国籍企業における技術の逆移転（藤岡）

　　けるTQCの逆移転の事例研究一」平成8年度兼松フェiコーシップ（大学院生研究

　　奨励賞）入賞論文，10月3ユ日。

Hym6r，S俺phe皿He曲e討［1976］〃‘〃蛇πm吻m’0ρem物㎜三カハ伽吻”〃〃r〃困’λ∫伽φ1ガ肋一

　　肌〃。r吻〃〃e皿伽刎，C畠mbridg6，M困sach皿se血s1MIT脆ss，B鵬ed　o皿his1960D㏄to㎞

　　Disse“ati㎝．（富崎義一編訳r多国籍企業論』岩波書店，1979年，第1部。）

伊丹敬之［1991］『グローカル・マネジメシトー地球時代の日本企業一』日本放送出版

　　協会。

岩田　智［1994］r研究開発のグローバル化一外資系企業の事例を中心として一』文眞

　　堂。

加護野忠男・野中郁次郎・榊原清則・奥村昭博［1983］r日米企業の経営比較一戦略的

　　環境適応の理論一』日本経済新聞社。

甲斐章人〔1988］「デミング賞」神戸大学経営学研究室編r経営学大辞典』中央経済社，

　　748頁。

上之郷利昭［1990］rエクセレント・グローバリゼーションー横河正三が実践する信義

　　の経営一』ダイヤモンド社。

MallsHeld，閉wi11＆An曲。町Romeo劇980］“丁艶hno1ogy　Tr…㎜sfe“o　Ove㎜S凶si砒㎞es　by

　　U．SFB鵬dFi㎜，”ρm吻吻Jo〃㎜1ψω閉。m1co，Vohme95，N㎜ber4，胱㏄mber，

　　pp．　737－750．

M㎜s自e1d，Edw㎞＆A血㎜o皿y　Romeo［1984］““Reve説”TmlI曲rs　of　T㏄㎞o1ogy㎞m　Over一

　　燃Subsidi㎞es　to～nerica皿Fi」而皿s，”〃；EE　r一切“sαc記。”s　o”厄”9切‘e㎡”8ル’α””8e”昭〃f，

　　Vol㎜eEM－31，Nm㎞r3，A皿gus1，岬．122－127、

校條　浩・本荘修二［1995］r日本的経営を忘れた日本企業へ一9万人のベンチャー企

　　業。ヒューレット・パッカードー』ダイヤモンド社。

宗像正幸［1989H技術の理論一現代工業経営問題の技術論的接近一』同文舘出版。

Pack㎜d，David〔1995］肋e〃P　Wαゾ〃。w別〃〃e〃倣。m〃B”〃0〃Comρ伽γ，New　York：

　　H町6rCo11im肺blishers．（伊豆原　弓訳rHPウェイーシリコンバレーの夜明け一』

　　日経BP出版センター，1995年。）

Reddy，N．Mo㎞皿＆Liming　Zhao［1990］“阯em前ioml　T㏄h皿。Iogy　T㎜sfer：A　Review，”Re一

　　舳〃。佃，Vol㎜eI9，N㎜ber4，A㎎耐，pp．285－307．

Robinso11，Rich㎜d　D．［1988］〃e〃κ㎜”㎡o”o’rm〃沸rρf地。伽。’o8ツ’meoリ，ハ舳ω，伽4

　　Pmc此e，C㎜b㎡dge，M棚sach皿se血s：Ba11inger㎞脳shing　Comp㎜y。

笹岡健三［1984］r経営革新への挑戦一情熱的TQC実践録一』日本科学技術連盟，品質

　　月間テキストNo．15曳

笹岡健三［1991］「国際化と品質」r標準化と品質管理』第44巻，9月，5－I0頁。

佐藤郁哉［1992］rフィールドワークー書を持って街へ出よう一』新曜社。

213



経済経営研究第47号

Scbw町z，K班1［1982］“HP－G配no1〕le1C鴉e　S血dy　i血丁㏄hmlogy　T醐ms危r，”C口’肋〃吻Mαm昭e・

　　me舳e切〃，Vo1㎜e24，N㎜ber3，Sph皿g，叩．43－50．

島田晴雄［1988］rヒューマンウェアの経済学一アメリカのなかの日本企業一岩波書

　　店。

Vemon，Raymo皿d［ユ966］“1誠malio耐In鴨stm㎝t㎜“ntem帥ioM　T㎞e　in此Pmduct　Cy－

　　c1e，”⑰〃胞吻Jo〃珊〃ガ厄ω〃。m’ω，Vo1山me80（LXXX），N皿m㎏r2，May，pp．190－

　　207，

Vemon，Raymo血d［1971］∫owreな〃砂刎肋ヅ〃e　M“肋㎜加㎜’卵rε〃φひ＆互〃εψ沁ω，

　　New　York：Basic　Books．（つるみ饗見方浩訳r多国籍企業の新展開一追いつめられ

　　る国家主権一』ダイヤモンド社，1973年。）

Vemo皿，Raymo皿d［1980］’’Gone鵬血e　Cash　Cows　ofYes蛇町蜘ゴ〃α〃〃d”㎜切ωo　Rω’ew，

　　Vol㎜658，N㎜ber6，November－1）ecember，pp．150－155．（邦訳「世界市場でアメ

　　リガが優位を保持する条件」rDIAMONDハーバード・ビジネスj第6巻第2号，

　　1981年3－4月，106－1I2頁。）

Yi皿，Rob6rl　K．［1994］Cωe∫血〃ツRωe〃。かDωな”〃6M‘肋。必，S㏄o皿d1…ditiom，Tho皿s…㎜d

　　○北s，C舳。mia：S㎎e肋bliωi㎝s．（近藤公彦訳rケース・スタディーの方法』千倉

　　書房，1996年。）

吉原英樹［エ979］『多国籍経営諭』白桃書房。

吉原英樹［1983］「日本企業の生産技術の国際移転」rビジネスレビュー』第30巻第3・

　　4号，3月，187－203頁。

吉原英樹［1989］r現地人社長と内なる国際化一グローバル経営の課題一』東洋経済新

　　報社。

吉原英樹［1992］r富士ゼロックスの奇跡j東洋経済新報社。

吉原英樹［1996］r未熟な国際経営』白桃書房。

吉原英樹編［1994］r外資系企業』同文舘出版。

吉原英樹・和田充夫・石田英夫・古川公成・高木晴夫・鈴木貞彦［1990］了グローバル

　　企業の日本戦略』講談社。

　　　　　　　　　　　　　　　新聞・雑誌記事

「米製造業，TQMへの挑戦」r日本経済産業新聞』1991年王1月1日。

　　　　　　　　　　　　　　　　辞典・総覧

神戸大学経営学研究室編［1988兀経営学大辞典j中央経済社。

r外資系企業総覧1994年版j東洋経済新報社，1997年。

214



経済経営研究（既刊）目次

第46号 平成9年2月14日発行

企業の社会貢献活動・開示とそれに対する

利害関係者の非貨幣的な満足度が上昇した

場合のインバクトー微分ゲーム的接近一　　…一…・・中野　　熱

オーストラリア経済の動向と経済政策

一ユ980年代一1990年代前半一　一……………・一……　石垣　健一

Ambi騨。usな事象と市場の限界

一激甚災害に市場は対応できるカ』

わが国人口の高齢化と外国人労働者問題

日本の金融システムと銀行規制

情報システムと組織能力

片山　誠一

後藤純一

井澤秀記

矢田　勝俊



　　　　　　RESEARCH　lNSTlTuT日FOR

ECONOMlCS＆鴉US㎜S　ADMINISTRATION
　　　　　　　　KOBE　UN1VERSlTY

Direcωr＝Ke汕。阯ISHIGAKI

Se㎝e卿：Nob皿舳YAMANA

lNT8RN＾mONAL圓＝0NOMIC　Sτ皿DlI…S
　I帖㎜Oom1政㎝omi05
　1皿㎜田圃。㎜劃M㎝創岬1≡oommi05

M肛idme腕。皿。mios

T記do皿記。町，Miom㏄ooomio畠，M㏄m㏄o而。㎜ios
Po阯io　Eoooo㎜io畠

1NT肌N＾㎜0NAL　I≡VIRONMENTAL　STuD肥S
　聰。㎜一：e　D巳冊IoPmoI1－

　I皿1GnI砥O皿刮O噸皿i－a00i目

　Comme厄阯Low
　臨㎜皿舳頼刮，血伽血㎜州池剛I池枷㎞欄血g犯臨。m皿io嚇e1o岬曲

iNT訳NA110NAL　COMP＾RAT1VI≡垣CONOMIC　STUD胆S
　P㏄ifi喧Eぷ皿1

10㏄㎜㎜垣。ommy〕
　P㏄i航Bぷ而　口
　〔L舳。＾m餉。a　Eoo而。my〕

　P㏄i飾E痢皿　皿
　｛Nor血AmO’o㎜Eoo皿。my〕

IN皿…RNAmONA［EuS州胆SS
　Co㎜脾咽1wo　E1コ壷皿。モA齪㏄・

　M血1i皿汕。M　I…商叩n㏄

　M田nagomo11－of　T㏄Ilimlogフ．Co叩㎜o記S胞屹8y．0㎎㎜ij囲1io11mooリ

　I『記m舳O耐E耐呵蝸冒血㎜囎㎜d　A㏄00皿血0g
　H凹m皿1RooolIm巴M㎜田呂。mo皿1i皿1叩㎜，u－S．A一，UK一㎜d　CIliI1冊

　Momgom舳。fT㏄h萸。－o醐
　0㎎顯1i囲血。皿阯C理むi1i町D帥。IqpmoI1‘㎜1Oα1311醍；M呂岨暇㎜巴11－ofT㏄llI1oIq醐

MANAO邊M1…NT㎜0RMAT10N　SYS価MS
　E皿血脳㎜d＾㏄㎝皿血g　I皿血m舳㎝

　I11血而胆OoIl　Pm㎜iI18Sy舶ms
　Io屹mo1io㎜副Co皿p邊固固鴨S血O竈此。

　11110m田1ioI1出1㎞illg　Sソ昌胞m　Re肥阯。h．

一N11弧NAT10NA［COOP醐一＾TION

DOCUM固、TATION　CE㎜R『0R　EUSI1幅SS　ANALYSIS
　I皿胞mtio耐Mo血。靭1≡commios
　A㏄㎝皿O血g

　E凹s㎞闘。＾dmi血畠胞固。皿D㏄u㎜巴皿血tio皿

P耐焔汕imIg舳田
P酌t　Ko！Ψ舳Miy田giw田

A醐㏄．肺。f．Hid鮒I囲w田

A醐㏄．冊。f．M脳血imTomi胞
Pm【K晒■1o　Shimo血皿㎜

肺〔丁眺岬胞㎞mo－o

Pm『Sllig6ツ山d　A脆

PmHo此舳Go血
Pmf．M㎜o㎜曲i由
A舶。o．P耐Mio血肥1Goo暇H凹m皿町

P血〔胞nio吐i説i螂
＾舶㏄。旧mf　RW㎜Miフ五〇

＾㏄㏄。P耐M㎜e胞K冊W田
肺〔S同iN鮒邨ma
肺r舳嚇胞靭㎜田

A舶㏄一日mnmfK㎝ji附i㎜
Pmf．Hide止i　Yo圭阯I1肛田

A醐㏄．Pm『D田Uid　M6山。

A冊㏄．Pmf　K㎝曲m　NO比O㎞

Pm〔醐蜘舳Y田㎜ji
Pm〔Koji　Ok山b町軸i

㎞㏄。PmUo耐町晦舳
㎞㎜h．A固㏄．㎜曲㎜l　S制㎝W阯蛇

Pm皿匝副0N血㎜0

肺rKOm邸雌IωW
P㎜巳Y困mKo血血i
R鯛㎜11．＾齪㏄．Y11画㎞Y困皿曲

P㎜仁Mo耐㏄M固鮎画K祀㎞㎞
P的〔Li凹Y㏄ao

痂［f　H缶。y血d　Hin0

A船。o．肝。工＾舳冊㎞』iw蜆

麗醐醐血・A齪㏄一Hi倣。So㎏㏄hi

0揃㏄＝RI≡S尼＾RCH㎜STm」TE戸0R目CONOMIC＆BUS㎜旧SS　ADMIMSTR＾T－0N
　　　　　　　　　　　　　　　me　K’mem舳凹Mem〇一前目田皿

　　　　　　　　　　　　　　　　　K0日E　UNIVERSH’Y

　　　　　　　　　　　　　　　　ROKKO　K0目E工＾PAN



執筆者紹介（執筆順）

中野　　勲………教　　　授
　　　　　　　経営学博士

経営情報システム研究部門
（神戸大学）

阿部　茂行…・・・…教　　　授　　国際経済経営環境研究部門

　　　　　　　Ph．D．（ハワイ大学）

片山　誠一一…・・教　　　授　　国際比較経済研究部門

　　　　　　　経済学修士（神戸大学）

劉　玉裸一…・・客員教授　国際協力（客員部門）
　　　　　　　経済学修士（神戸大学）

井澤　秀記…・…・・助　教　授　　国際経済研究都門

　　　　　　　博士（経済学）神戸犬学

延岡健太郎・・…・…助教授
　　　　　　　Ph．D．（M1T）

国際経営研究部門

家森信善………助教授　名古屋大学
　　　　　　　博士（経済学）名古屋大学

経済学部

藤岡　　豊………神戸大学大学院経営学研究科
　　　　　　　修士（経営学）神戸大学

博士後期課程



平成10年2月2日　印刷
平成10年2月10日　発行

経済経営研究　年報47

編集兼

発行者

印刷所

神戸市灘区六甲台町

神戸大学経済経営研究所

神戸市兵庫区西柳原3－29

㈲岸本出版印刷



Annua1尽eport　on耳。pno叫ics
andBusmess　Admm1strat1on

　47
1997
CONTENTS

Va1ua－ion　of㎞e　Assets　on　C㎜Tent　Pricesミ㎜d　ofthe　Equity

on　its趾esen－Value…………………………・…………・・………Isao　Nakano

The　E冊ects　ofthe　Great　Hanshin　Aw勾i　E航hquake　on

the　Trade　with　Asia　’’’’．’…’’’………’’’’’’…’’’…’’・’’’’’’’’．…Shigeyuki　Abe

Administmtive　Guidance　and　Banking　Productivity㎝d
InnOvatiOn’．’’’’’’’’’’’’’’’．．’’’’’’’’’’’’’．’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’“’’Seiichi　Katayama

The　Research　on　the　Influence　of　BOP　Effects　on　Chinese

Mone胞ry　Supplゾ……’……………’’…’……………“…’’………Liu　Yuca0

0n　the　Im由。t　of　the　European　Sing1e　CulTency’Euro’as

an　Intemahon創Currency　・’’’’…’’・・・…’・・・・…’’．’・・・・・・・・・・・・・・…Hideki　Izawa

LeaningJapaneseMamgementin　Competitiveness
ImprovementattheUSAutomobi1eFims．’’．．’．’I’…’’’’’’’KentaroNobe◎ka

Asset　A11ocation　ofForeign　Life　Insurance　Companies

in　the　Japanese　L脆Insurance　M肛ket’’……I’…’……’・’・Nobuyoshi　Yamori

ReverseTrans胎rofTechnology　withi舳he　Multinati㎝a1

CoΨorationlACaseAnalysisofReverseTrans胎rofTQC
within　the　Hewlett＿Pack㎜d　Company……………．・・’・’・・’……Yutaka　F功ioka

RESl…ARCH　lNSTlTuTE　FOR　ECONOMlCS

　　AND8USlNESS　AOMlN1S1’RAT1ON
　　　　　　　KOBE　uN1Vl…RS1TY


